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承第１号 

専決処分の承認を求めることについて

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、令和６

年１月１５日次のとおり専決処分したので、同条第３項の規定によりこれを報告し、

承認を求める。 

  令和６年２月２１日提出 

美濃加茂市長  藤 井 浩 人   

美濃加茂市職員の特殊勤務手当に関する条例及び美濃加茂市職員の旅

費に関する条例の一部を改正する条例について 

美濃加茂市職員の特殊勤務手当に関する条例及び美濃加茂市職員の旅費に関する

条例の一部を改正する条例を下記のとおり制定する。 

記 

美濃加茂市職員の特殊勤務手当に関する条例及び美濃加茂市職員の旅費に関

する条例の一部を改正する条例 

 （美濃加茂市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正） 

第１条 美濃加茂市職員の特殊勤務手当に関する条例（昭和４２年美濃加茂市条例

第４号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

（種類） （種類） 

第２条 特殊勤務手当の種類は、次のとおりと

する。 

第２条 特殊勤務手当の種類は、次のとおりと

する。 

(1)～(3) （略） (1)～(3) （略） 

(4) 災害応急作業等手当 (4) 災害対策業務手当 

（災害応急作業等手当） （災害対策業務手当） 

第６条 災害応急作業等手当は、職員が市長の

命を受け、異常な自然現象等により重大な災

害が発生し、又は発生するおそれがある現場

第６条 災害対策業務手当は、職員が美濃加茂

市災害対策本部（災害対策基本法（昭和３６

年法律第２２３号）第２３条の２第１項の規
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において災害応急作業等に従事したとき、勤

務１日につき、１，０００円を支給する。 

定に基づき美濃加茂市地域防災計画の定め

るところにより設置する災害対策本部をい

う。）が設置された場合に災害対策本部長の

命を受けて行う避難所の開設及び運営業務

並びに災害等が発生し、又は発生するおそれ

がある現場において行う作業等に従事した

とき、勤務１日につき、１，０００円を支給

する。 

２ （略） ２ （略） 

（支給方法） （支給方法） 

第７条 （略） 第７条 （略） 

 （委任） 

第８条 この条例に定めるもののほか、特殊勤

務手当に関し必要な事項は、市長が別に定め

る。 

 （美濃加茂市職員の旅費に関する条例の一部改正）

第２条 美濃加茂市職員の旅費に関する条例（昭和６３年美濃加茂市条例第１号）

の一部を次のように改正する。   

改正後 改正前 

（日当） （日当） 

第１５条 （略） 第１５条 （略） 

２・３ （略） ２・３ （略） 

４ 前３項の規定にかかわらず、異常な自然現

象等により重大な災害が発生し、又は発生す

るおそれがある場合に、被災地方公共団体の

要請等に基づき派遣され、美濃加茂市職員の

特殊勤務手当に関する条例（昭和４２年美濃

加茂市条例第４号）第６条に規定する災害応

急作業等に従事したときは、日当を支給す

る。 

   附 則

 この条例は、公布の日から施行し、この条例による改正後の美濃加茂市職員の特

殊勤務手当に関する条例及び美濃加茂市職員の旅費に関する条例の規定は、令和６

年１月１日から適用する。
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承第２号

専決処分の承認を求めることについて 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、令和６

年１月１５日別紙のとおり専決処分したので、同条第３項の規定によりこれを報告

し、承認を求める。 

令和６年２月２１日提出 

美濃加茂市長  藤 井 浩 人 
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令和５年度美濃加茂市一般会計補正予算（第７号） 

令和５年度美濃加茂市の一般会計補正予算（第７号）は、次に定めるところによ

る。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１９０，９３６千円を追加し、歳

入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ２４，９１０，２６５千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 （繰越明許費の補正） 

第２条 繰越明許費の追加は、「第２表 繰越明許費補正」による。 
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第 　２　 表 繰　越　明　許　費　補　正

8 1

低所得世帯生活支援特別給付金
事業（こども加算）

人件費 300

2,000地域防災力強化事業

（追加）

款 項 金　　額事　　　業　　　名

低所得世帯生活支援特別給付金
事業（均等割世帯）

127,342

民生費

53,600

1,507

人件費

会計年度任用職員給3

108

消防費 消防費

社会福祉費1

児童福祉費2
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１　一般職
（１）総括

770

(2)

765

(2)

5

（　）内は内短時間勤務職員数を計上

扶養
手当

地域
手当

住居
手当

通勤
手当

特勤
手当

時間外
手当

管理職
手当

期末
手当

勤勉
手当

宿日直
手当

退職手当
負担金

単身赴
任手当

管理職員特
別勤務手当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

補
正
後

32,630 37,148 18,413 15,127 170 123,994 36,907 310,443 224,931 1,065 156,414 170

補
正
前

32,630 37,148 18,413 15,127 30 119,866 36,907 310,443 224,931 1,065 156,414

比
較

140 4,128 170

給　与　費　明　細　書

1,365 4,438 5,803 103

補
正
前

604,540 1,172,458 952,974 2,729,972 489,999

5,906

490,102

備考

3,219,971

3,225,877

共済費
（千円）

合計
（千円）計

（千円）

給          与          費

職員手当
（千円）

957,412 2,735,775

職
員
手
当
の
内
訳

給料
（千円）

報酬
（千円）

区
分

区分

職員数
（人）

605,905 1,172,458
補
正
後

比
較
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ア　会計年度任用職員以外の職員

330

(2)

330

(2)

（　）内は内短時間勤務職員数を計上

扶養
手当

地域
手当

住居
手当

通勤
手当

特勤
手当

時間外
手当

管理職
手当

期末
手当

勤勉
手当

宿日直
手当

退職手当
負担金

単身赴
任手当

管理職員特
別勤務手当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

補
正
後

32,630 37,148 18,413 15,127 170 123,994 36,907 256,205 224,931 1,065 156,414 170

補
正
前

32,630 37,148 18,413 15,127 30 119,866 36,907 256,205 224,931 1,065 156,414

比
較

140 4,128 170

4,438

職
員
手
当
の
内
訳

区分

比
較

4,438 4,438

2,480,427

補
正
前

1,172,458 898,736 2,071,194 404,795 2,475,989

補
正
後

1,172,458 903,174 2,075,632 404,795

区
分
職員数
（人）

給          与          費
共済費
（千円）

合計
（千円）

備考
報酬
（千円）

給料
（千円）

職員手当
（千円）

計
（千円）
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イ　会計年度任用職員

440

435

5

（　）内は内短時間勤務職員数を計上

補
正
後

補
正
前

比
較

54,238

1,468

職
員
手
当
の
内
訳

区分
期末
手当

(千円)

54,238

比
較

743,982

補
正
後

1,365 1,365 103

745,450605,905

補
正
前

604,540 54,238 658,778 85,204

合計
（千円）

54,238 660,143

備考
報酬
（千円）

給料
（千円）

職員手当
（千円）

計
（千円）

85,307

区
分
職員数
（人）

給          与          費
共済費
（千円）
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(2)給料及び職員手当の増減額の明細
区
分

増減額
(千円)

4,438 その他の 4,438 特殊勤務手当 140

増減分 時間外手当 4,128

管理職員特別勤務手当 170

増減事由
別内訳(千円)

説　　明 備　　考

職
員
手
当
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議第１号 

美濃加茂市非常勤の特別職職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一

部を改正する条例について 

美濃加茂市非常勤の特別職職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正す

る条例を下記のとおり制定する。 

  令和６年２月２１日提出 

美濃加茂市長  藤 井 浩 人 

                  記 

美濃加茂市非常勤の特別職職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改

正する条例 

美濃加茂市非常勤の特別職職員の報酬及び費用弁償に関する条例（昭和４２年美

濃加茂市条例第１０号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

別表（第２条、第５条関係） 別表（第２条、第５条関係） 

区分 根拠となる法

律、条例等 

報酬の額 費用弁

償 

（略） 

青少年育

成推進委

員 

（略） （略） 

少年補導

委員 

美濃加茂市少

年補導委員規

則（令和６年

美濃加茂市規

則第７号） 

子ども会

育成指導

委員 

（略） 

区分 根拠となる法

律、条例等 

報酬の額 費用弁

償 

（略） 

青少年育

成推進委

員 

（略） （略） 

子ども会

育成指導

委員 

（略） 
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（略） （略） 

附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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議第２号 

   美濃加茂市保育園の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例

について 

 美濃加茂市保育園の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例を下記のと

おり制定する。 

  令和６年２月２１日提出 

美濃加茂市長  藤 井 浩 人 

                  記 

   美濃加茂市保育園の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例 

 美濃加茂市保育園の設置及び管理に関する条例（平成２７年美濃加茂市条例第２

号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

（保育園の名称等） （保育園の名称等） 

第３条 保育園の名称、位置及び定員は、次の

とおりとする。 

第３条 保育園の名称、位置及び定員は、次の

とおりとする。 

名称 位置 定員 

（略） 

ほくぶ保

育園 

美濃加茂市伊深町１５６３

番地３ 

４５人

名称 位置 定員 

（略） 

ほくぶ保

育園 

美濃加茂市伊深町１５６３

番地３ 

４５人

下米田保

育園 

美濃加茂市下米田町今１０

９番地２ 

９０人

     附 則  

 この条例は、令和８年４月１日から施行する。 

- 26 -



議第３号 

美濃加茂市福祉型児童発達支援センターの設置及び管理に関する条例

の一部を改正する条例について 

美濃加茂市福祉型児童発達支援センターの設置及び管理に関する条例の一部を改

正する条例を下記のとおり制定する。 

  令和６年２月２１日提出 

美濃加茂市長  藤 井 浩 人 

                  記 

美濃加茂市福祉型児童発達支援センターの設置及び管理に関する条例の一部

を改正する条例 

美濃加茂市福祉型児童発達支援センターの設置及び管理に関する条例（平成２４

年美濃加茂市条例第２７号）の一部を次のように改正する。

改正後 改正前 

美濃加茂市児童発達支援センターの設

置及び管理に関する条例 

美濃加茂市福祉型児童発達支援センタ

ーの設置及び管理に関する条例 

（設置） （設置） 

第１条 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４

号。以下「法」という。）第４３条の児童発

達支援センターとして、美濃加茂市児童発達

支援センターカナリヤの家（以下「カナリヤ

の家」という。）を設置する。 

第１条 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４

号。以下「法」という。）第４３条第１号の

福祉型児童発達支援センターとして、美濃加

茂市児童発達支援センターカナリヤの家（以

下「カナリヤの家」という。）を設置する。

 （事業） （事業） 

第４条 （略） 第４条 （略） 

(1)～(3) （略） (1)～(3) （略） 

(4) 障害者の日常生活及び社会生活を総合

的に支援するための法律（平成１７年法律

第１２３号）第５条第１８項の特定相談支

援事業（以下「特定相談支援事業」という。）

(4) 障害者の日常生活及び社会生活を総合

的に支援するための法律（平成１７年法律

第１２３号）第５条第１６項の特定相談支

援事業（以下「特定相談支援事業」という。）
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(5) （略） (5) （略） 

（利用契約） （利用契約） 

第７条 カナリヤの家において、児童発達支援

事業又は保育所等訪問支援事業を利用する

対象者の保護者（以下単に「保護者」という。）

は、法第２１条の５の７第９項に規定する通

所受給者証（以下「通所受給者証」という。）

を提示して、市長と利用契約を結ばなければ

ならない。 

第７条 カナリヤの家において、児童発達支援

事業又は保育所等訪問支援事業を利用しよ

うとする対象者の保護者は、法第２１条の５

の７第９項に規定する通所受給者証を提示

して、市長と利用契約を結ばなければならな

い。 

２ （略） ２ （略） 

（利用料等）

第８条 保護者は、内閣総理大臣が定める基準

により算定した費用の額を利用料として負

担しなければならない。 

２ 前項の規定に関わらず、通所受給者証の交

付を受けている保護者は、通所受給者証の給

付決定支給量の範囲内において利用料を負

担することを要しない。 

３ 市長は、第１項の利用料のほか食事代等保

護者に負担させることが適当と認められる

費用について、当該保護者からその費用を徴

収することができる。 

（減免） 

第９条 市長は、必要があると認めたときは、

前条に規定する利用料等を減額し、又は免除

することができる。 

（利用の制限）  （利用の制限） 

第１０条 （略） 第８条 （略） 

 （開所時間）  （開所時間） 

第１１条 （略） 第９条 （略） 

 （休日）  （休日） 

第１２条 （略） 第１０条 （略） 

 （委任）  （委任） 
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第１３条 （略） 第１１条 （略） 

附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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議第４号 

美濃加茂市国民健康保険条例の一部を改正する条例について 

美濃加茂市国民健康保険条例の一部を改正する条例を下記のとおり制定する。 

  令和６年２月２１日提出 

美濃加茂市長  藤 井 浩 人   

記 

   美濃加茂市国民健康保険条例の一部を改正する条例 

 美濃加茂市国民健康保険条例（平成１２年美濃加茂市条例第９号）の一部を次の

ように改正する。 

改正後 改正前 

（基礎賦課総額） （一般被保険者に係る基礎賦課総額） 

第１１条 保険料の賦課額のうち基礎賦課額

（第３２条、第３２条の３及び第３２条の４

の規定により基礎賦課額を減額するものと

した場合にあっては、その減額することにな

る額を含む。）の総額（以下「基礎賦課総額」

という。）は、第１号に掲げる額の見込額か

ら第２号に掲げる額の見込額を控除した額

を基準として算定した額とする。 

第１１条 保険料の賦課額のうち一般被保険

者（法附則第７条第１項に規定する退職被保

険者等（以下「退職被保険者等」という。）

以外の被保険者をいう。以下同じ。）に係る

基礎賦課額（第３２条、第３２条の３及び第

３２条の４の規定により基礎賦課額を減額

するものとした場合にあっては、その減額す

ることになる額を含む。）の総額（以下「基

礎賦課総額」という。）は、第１号に掲げる

額の見込額から第２号に掲げる額の見込額

を控除した額を基準として算定した額とす

る。 

(1) 当該年度における次に掲げる額の合算

額 

(1) 当該年度における次に掲げる額の合算

額 

イ 療養の給付に要する費用の額から当

該給付に係る一部負担金に相当する額

を控除した額並びに入院時食事療養費、

入院時生活療養費、保険外併用療養費、

療養費、訪問看護療養費、特別療養費、

イ 療養の給付に要する費用（一般被保険

者に係るものに限る。）の額から当該給

付に係る一部負担金に相当する額を控

除した額並びに入院時食事療養費、入院

時生活療養費、保険外併用療養費、療養

- 30 -



移送費、高額療養費及び高額介護合算療

養費の支給に要する費用の額 

費、訪問看護療養費、特別療養費、移送

費、高額療養費及び高額介護合算療養費

の支給に要する費用（一般被保険者に係

るものに限る。）の額 

ロ 国民健康保険事業費納付金（法附則第

７条の規定により読み替えられた法第

７５条の７第１項の国民健康保険事業

費納付金をいう。以下この条において同

じ。）の納付に要する費用（岐阜県の国

民健康保険に関する特別会計において

負担する高齢者医療確保法の規定によ

る後期高齢者支援金等（以下「後期高齢

者支援金等」という。）、高齢者医療確

保法の規定による病床転換支援金等（以

下「病床転換支援金等」という。）及び

介護保険法（平成９年法律第１２３号）

の規定による納付金（以下「介護納付金」

という。）の納付に要する費用に充てる

部分を除く。）の額 

ロ 国民健康保険事業費納付金（法附則第

２２条の規定により読み替えられた法

第７５条の７第１項の国民健康保険事

業費納付金をいう。以下この条において

同じ。）の納付に要する費用（岐阜県が

行う国民健康保険の一般被保険者に係

るものに限り、岐阜県の国民健康保険に

関する特別会計において負担する高齢

者医療確保法の規定による後期高齢者

支援金等（以下「後期高齢者支援金等」

という。）、高齢者医療確保法の規定に

よる病床転換支援金等（以下「病床転換

支援金等」という。）及び介護保険法（平

成９年法律第１２３号）の規定による納

付金（以下「介護納付金」という。）の

納付に要する費用に充てる部分を除

く。）の額 

ハ～ホ （略） ハ～ホ （略） 

ヘ その他国民健康保険事業に要する費

用（国民健康保険の事務の執行に要する

費用を除く。）の額（国民健康保険事業

費納付金の納付に要する費用（岐阜県の

国民健康保険に関する特別会計におい

て負担する後期高齢者支援金等及び病

床転換支援金等並びに介護納付金の納

付に要する費用に充てる部分に限る。）

を除く。） 

ヘ その他国民健康保険事業に要する費

用（国民健康保険の事務の執行に要する

費用を除く。）の額（退職被保険者等に

係る療養の給付に要する費用の額から

当該給付に係る一部負担金に相当する

額を控除した額並びに入院時食事療養

費、入院時生活療養費、保険外併用療養

費、療養費、訪問看護療養費、特別療養

費、移送費、高額療養費及び高額介護合

算療養費の支給に要する費用の額並び

に岐阜県が行う国民健康保険の一般被

保険者に係る国民健康保険事業費納付

金の納付に要する費用（岐阜県の国民健

康保険に関する特別会計において負担
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する後期高齢者支援金等及び病床転換

支援金等並びに介護納付金の納付に要

する費用に充てる部分に限る。）及び退

職被保険者等に係る国民健康保険事業

費納付金の納付に要する費用の額を除

く。） 

(2) 当該年度における次に掲げる額の合算

額 

(2) 当該年度における次に掲げる額の合算

額 

イ （略） イ （略） 

ロ 法附則第７条の規定により読み替え

られた法第７５条の規定により交付を

受ける補助金（国民健康保険事業費納付

金の納付に要する費用（岐阜県の国民健

康保険に関する特別会計において負担

する後期高齢者支援金等、病床転換支援

金等及び介護納付金の納付に要する費

用に充てる部分に限る。以下このロにお

いて同じ。）に係るものを除く。）及び

同条の規定により貸し付けられる貸付

金（国民健康保険事業費納付金の納付に

要する費用に係るものを除く。）の額 

ロ 法附則第２２条の規定により読み替

えられた法第７５条の規定により交付

を受ける補助金（国民健康保険事業費納

付金の納付に要する費用（岐阜県の国民

健康保険に関する特別会計において負

担する後期高齢者支援金等、病床転換支

援金等及び介護納付金の納付に要する

費用に充てる部分に限る。以下このロに

おいて同じ。）に係るものを除く。）及

び同条の規定により貸し付けられる貸

付金（国民健康保険事業費納付金の納付

に要する費用に係るものを除く。）の額

ハ 法第７５条の２第１項の国民健康保

険保険給付費等交付金の額 

ハ 法第７５条の２第１項の国民健康保

険保険給付費等交付金（ニにおいて「国

民健康保険保険給付費等交付金」とい

う。）（退職被保険者等の療養の給付等

に要する費用（法附則第２２条の規定に

より読み替えられた法第７０条第１項

に規定する療養の給付等に要する費用

をいう。以下同じ。）に係るものを除く。）

の額 

ニ その他国民健康保険事業に要する費

用（国民健康保険の事務の執行に要する

費用を除く。）のための収入（法第７２

条の３第１項、第７２条の３の２第１項

及び第７２条の３の３第１項の規定に

ニ その他国民健康保険事業に要する費

用（国民健康保険の事務の執行に要する

費用を除く。）のための収入（法附則第

９条第１項の規定により読み替えられ

た法第７２条の３第１項、第７２条の３
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よる繰入金を除く。）の額 の２第１項及び第７２条の３の３第１

項の規定による繰入金並びに国民健康

保険保険給付費等交付金（退職被保険者

等の療養の給付等に要する費用に係る

ものに限る。）を除く。）の額 

（基礎賦課額） （一般被保険者に係る基礎賦課額） 

第１２条 保険料の賦課額のうち基礎賦課額

は、当該世帯に属する被保険者につき算定し

た所得割額及び被保険者均等割額の合算額

の総額並びに当該世帯につき算定した世帯

別平等割額の合計額とする。 

第１２条 保険料の賦課額のうち一般被保険

者に係る基礎賦課額は、当該世帯に属する一

般被保険者につき算定した所得割額及び被

保険者均等割額の合算額の総額並びに当該

世帯につき算定した世帯別平等割額（一般被

保険者と退職被保険者等とが同一の世帯に

属する場合には、当該世帯を一般被保険者の

属する世帯とみなして算定した世帯別平等

割額）の合計額とする。 

（基礎賦課額の所得割額の算定） （一般被保険者に係る基礎賦課額の所得割

額の算定） 

第１３条 前条の所得割額は、被保険者に係る

賦課期日の属する年の前年の所得に係る地

方税法（昭和２５年法律第２２６号）第３１

４条の２第１項に規定する総所得金額及び

山林所得金額並びに他の所得と区分して計

算される所得の金額（同法附則第３３条の２

第５項に規定する上場株式等に係る配当所

得等の金額（同法附則第３５条の２の６第８

項又は第１１項の規定の適用がある場合に

は、その適用後の金額）、同法附則第３３条

の３第５項に規定する土地等に係る事業所

得等の金額、同法附則第３４条第４項に規定

する長期譲渡所得の金額（租税特別措置法

（昭和３２年法律第２６号）第３３条の４第

１項若しくは第２項、第３４条第１項、第３

４条の２第１項、第３４条の３第１項、第３

５条第１項、第３５条の２第１項、第３５条

の３第１項又は第３６条の規定の適用があ

る場合には、これらの規定の適用により同法

第１３条 前条の所得割額は、一般被保険者に

係る賦課期日の属する年の前年の所得に係

る地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第

３１４条の２第１項に規定する総所得金額

及び山林所得金額並びに他の所得と区分し

て計算される所得の金額（同法附則第３３条

の２第５項に規定する上場株式等に係る配

当所得等の金額（同法附則第３５条の２の６

第８項又は第１１項の規定の適用がある場

合には、その適用後の金額）、同法附則第３

３条の３第５項に規定する土地等に係る事

業所得等の金額、同法附則第３４条第４項に

規定する長期譲渡所得の金額（租税特別措置

法（昭和３２年法律第２６号）第３３条の４

第１項若しくは第２項、第３４条第１項、第

３４条の２第１項、第３４条の３第１項、第

３５条第１項、第３５条の２第１項、第３５

条の３第１項又は第３６条の規定の適用が

ある場合には、これらの規定の適用により同
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第３１条第１項に規定する長期譲渡所得の

金額から控除する金額を控除した金額）、地

方税法附則第３５条第５項に規定する短期

譲渡所得の金額（租税特別措置法第３３条の

４第１項若しくは第２項、第３４条第１項、

第３４条の２第１項、第３４条の３第１項、

第３５条第１項又は第３６条の規定の適用

がある場合には、これらの規定の適用により

同法第３２条第１項に規定する短期譲渡所

得の金額から控除する金額を控除した金

額）、地方税法附則第３５条の２第５項に規

定する一般株式等に係る譲渡所得等の金額

（同法附則第３５条の３第１５項の規定の

適用がある場合には、その適用後の金額）、

同法附則第３５条の２の２第５項に規定す

る上場株式等に係る譲渡所得等の金額（同法

附則第３５条の２の６第１１項又は第３５

条の３第１３項若しくは第１５項の規定の

適用がある場合には、その適用後の金額）、

同法附則第３５条の４第４項に規定する先

物取引に係る雑所得等の金額（同法附則第３

５条の４の２第７項の規定の適用がある場

合には、その適用後の金額）、外国居住者等

の所得に対する相互主義による所得税等の

非課税等に関する法律（昭和３７年法律第１

４４号）第８条第２項（同法第１２条第５項

及び第１６条第２項において準用する場合

を含む。第３２条第１項第１号において同

じ。）に規定する特例適用利子等の額、同法

第８条第４項（同法第１２条第６項及び第１

６条第３項において準用する場合を含む。同

号において同じ。）に規定する特例適用配当

等の額、租税条約等の実施に伴う所得税法、

法人税法及び地方税法の特例等に関する法

律（昭和４４年法律第４６号。第３２条にお

いて「租税条約等実施特例法」という。）第

法第３１条第１項に規定する長期譲渡所得

の金額から控除する金額を控除した金額）、

地方税法附則第３５条第５項に規定する短

期譲渡所得の金額（租税特別措置法第３３条

の４第１項若しくは第２項、第３４条第１

項、第３４条の２第１項、第３４条の３第１

項、第３５条第１項又は第３６条の規定の適

用がある場合には、これらの規定の適用によ

り同法第３２条第１項に規定する短期譲渡

所得の金額から控除する金額を控除した金

額）、地方税法附則第３５条の２第５項に規

定する一般株式等に係る譲渡所得等の金額

（同法附則第３５条の３第１５項の規定の

適用がある場合には、その適用後の金額）、

同法附則第３５条の２の２第５項に規定す

る上場株式等に係る譲渡所得等の金額（同法

附則第３５条の２の６第１１項又は第３５

条の３第１３項若しくは第１５項の規定の

適用がある場合には、その適用後の金額）、

同法附則第３５条の４第４項に規定する先

物取引に係る雑所得等の金額（同法附則第３

５条の４の２第７項の規定の適用がある場

合には、その適用後の金額）、外国居住者等

の所得に対する相互主義による所得税等の

非課税等に関する法律（昭和３７年法律第１

４４号）第８条第２項（同法第１２条第５項

及び第１６条第２項において準用する場合

を含む。第３２条第１項第１号において同

じ。）に規定する特例適用利子等の額、同法

第８条第４項（同法第１２条第６項及び第１

６条第３項において準用する場合を含む。同

号において同じ。）に規定する特例適用配当

等の額、租税条約等の実施に伴う所得税法、

法人税法及び地方税法の特例等に関する法

律（昭和４４年法律第４６号。第３２条にお

いて「租税条約等実施特例法」という。）第
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３条の２の２第１０項に規定する条約適用

利子等の額及び同条第１２項に規定する条

約適用配当等の額をいう。以下この条におい

て同じ。）の合計額から地方税法第３１４条

の２第２項の規定による控除をした後の総

所得金額及び山林所得金額並びに他の所得

と区分して計算される所得の金額の合計額

（以下「基礎控除後の総所得金額等」とい

う。）に、第１５条の所得割の保険料率を乗

じて算定する。 

３条の２の２第１０項に規定する条約適用

利子等の額及び同条第１２項に規定する条

約適用配当等の額をいう。以下この条におい

て同じ。）の合計額から地方税法第３１４条

の２第２項の規定による控除をした後の総

所得金額及び山林所得金額並びに他の所得

と区分して計算される所得の金額の合計額

（以下「基礎控除後の総所得金額等」とい

う。）に、第１５条の所得割の保険料率を乗

じて算定する。 

２ （略） ２ （略） 

（基礎賦課額の保険料率） （一般被保険者に係る基礎賦課額の保険料

率） 

第１５条 基礎賦課額の保険料率は、次のとお

りとする。 

第１５条 一般被保険者に係る基礎賦課額の

保険料率は、次のとおりとする。 

(1)・(2) （略） (1)・(2) （略） 

(3) 世帯別平等割 イからハまでに掲げる

世帯の区分に応じ、それぞれイからハまで

に定めるところにより算定した額 

(3) 世帯別平等割 イからハまでに掲げる

世帯の区分に応じ、それぞれイからハまで

に定めるところにより算定した額 

イ ロ又はハに掲げる世帯以外の世帯 

基礎賦課総額の１００分の１５に相当

する額を当該年度の前年度及びその直

前の２箇年度の各年度における被保険

者が属する世帯の数等を勘案して算定

した数から特定同一世帯所属者（法第６

条第８号に該当したことにより被保険

者の資格を喪失した者であって、当該資

格を喪失した日の前日以後継続して同

一の世帯に属する者をいう。以下同じ。）

と同一の世帯に属する被保険者が属す

る世帯であって同日の属する月（以下

「特定月」という。）以後５年を経過す

る月までの間にあるもの（当該世帯に他

の被保険者がいない場合に限る。以下

「特定世帯」という。）の数に２分の１

イ ロ又はハに掲げる世帯以外の世帯 

基礎賦課総額の１００分の１５に相当

する額を当該年度の前年度及びその直

前の２箇年度の各年度における一般被

保険者が属する世帯の数等を勘案して

算定した数から特定同一世帯所属者（法

第６条第８号に該当したことにより被

保険者の資格を喪失した者であって、当

該資格を喪失した日の前日以後継続し

て同一の世帯に属する者をいう。以下同

じ。）と同一の世帯に属する一般被保険

者が属する世帯であって同日の属する

月（以下「特定月」という。）以後５年

を経過する月までの間にあるもの（当該

世帯に他の被保険者がいない場合に限

る。以下「特定世帯」という。）の数に
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を乗じて得た数と特定同一世帯所属者

と同一の世帯に属する被保険者が属す

る世帯であって特定月以後５年を経過

する月の翌月から特定月以後８年を経

過する月までの間にあるもの（当該世帯

に他の被保険者がいない場合に限る。以

下「特定継続世帯」という。）の数に４

分の１を乗じて得た数の合計数を控除

した数で除して得た額 

２分の１を乗じて得た数と特定同一世

帯所属者と同一の世帯に属する一般被

保険者が属する世帯であって特定月以

後５年を経過する月の翌月から特定月

以後８年を経過する月までの間にある

もの（当該世帯に他の被保険者がいない

場合に限る。以下「特定継続世帯」とい

う。）の数に４分の１を乗じて得た数の

合計数を控除した数で除して得た額 

ロ・ハ （略） ロ・ハ （略） 

２・３ （略） ２・３ （略） 

 （退職被保険者等に係る基礎賦課額） 

第１６条 削除 第１６条 保険料の賦課額のうち退職被保険

者等に係る基礎賦課額は、当該世帯に属する

退職被保険者等につき算定した所得割額及

び被保険者均等割額の合算額の総額並びに

当該世帯につき算定した世帯別平等割額の

合計額（退職被保険者等と一般被保険者とが

同一の世帯に属する場合には、所得割額及び

被保険者均等割額の合算額の総額）とする。

 （退職被保険者等に係る基礎賦課額の所得

割額の算定） 

第１７条 削除 第１７条 前条の所得割額は、退職被保険者等

に係る基礎控除後の総所得金額等に、第１５

条の所得割の保険料率を乗じて算定する。 

 （退職被保険者等に係る基礎賦課額の被保

険者均等割額の算定） 

第１９条 削除 第１９条 第１６条の被保険者均等割額は、第

１５条の規定により算定した額と同額とす

る。 

 （退職被保険者等に係る基礎賦課額の世帯

別平等割額の算定） 

 第１９条の２ 第１６条の世帯別平等割額は、

次の各号に掲げる世帯の区分に応じ、それぞ

- 36 -



れ当該各号に定める額とする。 

 (1) 次号又は第３号に掲げる世帯以外の世

帯 第１５条第１項第３号イに定めると

ころにより算定した額 

 (2) 特定同一世帯所属者と同一の世帯に属

する退職被保険者の属する世帯であって

特定月以後５年を経過する月までの間に

あるもの（当該世帯に他の被保険者がいな

い場合に限る。） 第１５条第１項第３号

ロに定めるところにより算定した額 

 (3) 特定同一世帯所属者と同一の世帯に属

する退職被保険者の属する世帯であって

特定月以後５年を経過する月の翌月から

特定月以後８年を経過する月までの間に

あるもの（当該世帯に他の被保険者がいな

い場合に限る。） 第１５条第１項第３号

ハに定めるところにより算定した額 

（基礎賦課限度額） （基礎賦課限度額） 

第２０条 第１２条の基礎賦課額は、６５万円

を超えることができない。 

第２０条 第１２条又は第１６条の基礎賦課

額（一般被保険者と退職被保険者等が同一の

世帯に属する場合には、第１２条の基礎賦課

額と第１６条の基礎賦課額との合算額をい

う。第２９条及び第３２条第１項において同

じ。）は、６５万円を超えることができない。

（後期高齢者支援金等賦課総額） （一般被保険者に係る後期高齢者支援金等

賦課総額） 

第２０条の２ 保険料の賦課額のうち後期高

齢者支援金等賦課額（第３２条、第３２条の

３及び第３２条の４の規定により後期高齢

者支援金等賦課額を減額するものとした場

合にあっては、その減額することになる額を

含む。）の総額（以下「後期高齢者支援金等

賦課総額」という。）は、第１号に掲げる額

の見込額から第２号に掲げる額の見込額を

控除した額を基準として算定した額とする。

第２０条の２ 保険料の賦課額のうち一般被

保険者に係る後期高齢者支援金等賦課額（第

３２条、第３２条の３及び第３２条の４の規

定により後期高齢者支援金等賦課額を減額

するものとした場合にあっては、その減額す

ることになる額を含む。）の総額（以下「後

期高齢者支援金等賦課総額」という。）は、

第１号に掲げる額の見込額から第２号に掲

げる額の見込額を控除した額を基準として
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算定した額とする。 

(1) 当該年度における国民健康保険事業費

納付金の納付に要する費用（岐阜県の国民

健康保険に関する特別会計において負担

する後期高齢者支援金等及び病床転換支

援金等の納付に要する費用に係る部分に

限る。次号において同じ。） 

(1) 当該年度における国民健康保険事業費

納付金の納付に要する費用（岐阜県の国民

健康保険に関する特別会計において負担

する後期高齢者支援金等及び病床転換支

援金等の納付に要する費用に係る部分で

あって、岐阜県が行う国民健康保険の一般

被保険者に係るものに限る。次号において

同じ。） 

(2) 当該年度における次に掲げる額の合算

額 

(2) 当該年度における次に掲げる額の合算

額 

イ 法附則第７条の規定により読み替え

られた法第７５条の規定により交付を

受ける補助金（国民健康保険事業費納付

金の納付に要する費用に係るものに限

る。）及び同条の規定により貸し付けら

れる貸付金（国民健康保険事業費納付金

の納付に要する費用に係るものに限

る。）の額 

イ 法附則第２２条の規定により読み替

えられた法第７５条の規定により交付

を受ける補助金（国民健康保険事業費納

付金の納付に要する費用に係るものに

限る。）及び同条の規定により貸し付け

られる貸付金（国民健康保険事業費納付

金の納付に要する費用に係るものに限

る。）の額 

ロ その他国民健康保険事業に要する費

用（国民健康保険事業費納付金の納付に

要する費用に限る。）のための収入（法

第７２条の３第１項、第７２条の３の２

第１項及び第７２条の３の３第１項の

規定による繰入金を除く。）の額 

ロ その他国民健康保険事業に要する費

用（国民健康保険事業費納付金の納付に

要する費用に限る。）のための収入（法

附則第９条第１項の規定により読み替

えられた法第７２条の３第１項、第７２

条の３の２第１項及び第７２条の３の

３第１項の規定による繰入金を除く。）

の額 

（後期高齢者支援金等賦課額） （一般被保険者に係る後期高齢者支援金等

賦課額） 

第２０条の３ 保険料の賦課額のうち後期高

齢者支援金等賦課額は、当該世帯に属する被

保険者につき算定した所得割額及び被保険

者均等割額の合算額の総額並びに当該世帯

につき算定した世帯別平等割額の合計額と

する。 

第２０条の３ 保険料の賦課額のうち後期高

齢者支援金等賦課額は、当該世帯に属する一

般被保険者につき算定した所得割額及び被

保険者均等割額の合算額の総額並びに当該

世帯につき算定した世帯別平等割額（一般被

保険者と退職被保険者等とが同一の世帯に
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属する場合には、当該世帯を一般被保険者の

属する世帯とみなして算定した世帯別平等

割額）の合計額とする。 

（後期高齢者支援金等賦課額の所得割額の

算定） 

（一般被保険者に係る後期高齢者支援金等

賦課額の所得割額の算定） 

第２０条の４ 前条の所得割額は、被保険者に

係る賦課期日の属する年の前年の所得に係

る基礎控除後の総所得金額等に、第２０条の

６の所得割の保険料率を乗じて算定する。 

第２０条の４ 前条の所得割額は、一般被保険

者に係る賦課期日の属する年の前年の所得

に係る基礎控除後の総所得金額等に、第２０

条の６の所得割の保険料率を乗じて算定す

る。 

（後期高齢者支援金等賦課額の保険料率） （一般被保険者に係る後期高齢者支援金等

賦課額の保険料率） 

第２０条の６ 後期高齢者支援金等賦課額の

保険料率は、次のとおりとする。 

第２０条の６ 一般被保険者に係る後期高齢

者支援金等賦課額の保険料率は、次のとおり

とする。 

(1) 所得割 後期高齢者支援金等賦課総額

の１００分の５０に相当する額を被保険

者に係る基礎控除後の総所得金額等（国民

健康保険法施行令第２９条の７第３項第

４号ただし書に規定する場合にあっては、

国民健康保険法施行規則第３２条の９の

２に規定する方法により補正された後の

金額とする。）の総額で除して得た数 

(1) 所得割 後期高齢者支援金等賦課総額

の１００分の５０に相当する額を一般被

保険者に係る基礎控除後の総所得金額等

（国民健康保険法施行令第２９条の７第

３項第４号ただし書に規定する場合にあ

っては、国民健康保険法施行規則第３２条

の９の２に規定する方法により補正され

た後の金額とする。）の総額で除して得た

数 

(2) 被保険者均等割 後期高齢者支援金等

賦課総額の１００分の３５に相当する額

を当該年度の前年度及びその直前の２箇

年度の各年度における被保険者の数等を

勘案して算定した数で除して得た額 

(2) 被保険者均等割 後期高齢者支援金等

賦課総額の１００分の３５に相当する額

を当該年度の前年度及びその直前の２箇

年度の各年度における一般被保険者の数

等を勘案して算定した数で除して得た額 

(3) 世帯別平等割 イからハまでに掲げる

世帯の区分に応じ、それぞれイからハまで

に定めるところにより算定した額 

(3) 世帯別平等割 イからハまでに掲げる

世帯の区分に応じ、それぞれイからハまで

に定めるところにより算定した額 

イ ロ又はハに掲げる世帯以外の世帯 

後期高齢者支援金等賦課総額の１００

分の１５に相当する額を当該年度の前

イ ロ又はハに掲げる世帯以外の世帯 

後期高齢者支援金等賦課総額の１００

分の１５に相当する額を当該年度の前
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年度及びその直前の２箇年度の各年度

における被保険者が属する世帯の数等

を勘案して算定した数から特定世帯の

数に２分の１を乗じて得た数と特定継

続世帯の数に４分の１を乗じて得た数

の合計数を控除した数で除して得た額 

年度及びその直前の２箇年度の各年度

における一般被保険者が属する世帯の

数等を勘案して算定した数から特定世

帯の数に２分の１を乗じて得た数と特

定継続世帯の数に４分の１を乗じて得

た数の合計数を控除した数で除して得

た額 

ロ・ハ （略） ロ・ハ （略） 

２・３ （略） ２・３ （略） 

 （退職被保険者等に係る後期高齢者支援金

等賦課額） 

 第２０条の７ 保険料の賦課額のうち退職被

保険者等に係る後期高齢者支援金等賦課額

は、当該世帯に属する退職被保険者等につき

算定した所得割額及び被保険者均等割額の

合算額の総額並びに当該世帯につき算定し

た世帯別平等割額の合計額（退職被保険者等

と一般被保険者とが同一の世帯に属する場

合には、所得割額及び被保険者均等割額の合

算額の総額）とする。 

 （退職被保険者等に係る後期高齢者支援金

等賦課額の所得割額の算定） 

 第２０条の８ 前条の所得割額は、退職被保険

者等に係る基礎控除後の総所得金額等に、第

２０条の６の所得割の保険料率を乗じて算

定する。 

 第２０条の９ 削除 

 （退職被保険者等に係る後期高齢者支援金

等賦課額の被保険者均等割額の算定） 

 第２０条の１０ 第２０条の７の被保険者均

等割額は、第２０条の６の規定により算定し

た額と同額とする。 

 （退職被保険者等に係る後期高齢者支援金

等賦課額の世帯別平等割額の算定） 
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 第２０条の１１ 第２０条の７の世帯別平等

割額は、次の各号に掲げる世帯の区分に応

じ、それぞれ当該各号に定める額とする。 

 (1) 次号又は第３号に掲げる世帯以外の世

帯 第２０条の６第１項第３号イに定め

るところにより算定した額 

 (2) 特定同一世帯所属者と同一の世帯に属

する退職被保険者の属する世帯であって

特定月以後５年を経過する月までの間に

あるもの（当該世帯に他の被保険者がいな

い場合に限る。） 第２０条の６第１項第

３号ロに定めるところにより算定した額 

 (3) 特定同一世帯所属者と同一の世帯に属

する退職被保険者の属する世帯であって

特定月以後５年を経過する月の翌月から

特定月以後８年を経過する月までの間に

あるもの（当該世帯に他の被保険者がいな

い場合に限る。） 第２０条の６第１項第

３号ハに定めるところにより算定した額 

（後期高齢者支援金等賦課限度額） （後期高齢者支援金等賦課限度額） 

第２０条の７ 第２０条の３の後期高齢者支

援金等賦課額は、２４万円を超えることがで

きない。 

第２０条の１２ 第２０条の３又は第２０条

の７の後期高齢者支援金等賦課額（一般被保

険者と退職被保険者等が同一の世帯に属す

る場合には、第２０条の３の後期高齢者支援

金等賦課額と第２０条の７の後期高齢者支

援金等賦課額との合算額をいう。第２９条及

び第３２条第１項において同じ。）は、２２

万円を超えることができない。 

（介護納付金賦課総額） （介護納付金賦課総額） 

第２１条 保険料の賦課額のうち介護納付金

賦課額（第３２条及び第３２条の４の規定に

より介護納付金賦課額を減額するものとし

た場合にあっては、その減額することになる

額を含む。）の総額（以下「介護納付金賦課

総額」という。）は、第１号に掲げる額の見

第２１条 保険料の賦課額のうち介護納付金

賦課額（第３２条及び第３２条の４の規定に

より介護納付金賦課額を減額するものとし

た場合にあっては、その減額することになる

額を含む。）の総額（以下「介護納付金賦課

総額」という。）は、第１号に掲げる額の見
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込額から第２号に掲げる額の見込額を控除

した額を基準として算定した額とする。 

込額から第２号に掲げる額の見込額を控除

した額を基準として算定した額とする。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 当該年度における次に掲げる額の合算

額 

(2) 当該年度における次に掲げる額の合算

額 

イ 法附則第７条の規定により読み替え

られた法第７５条の規定により交付を

受ける補助金（国民健康保険事業費納付

金の納付に要する費用に係るものに限

る。）及び同条の規定により貸し付けら

れる貸付金（国民健康保険事業費納付金

の納付に要する費用に係るものに限

る。）の額 

イ 法附則第２２条の規定により読み替

えられた法第７５条の規定により交付

を受ける補助金（国民健康保険事業費納

付金の納付に要する費用に係るものに

限る。）及び同条の規定により貸し付け

られる貸付金（国民健康保険事業費納付

金の納付に要する費用に係るものに限

る。）の額 

ロ その他国民健康保険事業に要する費

用（国民健康保険事業費納付金の納付に

要する費用に限る。）のための収入（法

第７２条の３第１項及び第７２条の３

の３第１項の規定による繰入金を除

く。）の額 

ロ その他国民健康保険事業に要する費

用（国民健康保険事業費納付金の納付に

要する費用に限る。）のための収入（法

附則第９条第１項の規定により読み替

えられた法第７２条の３第１項及び第

７２条の３の３第１項の規定による繰

入金を除く。）の額 

（賦課期日後において納付義務の発生、消滅

又は被保険者数の異動等があった場合） 

（賦課期日後において納付義務の発生、消滅

又は被保険者数の異動等があった場合） 

第２９条 保険料の賦課期日後に納付義務が

発生した場合、一世帯に属する被保険者数が

増加若しくは減少した場合、一世帯に属する

被保険者が介護納付金賦課被保険者となっ

た若しくは介護納付金賦課被保険者でなく

なった場合又は国民健康保険法施行令第２

９条の７の２第２項に規定する特例対象被

保険者等（以下「特例対象被保険者等」とい

う。）となった場合における当該納付義務者

に係る第１２条の額、第２０条の３の額（被

保険者数が増加若しくは減少した場合（特定

同一世帯所属者に該当することにより被保

険者数が減少した場合を除く。）又は特例対

第２９条 保険料の賦課期日後に納付義務が

発生した場合、一世帯に属する被保険者数が

増加若しくは減少した場合、一世帯に属する

被保険者が介護納付金賦課被保険者となっ

た若しくは介護納付金賦課被保険者でなく

なった場合又は国民健康保険法施行令第２

９条の７の２第２項に規定する特例対象被

保険者等（以下「特例対象被保険者等」とい

う。）となった若しくは特例対象被保険者等

でなくなった場合における当該納付義務者

に係る第１２条若しくは第１６条の額、第２

０条の３若しくは第２０条の７の額（被保険

者数が増加若しくは減少した場合（特定同一
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象被保険者等となった場合における当該納

付義務者に係る世帯別平等割額を除く。）、

第２２条の額又は第３２条第１項各号に定

める額、同条第３項若しくは第４項の規定に

より読み替えて準用する同条第１項各号に

定める額、第３２条の３第１項（同条第３項

の規定により読み替えて準用する場合を含

む。次項において同じ。）に定める第１５条

の基礎賦課額の被保険者均等割の保険料率

にそれぞれ１０分の５を乗じて得た額、第３

２条の３第４項第１号（同条第６項の規定に

より読み替えて準用する場合を含む。次項に

おいて同じ。）に定める額、第３２条の４第

１項各号（同条第３項又は第４項の規定によ

り読み替えて準用する場合を含む。次項にお

いて同じ。）に定める額若しくは同条第５項

各号（同条第７項又は第８項の規定により読

み替えて準用する場合を含む。次項において

同じ。）に定める額の算定は、それぞれ、そ

の納付義務が発生した日、一世帯に属する被

保険者数が増加若しくは減少した日（法第６

条第１号から第８号までの規定のいずれか

に該当したことにより被保険者数が減少し

た場合においては、その減少した日が月の初

日であるときに限り、その前日とする。）、

一世帯に属する被保険者が介護納付金賦課

被保険者となった若しくは介護納付金賦課

被保険者でなくなった日又は特例対象被保

険者等となった日の属する月から、月割りを

もって行う。 

世帯所属者に該当することにより被保険者

数が減少した場合を除く。）又は特例対象被

保険者等となった場合における当該納付義

務者に係る世帯別平等割額を除く。）、第２

２条の額又は第３２条第１項各号に定める

額、同条第３項若しくは第４項の規定により

読み替えて準用する同条第１項各号に定め

る額、第３２条の３第１項（同条第３項の規

定により読み替えて準用する場合を含む。次

項において同じ。）に定める第１５条若しく

は第１９条の基礎賦課額の被保険者均等割

の保険料率にそれぞれ１０分の５を乗じて

得た額、第３２条の３第４項第１号（同条第

６項の規定により読み替えて準用する場合

を含む。次項において同じ。）に定める額、

第３２条の４第１項各号（同条第３項又は第

４項の規定により読み替えて準用する場合

を含む。次項において同じ。）に定める額若

しくは同条第５項各号（同条第７項又は第８

項の規定により読み替えて準用する場合を

含む。次項において同じ。）に定める額の算

定は、それぞれ、その納付義務が発生した日、

一世帯に属する被保険者数が増加若しくは

減少した日（法第６条第１号から第８号まで

の規定のいずれかに該当したことにより被

保険者数が減少した場合においては、その減

少した日が月の初日であるときに限り、その

前日とする。）、一世帯に属する被保険者が

介護納付金賦課被保険者となった若しくは

介護納付金賦課被保険者でなくなった日又

は特例対象被保険者等となった日若しくは

特例対象被保険者等ではなくなった日の属

する月から、月割りをもって行う。 

２ 保険料の賦課期日後に納付義務が消滅し

た場合における当該納付義務者に係る第１

２条の額、第２０条の３の額、第２２条の額

２ 保険料の賦課期日後に納付義務が消滅し

た場合における当該納付義務者に係る第１

２条若しくは第１６条の額、第２０条の３若
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又は第３２条第１項各号に定める額、同条第

３項若しくは第４項の規定により読み替え

て準用する同条第１項各号に定める額、第３

２条の３第１項に定める第１５条の基礎賦

課額の被保険者均等割の保険料率にそれぞ

れ１０分の５を乗じて得た額、第３２条の３

第４項第１号に定める額、第３２条の４第１

項各号に定める額若しくは同条第５項各号

に定める額の算定は、その納付義務が消滅し

た日（法第６条第１号から第８号までの規定

のいずれかに該当したことにより納付義務

が消滅した場合においては、その消滅した日

が月の初日であるときに限り、その前日とす

る。）の属する月の前月まで、月割りをもっ

て行う。 

しくは第２０条の７の額、第２２条の額又は

第３２条第１項各号に定める額、同条第３項

若しくは第４項の規定により読み替えて準

用する同条第１項各号に定める額、第３２条

の３第１項に定める第１５条若しくは第１

９条の基礎賦課額の被保険者均等割の保険

料率にそれぞれ１０分の５を乗じて得た額、

第３２条の３第４項第１号に定める額、第３

２条の４第１項各号に定める額若しくは同

条第５項各号に定める額の算定は、その納付

義務が消滅した日（法第６条第１号から第８

号までの規定のいずれかに該当したことに

より納付義務が消滅した場合においては、そ

の消滅した日が月の初日であるときに限り、

その前日とする。）の属する月の前月まで、

月割りをもって行う。 

（低所得者の保険料の減額） （低所得者の保険料の減額） 

第３２条 次の各号に該当する納付義務者に

対して課する保険料の賦課額のうち基礎賦

課額は、第１２条の基礎賦課額から、それぞ

れ、当該各号に定める額を減額して得た額

（当該減額して得た額が６５万円を超える

場合には、６５万円）とする。 

第３２条 次の各号に該当する納付義務者に

対して課する保険料の賦課額のうち基礎賦

課額は、第１２条又は第１６条の基礎賦課額

から、それぞれ、当該各号に定める額を減額

して得た額（当該減額して得た額が６５万円

を超える場合には、６５万円）とする。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 前号に規定する総所得金額及び山林所

得金額並びに他の所得と区分して計算さ

れる所得の金額の合算額が、地方税法第３

１４条の２第２項第１号に定める金額（世

帯主等のうち給与所得者等の数が２以上

の場合にあっては、同号に定める金額に当

該給与所得者等の数から１を減じた数に

１０万円を乗じて得た金額を加えた金額）

に、２９万５千円に当該年度の保険料賦課

期日（賦課期日後に保険料の納付義務が発

生した場合には、その発生した日とする。）

現在において当該世帯に属する被保険者

(2) 前号に規定する総所得金額及び山林所

得金額並びに他の所得と区分して計算さ

れる所得の金額の合算額が、地方税法第３

１４条の２第２項第１号に定める金額（世

帯主等のうち給与所得者等の数が２以上

の場合にあっては、同号に定める金額に当

該給与所得者等の数から１を減じた数に

１０万円を乗じて得た金額を加えた金額）

に、２９万円に当該年度の保険料賦課期日

（賦課期日後に保険料の納付義務が発生

した場合には、その発生した日とする。）

現在において当該世帯に属する被保険者
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の数と特定同一世帯所属者の数の合計数

を乗じて得た額を加算した金額を超えな

い世帯に係る保険料の納付義務者であっ

て前号に該当する者以外のもの 

の数と特定同一世帯所属者の数の合計数

を乗じて得た額を加算した金額を超えな

い世帯に係る保険料の納付義務者であっ

て前号に該当する者以外のもの 

イに掲げる額に当該世帯に属する被保

険者のうち当該年度分の基礎賦課額の被

保険者均等割額の算定の対象とされるも

のの数を乗じて得た額とロに掲げる額と

を合算した額 

イに掲げる額に当該世帯に属する被保

険者のうち当該年度分の基礎賦課額の被

保険者均等割額の算定の対象とされるも

のの数を乗じて得た額とロに掲げる額と

を合算した額 

イ・ロ （略） イ・ロ （略） 

(3) 第１号に規定する総所得金額及び山林

所得金額並びに他の所得と区分して計算

される所得の金額の合計額が、地方税法第

３１４条の２第２項第１号に定める金額

（世帯主等のうち給与所得者等の数が２

以上の場合にあっては、同号に定める金額

に当該給与所得者等の数から１を減じた

数に１０万円を乗じて得た金額を加えた

金額）に、５４万５千円に当該年度の保険

料賦課期日（賦課期日後に保険料の納付義

務が発生した場合には、その発生した日と

する。）現在において当該世帯の属する被

保険者の数と特定同一世帯所属者の数の

合計数を乗じて得た額を加算した金額を

超えない世帯に係る保険料の納付義務者

であって前各号に該当する者以外のもの 

(3) 第１号に規定する総所得金額及び山林

所得金額並びに他の所得と区分して計算

される所得の金額の合計額が、地方税法第

３１４条の２第２項第１号に定める金額

（世帯主等のうち給与所得者等の数が２

以上の場合にあっては、同号に定める金額

に当該給与所得者等の数から１を減じた

数に１０万円を乗じて得た金額を加えた

金額）に、５３万５千円に当該年度の保険

料賦課期日（賦課期日後に保険料の納付義

務が発生した場合には、その発生した日と

する。）現在において当該世帯の属する被

保険者の数と特定同一世帯所属者の数の

合計数を乗じて得た額を加算した金額を

超えない世帯に係る保険料の納付義務者

であって前各号に該当する者以外のもの 

イに掲げる額に当該世帯に属する被保

険者のうち当該年度分の基礎賦課額の被

保険者均等割額の算定の対象とされるも

のの数を乗じて得た額とロに掲げる額と

を合算した額 

イに掲げる額に当該世帯に属する被保

険者のうち当該年度分の基礎賦課額の被

保険者均等割額の算定の対象とされるも

のの数を乗じて得た額とロに掲げる額と

を合算した額 

イ・ロ （略） イ・ロ （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 前２項の規定は、後期高齢者支援金等賦課

額の減額について準用する。この場合におい

３ 前２項の規定は、後期高齢者支援金等賦課

額の減額について準用する。この場合におい
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て、第１項中「基礎賦課額」とあるのは「後

期高齢者支援金等賦課額」と、「第１２条」

とあるのは「第２０条の３」と、「６５万円」

とあるのは「２４万円」と、前項中「第１５

条」とあるのは「第２０条の６」と読み替え

るものとする。 

て、第１項中「基礎賦課額」とあるのは「後

期高齢者支援金等賦課額」と、「第１２条又

は第１６条」とあるのは「第２０条の３又は

第２０条の７」と、「６５万円」とあるのは

「２２万円」と、前項中「第１５条」とある

のは「第２０条の６」と読み替えるものとす

る。 

４ 第１項及び第２項の規定は、介護納付金賦

課額の減額について準用する。この場合にお

いて、第１項中「基礎賦課額」とあるのは「介

護納付金賦課額」と、「第１２条」とあるの

は「第２２条」と、「６５万円」とあるのは

「１７万円」と、前項中「第１５条」とある

のは「第２５条」と読み替えるものとする。

４ 第１項及び第２項の規定は、介護納付金賦

課額の減額について準用する。この場合にお

いて、第１項中「基礎賦課額」とあるのは「介

護納付金賦課額」と、「第１２条又は第１６

条」とあるのは「第２２条」と、「６５万円」

とあるのは「１７万円」と、前項中「第１５

条」とあるのは「第２５条」と読み替えるも

のとする。 

（未就学児の被保険者均等割額の軽減） （未就学児の被保険者均等割額の軽減） 

第３２条の３ 当該年度において、その世帯に

６歳に達する日以後の最初の３月３１日以

前である被保険者（以下「未就学児」という。）

がある場合における当該被保険者に係る当

該年度分の基礎賦課額の被保険者均等割額

は、第１５条の基礎賦課額の被保険者均等割

の保険料率から、当該保険料率に、それぞれ、

１０分の５を乗じて得た額（同条第２項の規

定により端数の切上げを行った後の額とす

る。）を控除して得た額とする（第４項に掲

げる場合を除く）。 

第３２条の３ 当該年度において、その世帯に

６歳に達する日以後の最初の３月３１日以

前である被保険者（以下「未就学児」という。）

がある場合における当該被保険者に係る当

該年度分の基礎賦課額の被保険者均等割額

は、第１５条又は第１９条の基礎賦課額の被

保険者均等割の保険料率から、当該保険料率

に、それぞれ、１０分の５を乗じて得た額（第

１５条第２項の規定により端数の切上げを

行った後の額とする。）を控除して得た額と

する（第４項に掲げる場合を除く）。 

２ （略） ２ （略） 

３ 前２項の規定は、後期高齢者支援金等賦課

額の減額について準用する。この場合におい

て、第１項中「基礎賦課額」とあるのは「後

期高齢者支援金等賦課額」と、「第１５条」

とあるのは「第２０条の６」と、「第１５条

第２項」とあるのは「第２０条の６第２項」

と、前項中「第１５条第３項」とあるのは「第

３ 前２項の規定は、後期高齢者支援金等賦課

額の減額について準用する。この場合におい

て、第１項中「基礎賦課額」とあるのは「後

期高齢者支援金等賦課額」と、「第１５条又

は第１９条」とあるのは「第２０条の６又は

第２０条の１０」と、「第１５条第２項」と

あるのは「第２０条の６第２項」と、前項中
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２０条の６第３項」と読み替えるものとす

る。 

「第１５条第３項」とあるのは「第２０条の

６第３項」と読み替えるものとする。 

４ 当該年度において、第３２条に規定する基

準に従い保険料を減額するものとした納付

義務者の世帯に未就学児がある場合におけ

る当該未就学児に係る当該年度の基礎賦課

額の被保険者均等割額は、第１号に掲げる額

から第２号に掲げる額を控除して得た額と

する。 

４ 当該年度において、第３２条に規定する基

準に従い保険料を減額するものとした納付

義務者の世帯に未就学児がある場合におけ

る当該未就学児に係る当該年度の基礎賦課

額の被保険者均等割額は、第１号に掲げる額

から第２号に掲げる額を控除して得た額と

する。 

(1) 第１５条の基礎賦課額の被保険者均等

割の保険料率から、当該保険料率に第３２

条第１項各号に規定する場合に応じてそ

れぞれ同項各号イに掲げる割合を乗じて

得た額（同条第２項において準用する第１

５条第２項の規定により端数の切上げを

行った後の額とする。）を控除して得た額

(1) 第１５条又は第１９条の基礎賦課額の

被保険者均等割の保険料率から、当該保険

料率に第３２条第１項各号に規定する場

合に応じてそれぞれ同項各号イに掲げる

割合を乗じて得た額（同条第２項において

準用する第１５条第２項の規定により端

数の切上げを行った後の額とする。）を控

除して得た額 

(2) （略） (2) （略） 

５ （略） ５ （略） 

６ 前２項の規定は、後期高齢者支援金等賦課

額の減額について準用する。この場合におい

て、第４項中「基礎賦課額」とあるのは「後

期高齢者支援金等賦課額」と、「第１５条」

とあるのは、「第２０条の６」と、「同条第

２項」とあるのは「同条第３項」と、「第１

５条第２項」とあるのは「第２０条の６第２

項」と、前項中「第１５条第３項」とあるの

は「第２０条の６第３項」と読み替えるもの

とする。 

６ 前２項の規定は、後期高齢者支援金等賦課

額の減額について準用する。この場合におい

て、第４項中「基礎賦課額」とあるのは「後

期高齢者支援金等賦課額」と、「第１５条又

は第１９条」とあるのは、「第２０条の６又

は第２０条の１０」と、「同条第２項」とあ

るのは「同条第３項」と、「第１５条第２項」

とあるのは「第２０条の６第２項」と、前項

中「第１５条第３項」とあるのは「第２０条

の６第３項」と読み替えるものとする。 

（出産被保険者の保険料の減額） （出産被保険者の保険料の減額） 

第３２条の４ 当該年度において、世帯に出産

被保険者（国民健康保険法施行令第２９条の

７第５項第８号に規定する出産被保険者を

いう。以下同じ。）がある場合における当該

世帯の納付義務者に対して課する保険料の

第３２条の４ 当該年度において、世帯に出産

被保険者（国民健康保険法施行令第２９条の

７第５項第８号に規定する出産被保険者を

いう。以下同じ。）がある場合における当該

世帯の納付義務者に対して課する保険料の
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賦課額のうち基礎賦課額は、第１２条の基礎

賦課額から、次の各号の合算額を減額して得

た額（当該減額して得た額が６５万円を超え

る場合には、６５万円）とする（第５項に掲

げる場合を除く。）。 

賦課額のうち基礎賦課額は、第１２条又は第

１６条の基礎賦課額から、次の各号の合算額

を減額して得た額（当該減額して得た額が６

５万円を超える場合には、６５万円）とする

（第５項に掲げる場合を除く。）。 

 (1)・(2) （略）  (1)・(2) （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 前２項の規定は、後期高齢者支援金等賦課

額の減額について準用する。この場合におい

て、第１項中「基礎賦課額」とあるのは「後

期高齢者支援金等賦課額」と、「第１２条」

とあるのは「第２０条の３」と、「６５万円」

とあるのは「２４万円」と、第２項中「第１

５条」とあるのは「第２０条の６」と読み替

えるものとする。 

３ 前２項の規定は、後期高齢者支援金等賦課

額の減額について準用する。この場合におい

て、第１項中「基礎賦課額」とあるのは「後

期高齢者支援金等賦課額」と、「第１２条又

は第１６条」とあるのは「第２０条の３又は

第２０条の７」と、「６５万円」とあるのは

「２２万円」と、第２項中「第１５条」とあ

るのは「第２０条の６」と読み替えるものと

する。 

４ 第１項及び第２項の規定は、介護納付金賦

課額の減額について準用する。この場合にお

いて、第１項中「規定する出産被保険者をい

う。以下同じ。」とあるのは「規定する出産

被保険者（介護納付金賦課被保険者である者

に限る。）をいう。以下この項において同じ。」

と、「基礎賦課額」とあるのは「介護納付金

賦課額」と、「第１２条」とあるのは「第２

２条」と、「６５万円」とあるのは「１７万

円」と、第２項中「第１５条」とあるのは「第

２５条」と読み替えるものとする。 

４ 第１項及び第２項の規定は、介護納付金賦

課額の減額について準用する。この場合にお

いて、第１項中「規定する出産被保険者をい

う。以下同じ。」とあるのは「規定する出産

被保険者（介護納付金賦課被保険者である者

に限る。）をいう。以下この項において同じ。」

と、「基礎賦課額」とあるのは「介護納付金

賦課額」と、「第１２条又は第１６条」とあ

るのは「第２２条」と、「６５万円」とある

のは「１７万円」と、第２項中「第１５条」

とあるのは「第２５条」と読み替えるものと

する。 

５ 当該年度において、第３２条に規定する基

準に従い保険料を減額するものとした納付

義務者の世帯に出産被保険者がある場合に

おける当該世帯の納付義務者に対して課す

る保険料の賦課額のうち基礎賦課額は、当該

減額後の第１２条の基礎賦課額から、次の各

号の合算額を減額して得た額（当該減額して

５ 当該年度において、第３２条に規定する基

準に従い保険料を減額するものとした納付

義務者の世帯に出産被保険者がある場合に

おける当該世帯の納付義務者に対して課す

る保険料の賦課額のうち基礎賦課額は、当該

減額後の第１２条又は第１６条の基礎賦課

額から、次の各号の合算額を減額して得た額
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得た額が６５万円を超える場合には、６５万

円）とする。 

（当該減額して得た額が６５万円を超える

場合には、６５万円）とする。 

 (1)・(2) （略）  (1)・(2) （略） 

６ （略） ６ （略） 

７ 前２項の規定は、後期高齢者支援金等賦課

額の減額について準用する。この場合におい

て、第５項中「基礎賦課額」とあるのは「後

期高齢者支援金等賦課額」と、「第１２条」

とあるのは「第２０条の３」と、「６５万円」

とあるのは「２４万円」と、第６項中「第１

５条」とあるのは「第２０条の６」と読み替

えるものとする。 

７ 前２項の規定は、後期高齢者支援金等賦課

額の減額について準用する。この場合におい

て、第５項中「基礎賦課額」とあるのは「後

期高齢者支援金等賦課額」と、「第１２条又

は第１６条」とあるのは「第２０条の３又は

第２０条の７」と、「６５万円」とあるのは

「２２万円」と、第６項中「第１５条」とあ

るのは「第２０条の６」と読み替えるものと

する。 

８ 第５項及び第６項の規定は、介護納付金賦

課額の減額について準用する。この場合にお

いて、第５項中「出産被保険者」とあるのは

「出産被保険者（介護納付金賦課被保険者で

ある者に限る。以下この項において同じ。）」

と、「基礎賦課額」とあるのは「介護納付金

賦課額」と、「第１２条」とあるのは「第２

２条」と、「６５万円」とあるのは「１７万

円」と、第６項中「第１５条」とあるのは「第

２５条」と読み替えるものとする。 

８ 第５項及び第６項の規定は、介護納付金賦

課額の減額について準用する。この場合にお

いて、第５項中「出産被保険者」とあるのは

「出産被保険者（介護納付金賦課被保険者で

ある者に限る。以下この項において同じ。）」

と、「基礎賦課額」とあるのは「介護納付金

賦課額」と、「第１２条又は第１６条」とあ

るのは「第２２条」と、「６５万円」とある

のは「１７万円」と、第６項中「第１５条」

とあるのは「第２５条」と読み替えるものと

する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の美濃加茂市国民健康保険条例の規定は、令和６年度以

後の年度分の保険料について適用し、令和５年度までの保険料については、なお

従前の例による。 
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議第５号 

   美濃加茂市介護保険条例の一部を改正する条例について 

 美濃加茂市介護保険条例の一部を改正する条例を下記のとおり制定する。 

  令和６年２月２１日提出 

美濃加茂市長  藤 井 浩 人   

記 

美濃加茂市介護保険条例の一部を改正する条例 

美濃加茂市介護保険条例（平成１２年美濃加茂市条例第１０号）の一部を次のよ

うに改正する。 

改正後 改正前 

（保険料率） （保険料率） 

第２条 令和６年度から令和８年度までの各

年度における保険料率は、次の各号に掲げる

第１号被保険者（介護保険法（平成９年法律

第１２３号。以下「法」という。）第９条第

１号に規定する第１号被保険者をいう。以下

同じ。）の区分に応じそれぞれ当該各号に定

める額とする。 

第２条 令和３年度から令和５年度までの各

年度における保険料率は、次の各号に掲げる

第１号被保険者（介護保険法（平成９年法律

第１２３号。以下「法」という。）第９条第

１号に規定する第１号被保険者をいう。以下

同じ。）の区分に応じそれぞれ当該各号に定

める額とする。 

(1) 介護保険法施行令（平成１０年政令第４

１２号。以下「令」という。）第３９条第

１項第１号に掲げる者 ３０，５７０円 

(1) 介護保険法施行令（平成１０年政令第４

１２号。以下「令」という。）第３９条第

１項第１号に掲げる者 ３３，６００円 

(2) 令第３９条第１項第２号に掲げる者 

４６，０３０円 

(2) 令第３９条第１項第２号に掲げる者 

４２，６７０円 

(3) 令第３９条第１項第３号に掲げる者 

４６，３６０円 

(3) 令第３９条第１項第３号に掲げる者 

４９，３９０円 

(4)・(5) （略） (4)・(5) （略） 

(6) 次のいずれかに該当する者 ７３，９

２０円 

(6) 次のいずれかに該当する者 ７３，９

２０円 

ア 地方税法（昭和２５年法律第２２６ ア 地方税法（昭和２５年法律第２２６

- 50 -



号）第２９２条第１項第１３号に規定する

合計所得金額（租税特別措置法（昭和３２

年法律第２６号）第３３条の４第１項若し

くは第２項、第３４条第１項、第３４条の

２第１項、第３４条の３第１項、第３５条

第１項、第３５条の２第１項、第３５条の

３第１項又は第３６条の規定の適用があ

る場合には、当該合計所得金額から令第２

２条の２第２項に規定する特別控除額を

控除して得た額とする。以下「合計所得金

額」という。）が１２０万円未満である者

であり、かつ、前各号のいずれにも該当し

ないもの 

号）第２９２条第１項第１３号に規定する

合計所得金額（租税特別措置法（昭和３２

年法律第２６号）第３３条の４第１項若し

くは第２項、第３４条第１項、第３４条の

２第１項、第３４条の３第１項、第３５条

第１項、第３５条の２第１項又は第３６条

の規定の適用がある場合には、当該合計所

得金額から令第３８条第４項に規定する

特別控除額を控除して得た額とする。以下

「合計所得金額」という。）が１２０万円

未満である者であり、かつ、前各号のいず

れにも該当しないもの 

イ （略） イ （略） 

(7)・(8) （略） (7)・(8) （略） 

(9) 次のいずれかに該当する者 １０７，５

２０円 

(9) 次のいずれかに該当する者 １０７，５

２０円 

ア 合計所得金額が４２０万円未満であ

る者であり、かつ、前各号のいずれにも

該当しないもの 

ア 合計所得金額が４００万円未満であ

る者であり、かつ、前各号のいずれにも

該当しないもの 

イ （略） イ （略） 

(10) 次のいずれかに該当する者 １２７，

６８０円 

(10) 次のいずれかに該当する者 １１７，

６００円 

ア 合計所得金額が５２０万円未満であ

る者であり、かつ、前各号のいずれにも

該当しないもの 

ア 合計所得金額が５００万円未満であ

る者であり、かつ、前各号のいずれにも

該当しないもの 

イ （略） イ （略） 

(11) 次のいずれかに該当する者 １４１，

１２０円 

(11) 次のいずれかに該当する者 １２７，

６８０円 

ア 合計所得金額が６２０万円未満であ

る者であり、かつ、前各号のいずれにも

該当しないもの 

ア 合計所得金額が６００万円未満であ

る者であり、かつ、前各号のいずれにも

該当しないもの 

イ （略） イ （略） 

(12) 次のいずれかに該当する者 １５４， (12) 次のいずれかに該当する者 １３４，
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５６０円 ４００円 

ア 合計所得金額が７２０万円未満であ

る者であり、かつ、前各号のいずれにも

該当しないもの 

ア 合計所得金額が７００万円未満であ

る者であり、かつ、前各号のいずれにも

該当しないもの 

イ （略） イ （略） 

(13) 次のいずれかに該当する者 １６１，

２８０円 

(13) 次のいずれかに該当する者 １４１，

１２０円 

ア・イ （略） ア・イ （略） 

(14) 次のいずれかに該当する者 １６８，

０００円 

(14) 次のいずれかに該当する者 １５４，

５６０円 

ア・イ （略） ア・イ （略） 

(15) 次のいずれかに該当する者 １７４，

７２０円 

(15) 次のいずれかに該当する者 １６８，

０００円 

ア・イ （略） ア・イ （略） 

(16) （略） (16) （略） 

２ 前項第１号に掲げる第１号被保険者につ

いての保険料の減額賦課に係る令和６年度

から令和８年度までにおける保険料率は、同

号の規定にかかわらず、１９，１５０円とす

る。 

２ 前項第１号に掲げる第１号被保険者につ

いての保険料の減額賦課に係る令和３年度

から令和５年度までにおける保険料率は、同

号の規定にかかわらず、２０，１６０円とす

る。 

３ 前項の規定は、第１項第２号に掲げる第１

号被保険者についての保険料の減額賦課に

係る令和６年度から令和８年度までにおけ

る保険料率について準用する。この場合にお

いて、前項中「１９，１５０円」とあるのは、

「３２，５９０円」と読み替えるものとする。

３ 前項の規定は、第１項第２号に掲げる第１

号被保険者についての保険料の減額賦課に

係る令和３年度から令和５年度までにおけ

る保険料率について準用する。この場合にお

いて、前項中「２０，１６０円」とあるのは、

「３３，６００円」と読み替えるものとする。

４ 第２項の規定は、第１項第３号に掲げる第

１号被保険者についての保険料の減額賦課

に係る令和６年度から令和８年度までにお

ける保険料率について準用する。この場合に

おいて、第２項中「１９，１５０円」とある

のは、「４６，０３０円」と読み替えるもの

とする。 

４ 第２項の規定は、第１項第３号に掲げる第

１号被保険者についての保険料の減額賦課

に係る令和３年度から令和５年度までにお

ける保険料率について準用する。この場合に

おいて、第２項中「２０，１６０円」とある

のは、「４７，０４０円」と読み替えるもの

とする。 

附 則 
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 （施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の美濃加茂市介護保険条例の規定は、令和６年度以後の

保険料から適用し、令和５年度までの保険料については、なお従前の例による。 
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議第６号 

美濃加茂市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関

する基準を定める条例の一部を改正する条例について 

美濃加茂市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を

定める条例の一部を改正する条例を下記のとおり制定する。 

  令和６年２月２１日提出 

美濃加茂市長  藤 井 浩 人   

記 

美濃加茂市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基

準を定める条例の一部を改正する条例  

美濃加茂市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を

定める条例（平成２４年美濃加茂市条例第２９号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

（定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者

の員数） 

（定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者

の員数） 

第６条 （略） 第６条 （略） 

２～４ （略） ２～４ （略） 

５ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事

業所の同一敷地内に次に掲げるいずれかの

施設等がある場合において、当該施設等の入

所者等の処遇に支障がない場合は、前項本文

の規定にかかわらず、当該施設等の職員をオ

ペレーターとして充てることができる。 

５ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事

業所の同一敷地内に次に掲げるいずれかの

施設等がある場合において、当該施設等の入

所者等の処遇に支障がない場合は、前項本文

の規定にかかわらず、当該施設等の職員をオ

ペレーターとして充てることができる。 

(1)～(10) （略） (1)～(10) （略） 

 (11) 健康保険法等の一部を改正する法律

（平成１８年法律第８３号）附則第１３０

条の２第１項の規定によりなおその効力

を有するものとされた同法第２６条の規

定による改正前の介護保険法（以下「平成
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１８年旧介護保険法」という。）第４８条第

１項第３号に規定する指定介護療養型医

療施設（以下「指定介護療養型医療施設」

という。） 

(11) （略） (12) （略） 

６ 随時訪問サービスを行う訪問介護員等は、

専ら当該随時訪問サービスの提供に当たる

者でなければならない。ただし、利用者の処

遇に支障がない場合は、当該指定定期巡回・

随時対応型訪問介護看護事業所の定期巡回

サービス又は同一施設内にある指定訪問介

護事業所若しくは指定夜間対応型訪問介護

事業所の職務に従事することができる。 

６ 随時訪問サービスを行う訪問介護員等は、

専ら当該随時訪問サービスの提供に当たる

者でなければならない。ただし、利用者の処

遇に支障がない場合は、当該定期巡回・随時

対応型訪問介護看護事業所の定期巡回サー

ビス又は同一施設内にある指定訪問介護事

業所若しくは指定夜間対応型訪問介護事業

所の職務に従事することができる。 

７～１２ （略） ７～１２ （略） 

（管理者） （管理者） 

第７条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看

護事業者は、指定定期巡回・随時対応型訪問

介護看護事業所ごとに専らその職務に従事

する常勤の管理者を置かなければならない。

ただし、指定定期巡回・随時対応型訪問介護

看護事業所の管理上支障がない場合は、当該

指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業

所の他の職務に従事し、又は他の事業所、施

設等の職務に従事することができるものと

する。 

第７条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看

護事業者は、指定定期巡回・随時対応型訪問

介護看護事業所ごとに専らその職務に従事

する常勤の管理者を置かなければならない。

ただし、当該管理者は、指定定期巡回・随時

対応型訪問介護看護事業所の管理上支障が

ない場合は、当該指定定期巡回・随時対応型

訪問介護看護事業所の他の職務に従事し、又

は同一敷地内にある他の事業所、施設等の職

務に従事することができるものとする。 

（指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の

具体的取扱方針） 

（指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の

具体的取扱方針） 

第２４条 定期巡回・随時対応型訪問介護看護

従業者の行う指定定期巡回・随時対応型訪問

介護看護の方針は、次に掲げるところによる

ものとする。 

第２４条 定期巡回・随時対応型訪問介護看護

従業者の行う指定定期巡回・随時対応型訪問

介護看護の方針は、次に掲げるところによる

ものとする。 

(1)～(7) （略） (1)～(7) （略） 

(8) 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護

の提供に当たっては、当該利用者又は他の
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利用者等の生命又は身体を保護するため

緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束

その他利用者の行動を制限する行為（以下

「身体的拘束等」という。）を行ってはなら

ない。 

(9) 前号の身体的拘束等を行う場合には、そ

の態様及び時間、その際の利用者の心身の

状況並びに緊急やむを得ない理由を記録

しなければならない。 

(10)・(11) （略） (8)・(9) （略） 

（掲示） （掲示） 

第３４条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護

看護事業者は、指定定期巡回・随時対応型訪

問介護看護事業所の見やすい場所に、運営規

程の概要、定期巡回・随時対応型訪問介護看

護従業者の勤務の体制その他の利用申込者

のサービスの選択に資すると認められる重

要事項（以下この条において単に「重要事項」

という。）を掲示しなければならない。 

第３４条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護

看護事業者は、指定定期巡回・随時対応型訪

問介護看護事業所の見やすい場所に、運営規

程の概要、定期巡回・随時対応型訪問介護看

護従業者の勤務の体制その他の利用申込者

のサービスの選択に資すると認められる重

要事項を掲示しなければならない。 

２ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事

業者は、重要事項を記載した書面を当該指定

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所に

備え付け、かつ、これをいつでも関係者に自

由に閲覧させることにより、前項の規定によ

る掲示に代えることができる。 

２ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事

業者は、前項に規定する事項を記載した書面

を当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看

護事業所に備え付け、かつ、これをいつでも

関係者に自由に閲覧させることにより、同項

の規定による掲示に代えることができる。 

３ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事

業者は、原則として、重要事項をウェブサイ

トに掲載しなければならない。 

（記録の整備） （記録の整備） 

第４２条 （略） 第４２条 （略） 

２ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事

業者は、利用者に対する指定定期巡回・随時

対応型訪問介護看護の提供に関する次の各

号に掲げる記録を整備し、その完結の日から

５年間保存しなければならない。 

２ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事

業者は、利用者に対する指定定期巡回・随時

対応型訪問介護看護の提供に関する次に掲

げる記録を整備し、当該指定定期巡回・随時

対応型訪問介護看護を提供した日から５年
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間保存しなければならない。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 第２０条第２項の規定による提供した

具体的なサービスの内容等の記録 

(2) 第２０条第２項に規定する提供した具

体的なサービスの内容等の記録 

(3)・(4) （略） (3)・(4) （略） 

(5) 第２４条第９号の規定による身体的拘

束等の態様及び時間、その際の利用者の心

身の状況並びに緊急やむを得ない理由の

記録 

(6) 第２８条の規定による市への通知に係

る記録 

(5) 第２８条に規定する市への通知に係る

記録 

(7) 第３８条第２項の規定による苦情の内

容等の記録 

(6) 第３８条第２項に規定する苦情の内容

等の記録 

(8) 第４０条第２項の規定による事故の状

況及び事故に際して採った処置について

の記録 

(7) 第４０条第２項に規定する事故の状況

及び事故に際して採った処置についての

記録 

（訪問介護員等の員数） （訪問介護員等の員数） 

第４７条 （略） 第４７条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ オペレーターは専らその職務に従事する

者でなければならない。ただし、利用者の処

遇に支障がない場合は、当該指定夜間対応型

訪問介護事業所の定期巡回サービス、同一敷

地内の指定訪問介護事業所若しくは指定定

期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の職

務又は利用者以外の者からの通報を受け付

ける業務に従事することができる。 

３ オペレーターは専らその職務に従事する

者でなければならない。ただし、利用者の処

遇に支障がない場合は、当該夜間対応型訪問

介護事業所の定期巡回サービス、同一敷地内

の指定訪問介護事業所若しくは指定定期巡

回・随時対応型訪問介護看護事業所の職務又

は利用者以外の者からの通報を受け付ける

業務に従事することができる。 

４ 指定夜間対応型訪問介護事業所の同一敷

地内に次に掲げるいずれかの施設等がある

場合において、当該施設等の入所者等の処遇

に支障がない場合は、前項本文の規定にかか

わらず、当該施設等の職員をオペレーターと

して充てることができる。 

４ 指定夜間対応型訪問介護事業所の同一敷

地内に次に掲げるいずれかの施設等がある

場合において、当該施設等の入所者等の処遇

に支障がない場合は、前項本文の規定にかか

わらず、当該施設等の職員をオペレーターと

して充てることができる。 

(1)～(10) （略） (1)～(10) （略） 

- 57 -



 (11) 指定介護療養型医療施設 

(11) （略） (12) （略） 

５ 随時訪問サービスを行う訪問介護員等は、

専ら当該随時訪問サービスの提供に当たる

者でなければならない。ただし、利用者の処

遇に支障がない場合は、当該指定夜間対応型

訪問介護事業所の定期巡回サービス又は同

一敷地内にある指定訪問介護事業所若しく

は指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事

業所の職務に従事することができる。 

５ 随時訪問サービスを行う訪問介護員等は、

専ら当該随時訪問サービスの提供に当たる

者でなければならない。ただし、利用者の処

遇に支障がない場合は、当該夜間対応型訪問

介護事業所の定期巡回サービス又は同一敷

地内にある指定訪問介護事業所若しくは指

定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所

の職務に従事することができる。 

６ 当該指定夜間対応型訪問介護事業所の利

用者に対するオペレーションセンターサー

ビスの提供に支障がない場合は、第３項本文

及び前項本文の規定にかかわらず、オペレー

ターは、随時訪問サービスに従事することが

できる。 

６ 当該夜間対応型訪問介護事業所の利用者

に対するオペレーションセンターサービス

の提供に支障がない場合は、第３項本文及び

前項本文の規定にかかわらず、オペレーター

は、随時訪問サービスに従事することができ

る。 

７ （略） ７ （略） 

（管理者） （管理者） 

第４８条 指定夜間対応型訪問介護事業者は、

指定夜間対応型訪問介護事業所ごとに専ら

その職務に従事する常勤の管理者を置かな

ければならない。ただし、指定夜間対応型訪

問介護事業所の管理上支障がない場合は、当

該指定夜間対応型訪問介護事業所の他の職

務又は他の事業所、施設等（当該指定夜間対

応型訪問介護事業者が、指定定期巡回・随時

対応型訪問介護看護事業者の指定を併せて

受け、かつ、当該他の事業所、施設等と一体

的に運営している場合に限る。）の職務に従

事することができるものとし、日中のオペレ

ーションセンターサービスを実施する場合

であって、指定訪問介護事業者（指定居宅サ

ービス等基準第５条第１項に規定する指定

訪問介護事業者をいう。)の指定を併せて受

けて、一体的に運営するときは、指定訪問介

第４８条 指定夜間対応型訪問介護事業者は、

指定夜間対応型訪問介護事業所ごとに専ら

その職務に従事する常勤の管理者を置かな

ければならない。ただし、当該管理者は、指

定夜間対応型訪問介護事業所の管理上支障

がない場合は、当該指定夜間対応型訪問介護

事業所の他の職務又は同一敷地内の他の事

業所、施設等（当該指定夜間対応型訪問介護

事業者が、指定定期巡回・随時対応型訪問介

護看護事業者の指定を併せて受け、かつ、当

該同一敷地内の他の事業所、施設等と一体的

に運営している場合に限る。）の職務に従事

することができるものとし、日中のオペレー

ションセンターサービスを実施する場合で

あって、指定訪問介護事業者（指定居宅サー

ビス等基準第５条第１項に規定する指定訪

問介護事業者をいう。）の指定を併せて受け
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護事業所の職務に従事することができるも

のとする。 

て、一体的に運営するときは、指定訪問介護

事業所の職務に従事することができるもの

とする。 

（指定夜間対応型訪問介護の具体的取扱方

針） 

（指定夜間対応型訪問介護の具体的取扱方

針） 

第５１条 夜間対応型訪問介護従業者の行う

指定夜間対応型訪問介護の方針は、次に掲げ

るところによるものとする。 

第５１条 夜間対応型訪問介護従業者の行う

指定夜間対応型訪問介護の方針は、次に掲げ

るところによるものとする。 

(1)～(4) (略) (1)～(4) (略) 

(5) 指定夜間対応型訪問介護の提供に当た

っては、当該利用者又は他の利用者等の生

命又は身体を保護するため緊急やむを得

ない場合を除き、身体的拘束等を行っては

ならない。 

(6) 前号の身体的拘束等を行う場合には、そ

の態様及び時間、その際の利用者の心身の

状況並びに緊急やむを得ない理由を記録

しなければならない。 

(7)～(9) (略) (5)～(7) (略) 

 （記録の整備）  （記録の整備） 

第５８条 （略） 第５８条 （略） 

２ 指定夜間対応型訪問介護事業者は、利用者

に対する指定夜間対応型訪問介護の提供に

関する次の各号に掲げる記録を整備し、その

完結の日から５年間保存しなければならな

い。 

２ 指定夜間対応型訪問介護事業者は、利用者

に対する指定夜間対応型訪問介護の提供に

関する次に掲げる記録を整備し、当該指定夜

間対応型訪問介護を提供した日から５年間

保存しなければならない。 

(1) （略）  (1) （略） 

(2) 次条において準用する第２０条第２項

の規定による提供した具体的なサービス

の内容等の記録 

(2) 次条において準用する第２０条第２項

に規定する提供した具体的なサービスの

内容等の記録 

(3) 第５１条第６号の規定による身体的拘

束等の態様及び時間、その際の利用者の心

身の状況並びに緊急やむを得ない理由の

記録 

(4) 次条において準用する第２８条の規定 (3) 次条において準用する第２８条に規定

- 59 -



による市への通知に係る記録 する市への通知に係る記録 

(5) 次条において準用する第３８条第２項

の規定による苦情の内容等の記録 

(4) 次条において準用する第３８条第２項

に規定する苦情の内容等の記録 

(6) 次条において準用する第４０条第２項

の規定による事故の状況及び事故に際し

て採った処置についての記録 

(5) 次条において準用する第４０条第２項

に規定する事故の状況及び事故に際して

採った処置についての記録 

 （管理者）  （管理者） 

第５９条の４ 指定地域密着型通所介護事業

者は、指定地域密着型通所介護事業所ごとに

専らその職務に従事する常勤の管理者を置

かなければならない。ただし、指定地域密着

型通所介護事業所の管理上支障がない場合

は、当該指定地域密着型通所介護事業所の他

の職務に従事し、又は他の事業所、施設等の

職務に従事することができるものとする。 

第５９条の４ 指定地域密着型通所介護事業

者は、指定地域密着型通所介護事業所ごとに

専らその職務に従事する常勤の管理者を置

かなければならない。ただし、指定地域密着

型通所介護事業所の管理上支障がない場合

は、当該指定地域密着型通所介護事業所の他

の職務に従事し、又は同一敷地内にある他の

事業所、施設等の職務に従事することができ

るものとする。 

（指定地域密着型通所介護の具体的取扱方

針） 

（指定地域密着型通所介護の具体的取扱方

針） 

第５９条の９ 指定地域密着型通所介護の方

針は、次に掲げるところによるものとする。

第５９条の９ 指定地域密着型通所介護の方

針は、次に掲げるところによるものとする。

(1)～(4) （略） (1)～(4) （略） 

(5) 指定地域密着型通所介護の提供に当た

っては、当該利用者又は他の利用者等の生

命又は身体を保護するため緊急やむを得

ない場合を除き、身体的拘束等を行っては

ならない。  

(6) 前号の身体的拘束等を行う場合には、そ

の態様及び時間、その際の利用者の心身の

状況並びに緊急やむを得ない理由を記録

しなければならない。 

(7)・(8) （略） (5)・(6) （略） 

（記録の整備） （記録の整備） 

第５９条の１９ （略） 第５９条の１９ （略） 

２ 指定地域密着型通所介護事業者は、利用者 ２ 指定地域密着型通所介護事業者は、利用者
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に対する指定地域密着型通所介護の提供に

関する次の各号に掲げる記録を整備し、その

完結の日から５年間保存しなければならな

い。 

に対する指定地域密着型通所介護の提供に

関する次の各号に掲げる記録を整備し、その

完結の日から５年間保存しなければならな

い。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 次条において準用する第２０条第２項

の規定による提供した具体的なサービス

の内容等の記録 

(2) 次条において準用する第２０条第２項

に規定する提供した具体的なサービスの

内容等の記録 

(3) 第５９条の９第６号の規定による身体

的拘束等の態様及び時間、その際の利用者

の心身の状況並びに緊急やむを得ない理

由の記録 

(4) 次条において準用する第２８条の規定

による市への通知に係る記録 

(3) 次条において準用する第２８条に規定

する市への通知に係る記録 

(5) 次条において準用する第３８条第２項

の規定による苦情の内容等の記録 

(4) 次条において準用する第３８条第２項

に規定する苦情の内容等の記録 

(6) 前条第２項の規定による事故の状況及

び事故に際して採った処置についての記

録 

(5) 前条第２項に規定する事故の状況及び

事故に際して採った処置についての記録 

(7) （略） (6) （略） 

（管理者） （管理者） 

第５９条の２４ 指定療養通所介護事業者は、

指定療養通所介護事業所ごとに専らその職

務に従事する常勤の管理者を置かなければ

ならない。ただし、指定療養通所介護事業所

の管理上支障がない場合は、当該指定療養通

所介護事業所の他の職務に従事し、又は他の

事業所、施設等の職務に従事することができ

るものとする。 

第５９条の２４ 指定療養通所介護事業者は、

指定療養通所介護事業所ごとに専らその職

務に従事する常勤の管理者を置かなければ

ならない。ただし、指定療養通所介護事業所

の管理上支障がない場合は、当該指定療養通

所介護事業所の他の職務に従事し、又は同一

敷地内にある他の事業所、施設等の職務に従

事することができるものとする。 

２・３ （略） ２・３ （略） 

（指定療養通所介護の具体的取扱方針） （指定療養通所介護の具体的取扱方針） 

第５９条の３０ 指定認知症対応型通所介護

の方針は、次に掲げるところによるものとす

る。 

第５９条の３０ 指定認知症対応型通所介護

の方針は、次に掲げるところによるものとす

る。 
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(1)・(2) （略） (1)・(2) （略） 

(3) 指定療養通所介護の提供に当たっては、

当該利用者又は他の利用者等の生命又は

身体を保護するため緊急やむを得ない場

合を除き、身体的拘束等を行ってはならな

い。  

(4) 前号の身体的拘束等を行う場合には、そ

の態様及び時間、その際の利用者の心身の

状況並びに緊急やむを得ない理由を記録

しなければならない。 

(5)～(7) （略） (3)～(5) （略） 

（記録の整備） （記録の整備） 

第５９条の３７ （略） 第５９条の３７ （略） 

２ 指定療養通所介護事業者は、利用者に対す

る指定療養通所介護の提供に関する次の各

号に掲げる記録を整備し、その完結の日から

５年間保存しなければならない。 

２ 指定療養通所介護事業者は、利用者に対す

る指定療養通所介護の提供に関する次の各

号に掲げる記録を整備し、その完結の日から

５年間保存しなければならない。 

(1)・(2) （略） (1)・(2) （略） 

(3) 次条において準用する第２０条第２項

の規定による提供した具体的なサービス

の内容等の記録

(3) 次条において準用する第２０条第２項

に規定する提供した具体的なサービスの

内容等の記録 

(4) 第５９条の３０第４号の規定による身

体的拘束等の態様及び時間、その際の利用

者の心身の状況並びに緊急やむを得ない

理由の記録 

(5) 次条において準用する第２８条の規定

による市への通知に係る記録 

(4) 次条において準用する第２８条に規定

する市への通知に係る記録 

(6) 次条において準用する第３８条第２項

の規定による苦情の内容等の記録 

(5) 次条において準用する第３８条第２項

に規定する苦情の内容等の記録 

(7) 次条において準用する第５９条の１８

第２項の規定による事故の状況及び事故

に際して採った処置についての記録  

(6) 次条において準用する第５９条の１８

第２項に規定する事故の状況及び事故に

際して採った処置についての記録  

(8) （略） (7) （略） 

（管理者） （管理者） 

第６２条 単独型・併設型指定認知症対応型通 第６２条 単独型・併設型指定認知症対応型通
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所介護事業者は、単独型・併設型指定認知症

対応型通所介護事業所ごとに専らその職務

に従事する常勤の管理者を置かなければな

らない。ただし、単独型・併設型指定認知症

対応型通所介護事業所の管理上支障がない

場合は、当該単独型・併設型指定認知症対応

型通所介護事業所の他の職務に従事し、又は

他の事業所、施設等の職務に従事することが

できるものとする。 

所介護事業者は、単独型・併設型指定認知症

対応型通所介護事業所ごとに専らその職務

に従事する常勤の管理者を置かなければな

らない。ただし、当該管理者は、単独型・併

設型指定認知症対応型通所介護事業所の管

理上支障がない場合は、当該単独型・併設型

指定認知症対応型通所介護事業所の他の職

務に従事し、又は同一敷地内にある他の事業

所、施設等の職務に従事することができるも

のとする。 

２ （略） ２ （略） 

 （利用定員等）  （利用定員等） 

第６５条 （略） 第６５条 （略） 

２ 共用型指定認知症対応型通所介護事業者

は、指定居宅サービス（法第４１条第１項に

規定する指定居宅サービスをいう。以下同

じ。）、指定地域密着型サービス、指定居宅介

護支援（法第４６条第１項に規定する指定居

宅介護支援をいう。）、指定介護予防サービス

（法第５３条第１項に規定する指定介護予

防サービスをいう。以下同じ。）、指定地域密

着型介護予防サービス（法第５４条の２第１

項に規定する指定地域密着型介護予防サー

ビスをいう。以下同じ。）若しくは指定介護予

防支援（法第５８条第１項に規定する指定介

護予防支援をいう。）の事業又は介護保険施

設（法第８条第２５項に規定する介護保険施

設をいう。以下同じ。）若しくは健康保険法等

の一部を改正する法律（平成１８年法律第８

３号）第２６条の規定による改正前の法第４

８条第１項第３号に規定する指定介護療養

型医療施設の運営（第８２条第７項、第１１

０条第９項及び第１９１条第８項において

「指定居宅サービス事業等」という。）につい

て３年以上の経験を有する者でなければな

らない。 

２ 共用型指定認知症対応型通所介護事業者

は、指定居宅サービス（法第４１条第１項に

規定する指定居宅サービスをいう。以下同

じ。）、指定地域密着型サービス、指定居宅介

護支援（法第４６条第１項に規定する指定居

宅介護支援をいう。）、指定介護予防サービス

（法第５３条第１項に規定する指定介護予

防サービスをいう。以下同じ。）、指定地域密

着型介護予防サービス（法第５４条の２第１

項に規定する指定地域密着型介護予防サー

ビスをいう。以下同じ。）若しくは指定介護予

防支援（法第５８条第１項に規定する指定介

護予防支援をいう。）の事業又は介護保険施

設（法第８条第２５項に規定する介護保険施

設をいう。以下同じ。）若しくは指定介護療養

型医療施設の運営（第８２条第７項、第１１

０条第９項及び第１９１条第８項において

「指定居宅サービス事業等」という。）につい

て３年以上の経験を有する者でなければな

らない。 
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（管理者） （管理者） 

第６６条 共用型指定認知症対応型通所介護

事業者は、共用型指定認知症対応型通所介護

事業所ごとに専らその職務に従事する常勤

の管理者を置かなければならない。ただし、

共用型指定認知症対応型通所介護事業所の

管理上支障がない場合は、当該共用型指定認

知症対応型通所介護事業所の他の職務に従

事し、又は他の事業所、施設等の職務に従事

することができるものとする。なお、共用型

指定認知症対応型通所介護事業所の管理上

支障がない場合は、当該共用型指定認知症対

応型通所介護事業所の他の職務に従事し、か

つ、他の本体事業所等の職務に従事すること

としても差し支えない。 

第６６条 共用型指定認知症対応型通所介護

事業者は、共用型指定認知症対応型通所介護

事業所ごとに専らその職務に従事する常勤

の管理者を置かなければならない。ただし、

当該管理者は、共用型指定認知症対応型通所

介護事業所の管理上支障がない場合は、当該

共用型指定認知症対応型通所介護事業所の

他の職務に従事し、又は同一敷地内にある他

の事業所、施設等の職務に従事することがで

きるものとする。なお、共用型指定認知症対

応型通所介護事業所の管理上支障がない場

合は、当該共用型指定認知症対応型通所介護

事業所の他の職務に従事し、かつ、同一敷地

内にある他の本体事業所等の職務に従事す

ることとしても差し支えない。 

２ （略） ２ （略） 

（指定認知症対応型通所介護の具体的取扱

方針） 

（指定認知症対応型通所介護の具体的取扱

方針） 

第７０条 指定認知症対応型通所介護の方針

は、次に掲げるところによるものとする。 

第７０条 指定認知症対応型通所介護の方針

は、次に掲げるところによるものとする。 

(1)～(4) （略） (1)～(4) （略） 

(5) 指定認知症対応型通所介護の提供に当

たっては、当該利用者又は他の利用者等の

生命又は身体を保護するため緊急やむを

得ない場合を除き、身体的拘束等を行って

はならない。  

(6) 前号の身体的拘束等を行う場合には、そ

の態様及び時間、その際の利用者の心身の

状況並びに緊急やむを得ない理由を記録

しなければならない。 

(7)・(8) （略） (5)・(6) （略） 

（認知症対応型通所介護計画の作成） （認知症対応型通所介護計画の作成） 

第７１条 指定認知症対応型通所介護事業所 第７１条 指定認知症対応型通所介護事業所
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（単独型・併設型指定認知症対応型通所介護

事業所又は共用型指定認知症対応型通所介

護事業所をいう。以下同じ。）の管理者（第６

２条又は第６６条の管理者をいう。以下この

条において同じ。）は、利用者の心身の状況、

希望及びその置かれている環境を踏まえて、

機能訓練等の目標、当該目標を達成するため

の具体的なサービスの内容等を記載した認

知症対応型通所介護計画を作成しなければ

ならない。 

（単独型・併設型指定認知症対応型通所介護

事業所又は共用型指定認知症対応型通所介

護事業所をいう。以下同じ。）の管理者（第６

２条又は第６６条の管理者をいう。以下この

条及び次条において同じ。）は、利用者の心身

の状況、希望及びその置かれている環境を踏

まえて、機能訓練等の目標、当該目標を達成

するための具体的なサービスの内容等を記

載した認知症対応型通所介護計画を作成し

なければならない。 

２～５ （略） ２～５ （略） 

（記録の整備） （記録の整備） 

第７９条 （略） 第７９条 （略） 

２ 指定認知症対応型通所介護事業者は、利用

者に対する指定認知症対応型通所介護の提

供に関する次の各号に掲げる記録を整備し、

その完結の日から５年間保存しなければな

らない。 

２ 指定認知症対応型通所介護事業者は、利用

者に対する指定認知症対応型通所介護の提

供に関する次に掲げる記録を整備し、当該指

定認知症対応型通所介護を提供した日から

５年間保存しなければならない。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 次条において準用する第２０条第２項

の規定による提供した具体的なサービス

の内容等の記録 

(2) 次条において準用する第２０条第２項

に規定する提供した具体的なサービスの

内容等の記録 

(3) 第７０条第６号の規定による身体的拘

束等の態様及び時間、その際の利用者の心

身の状況並びに緊急やむを得ない理由の

記録 

(4) 次条において準用する第２８条の規定

による市への通知に係る記録 

(3) 次条において準用する第２８条に規定

する市への通知に係る記録 

(5) 次条において準用する第３８条第２項

の規定による苦情の内容等の記録 

(4) 次条において準用する第３８条第２項

に規定する苦情の内容等の記録 

(6) 次条において準用する第５９条の１８

第２項の規定による事故の状況及び事故

に際して採った処置についての記録 

(5) 次条において準用する第５９条の１８

第２項に規定する事故の状況及び事故に

際して採った処置についての記録 

(7) （略） (6) （略） 
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（従業者の員数等）  （従業者の員数等） 

第８２条 （略） 第８２条 （略） 

２～５ （略） ２～５ （略） 

６ 次の表の左欄に掲げる場合において、前各

項に定める人員に関する基準を満たす小規

模多機能型居宅介護従業者を置くほか、同表

の中欄に掲げる施設等の人員に関する基準

を満たす従業者を置いているときは、同表の

右欄に掲げる当該小規模多機能型居宅介護

従業者は、同表の中欄に掲げる施設等の職務

に従事することができる。 

当該指定小

規模多機能

型居宅介護

事業所に中

欄に掲げる

施設等のい

ずれかが併

設されてい

る場合 

指定認知症

対応型共同

生活介護事

業所、指定地

域密着型特

定施設、指定

地域密着型

介護老人福

祉施設、指定

介護老人福

祉施設、介護

老人保健施

設又は介護

医療院 

介護職員 

６ 次の表の左欄に掲げる場合において、前各

項に定める人員に関する基準を満たす小規

模多機能型居宅介護従業者を置くほか、同表

の中欄に掲げる施設等の人員に関する基準

を満たす従業者を置いているときは、同表の

右欄に掲げる当該小規模多機能型居宅介護

従業者は、同表の中欄に掲げる施設等の職務

に従事することができる。 

当該指定小

規模多機能

型居宅介護

事業所に中

欄に掲げる

施設等のい

ずれかが併

設されてい

る場合 

指定認知症

対応型共同

生活介護事

業所、指定地

域密着型特

定施設、指定

地域密着型

介護老人福

祉施設、指定

介護老人福

祉施設、介護

老人保健施

設、指定介護

療養型医療

施設（医療法

（昭和２３

年法律第２

０５号）第 7

条第２項第

４号に規定

する療養病

床を有する

診療所であ

るものに限

る。）又は介

介護職員 
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（略） 

護医療院 

（略） 

７～１３ （略） ７～１３ （略） 

（管理者） （管理者） 

第８３条 指定小規模多機能型居宅介護事業

者は、指定小規模多機能型居宅介護事業所ご

とに専らその職務に従事する常勤の管理者

を置かなければならない。ただし、指定小規

模多機能型居宅介護事業所の管理上支障が

ない場合は、当該指定小規模多機能型居宅介

護事業所の他の職務に従事し、又は他の事業

所、施設等の職務に従事することができるも

のとする。 

第８３条 指定小規模多機能型居宅介護事業

者は、指定小規模多機能型居宅介護事業所ご

とに専らその職務に従事する常勤の管理者

を置かなければならない。ただし、当該管理

者は、指定小規模多機能型居宅介護事業所の

管理上支障がない場合は、当該指定小規模多

機能型居宅介護事業所の他の職務に従事し、

又は当該指定小規模多機能型居宅介護事業

所に併設する前条第６項各号に掲げる施設

等の職務、同一敷地内の指定定期巡回・随時

対応型訪問介護看護事業所の職務（当該指定

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者

が、指定夜間対応型訪問介護事業者、指定訪

問介護事業者又は指定訪問看護事業者の指

定を併せて受け、一体的な運営を行っている

場合には、これらの事業に係る職務を含む。）

若しくは法第１１５条の４５第１項に規定

する介護予防・日常生活支援総合事業（同項

第１号２に規定する第１号介護予防介護予

防支援事業を除く。）に従事することができ

るものとする。 

２ （略） ２ （略） 

３ 前２項の管理者は、特別養護老人ホーム、

老人デイサービスセンター（老人福祉法第２

０条の２の２に規定する老人デイサービス

センターをいう。以下同じ。）、介護老人保健

施設、介護医療院、指定小規模多機能型居宅

介護事業所、指定認知症対応型共同生活介護

事業所、指定複合型サービス事業所（第１９

１条第１０項に規定する指定複合型サービ

ス事業所をいう。次条において同じ）等の従

３ 前２項の管理者は、特別養護老人ホーム、

老人デイサービスセンター（老人福祉法第２

０条の２の２に規定する老人デイサービス

センターをいう。以下同じ。）、介護老人保健

施設、介護医療院、指定小規模多機能型居宅

介護事業所、指定認知症対応型共同生活介護

事業所、指定複合型サービス事業所（第１９

１条第１０項に規定する指定複合型サービ

ス事業所をいう。次条において同じ。）等の従
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業者又は訪問介護員等（介護福祉士又は法第

８条第２項に規定する政令で定める者をい

う。次条、第１１１条第２項第１１１条第３

項、第１１２条、第１９２条第３項及び第１

９３条において同じ。）として３年以上認知

症である者の介護に従事した経験を有する

者であって、別に市長が定める研修を修了し

ているものでなければならない。 

業者又は訪問介護員等（介護福祉士又は法第

８条第２項に規定する政令で定める者をい

う。次条、第１１１条第２項第１１１条第３

項、第１１２条及び第１９３条において同

じ。）として３年以上認知症である者の介護

に従事した経験を有する者であって、別に市

長が定める研修を修了しているものでなけ

ればならない。 

（指定小規模多機能型居宅介護の具体的取

扱方針） 

（指定小規模多機能型居宅介護の具体的取

扱方針） 

第９２条 指定小規模多機能型居宅介護の方

針は、次に掲げるところによるものとする。

第９２条 指定小規模多機能型居宅介護の方

針は、次に掲げるところによるものとする。

(1)～(4) （略） (1)～(4) （略） 

(5) 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、

指定小規模多機能型居宅介護の提供に当

たっては、当該利用者又は他の利用者等の

生命又は身体を保護するため緊急やむを

得ない場合を除き、身体的拘束等を行って

はならない。 

(5) 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、

指定小規模多機能型居宅介護の提供に当

たっては、当該利用者又は他の利用者等の

生命又は身体を保護するため緊急やむを

得ない場合を除き、身体的拘束その他利用

者の行動を制限する行為（以下「身体的拘

束等」という。）を行ってはならない。 

(6) （略） (6) （略） 

(7) 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、

身体的拘束等の適正化を図るため、次に掲

げる措置を講じなければならない。 

ア 身体的拘束等の適正化のための対策

を検討する委員会（テレビ電話装置等を

活用して行うことができるものとす

る。）を３月に１回以上開催するととも

に、その結果について、介護職員その他

の従業者に周知徹底を図ること。 

イ 身体的拘束等の適正化のための指針

を整備すること。 

ウ 介護職員その他の従業者に対し、身体

的拘束等の適正化のための研修を定期

的に実施すること。 

(8)・(9) （略） (7)・（8） （略） 
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（居住機能を担う併設施設等への入居） （居住機能を担う併設施設等への入居） 

第１０６条 （略） 第１０６条 （略） 

（利用者の安全並びに介護サービスの質の

確保及び職員の負担軽減に資する方策を検

討するための委員会の設置） 

第１０６条の２ 指定小規模多機能型居宅介

護事業者は、当該指定小規模多機能型居宅介

護事業所における業務の効率化、介護サービ

スの質の向上その他の生産性の向上に資す

る取組の促進を図るため、当該指定小規模多

機能型居宅介護事業所における利用者の安

全並びに介護サービスの質の確保及び職員

の負担軽減に資する方策を検討するための

委員会（テレビ電話装置等を活用して行うこ

とができるものとする。）を定期的に開催し

なければならない。 

 （記録の整備）  （記録の整備） 

第１０７条 （略） 第１０７条 （略） 

２ 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、利

用者に対する指定小規模多機能型居宅介護

の提供に関する次の各号に掲げる記録を整

備し、その完結の日から５年間保存しなけれ

ばならない。 

２ 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、利

用者に対する指定小規模多機能型居宅介護

の提供に関する次に掲げる記録を整備し、当

該指定小規模多機能型居宅介護を提供した

日から５年間保存しなければならない。 

(1)・(2) （略） (1)・(2) （略） 

(3) 次条において準用する第２０条第２項

の規定による提供した具体的なサービス

の内容等の記録 

(3) 次条において準用する第２０条第２項

に規定する提供した具体的なサービスの

内容等の記録  

(4) 第９２条第６号の規定による身体的拘

束等の態様及び時間、その際の利用者の心

身の状況並びに緊急やむを得ない理由の

記録 

(4) 第９２条第６号に規定する身体的拘束

等の態様及び時間、その際の利用者の心身

の状況並びに緊急やむを得ない理由の記

録 

(5) 次条において準用する第２８条の規定

による市への通知に係る記録 

(5) 次条において準用する第２８条に規定

する市への通知に係る記録 

(6) 次条において準用する第３８条第２項 (6) 次条において準用する第３８条第２項
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の規定による苦情の内容等の記録 に規定する苦情の内容等の記録 

(7) 次条において準用する第４０条第２項

の規定による事故の状況及び事故に際し

て採った処置についての記録 

(7) 次条において準用する第４０条第２項

に規定する事故の状況及び事故に際して

採った処置についての記録 

(8) （略） (8) （略） 

（管理者）  （管理者） 

第１１１条 指定認知症対応型共同生活介護

事業者は、共同生活住居ごとに専らその職務

に従事する常勤の管理者を置かなければな

らない。ただし、共同生活住居の管理上支障

がない場合は、当該共同生活住居の他の職務

に従事し、又は他の事業所、施設等若しくは

併設する指定小規模多機能型居宅介護事業

所の職務に従事することができるものとす

る。 

第１１１条 指定認知症対応型共同生活介護

事業者は、共同生活住居ごとに専らその職務

に従事する常勤の管理者を置かなければな

らない。ただし、当該管理者は、共同生活住

居の管理上支障がない場合は、当該共同生活

住居の他の職務に従事し、又は同一敷地内に

ある他の事業所、施設等若しくは併設する指

定小規模多機能型居宅介護事業所若しくは

指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の

職務に従事することができるものとする。 

２・３ （略） ２・３ （略） 

（管理者による管理） （管理者による管理） 

第１２１条 共同生活住居の管理者は、同時に

介護保険施設、指定居宅サービス、指定地域

密着型サービス（サテライト型指定認知症対

応型共同生活介護事業所の場合は、本体事業

所が提供する指定認知症対応型共同生活介

護を除く。）、指定介護予防サービス若しくは

指定地域密着型介護予防サービスの事業を

行う事業所、病院、診療所又は社会福祉施設

を管理する者であってはならない。ただし、

当該共同生活住居の管理上支障がない場合

は、この限りでない。 

第１２１条 共同生活住居の管理者は、同時に

介護保険施設、指定居宅サービス、指定地域

密着型サービス（サテライト型指定認知症対

応型共同生活介護事業所の場合は、本体事業

所が提供する指定認知症対応型共同生活介

護を除く。）、指定介護予防サービス若しくは

指定地域密着型介護予防サービスの事業を

行う事業所、病院、診療所又は社会福祉施設

を管理する者であってはならない。ただし、

これらの事業所、施設等が同一敷地内にある

こと等により当該共同生活住居の管理上支

障がない場合は、この限りでない。 

（協力医療機関等） （協力医療機関等） 

第１２５条 （略） 第１２５条 （略） 

２ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、

前項の規定に基づき協力医療機関を定める

に当たっては、次に掲げる要件を満たす協力
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医療機関を定めるように努めなければなら

ない。 

(1) 利用者の病状が急変した場合等におい

て医師又は看護職員が相談対応を行う体

制を、常時確保していること。 

(2) 当該指定認知症対応型共同生活介護事

業者からの診療の求めがあった場合にお

いて診療を行う体制を、常時確保している

こと。 

３ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、

１年に１回以上、協力医療機関との間で、利

用者の病状が急変した場合等の対応を確認

するとともに、協力医療機関の名称等を、当

該指定認知症対応型共同生活介護事業者に

係る指定を行った市長に届け出なければな

らない。 

４ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、

感染症の予防及び感染症の患者に対する医

療に関する法律（平成１０年法律第１１４

号）第６条第１７項に規定する第二種協定指

定医療機関（以下「第二種協定指定医療機関」

という。）との間で、新興感染症（同条第７

項に規定する新型インフルエンザ等感染症、

同条第８項に規定する指定感染症又は同条

第９項に規定する新感染症をいう。以下同

じ。）の発生時等の対応を取り決めるように

努めなければならない。 

５ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、

協力医療機関が第二種協定指定医療機関で

ある場合においては、当該第二種協定指定医

療機関との間で、新興感染症の発生時等の対

応について協議を行わなければならない。 

６ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、

利用者が協力医療機関その他の医療機関に

入院した後に、当該利用者の病状が軽快し、

退院が可能となった場合においては、再び当
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該指定認知症対応型共同生活介護事業所に

速やかに入居させることができるように努

めなければならない。 

７・８ （略） ２・３ （略） 

（記録の整備）  （記録の整備） 

第１２７条 （略） 第１２７条 （略） 

２ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、

利用者に対する指定認知症対応型共同生活

介護の提供に関する次の各号に掲げる記録

を整備し、その完結の日から５年間保存しな

ければならない。 

２ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、

利用者に対する指定認知症対応型共同生活

介護の提供に関する次に掲げる記録を整備

し、当該指定認知症対応型共同生活介護を提

供した日から５年間保存しなければならな

い。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 第１１５条第２項の規定による提供し

た具体的なサービスの内容等の記録 

(2) 第１１５条第２項に規定する提供した

具体的なサービスの内容等の記録 

(3) 第１１７条第６項の規定による身体的

拘束等の態様及び時間、その際の利用者の

心身の状況並びに緊急やむを得ない理由

の記録 

(3) 第１１７条第６項に規定する身体的拘

束等の態様及び時間、その際の利用者の心

身の状況並びに緊急やむを得ない理由の

記録 

(4) 次条において準用する第２８条の規定

による市への通知に係る記録 

(4) 次条において準用する第２８条に規定

する市への通知に係る記録 

(5) 次条において準用する第３８条第２項

の規定による苦情の内容等の記録 

(5) 次条において準用する第３８条第２項

に規定する苦情の内容等の記録 

(6) 次条において準用する第４０条第２項

の規定による事故の状況及び事故に際し

て採った処置についての記録 

(6) 次条において準用する第４０条第２項

に規定する事故の状況及び事故に際して

採った処置についての記録 

(7) （略） (7) （略） 

（準用） （準用） 

第１２８条 第９条、第１０条、第１２条、第

１３条、第２２条、第２８条、第３２条の２、

第３４条から第３６条まで、第３８条、第４

０条から第４１条まで、第５９条の１１、第

５９条の１６、第５９条の１７第１項から第

４項まで、第９９条、第１０２条、第１０４

第１２８条 第９条、第１０条、第１２条、第

１３条、第２２条、第２８条、第３２条の２、

第３４条から第３６条まで、第３８条、第４

０条から第４１条まで、第５９条の１１、第

５９条の１６、第５９条の１７第１項から第

４項まで、第９９条、第１０２条及び第１０
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条及び第１０６条の２の規定は、指定認知症

対応型共同生活介護の事業について準用す

る。この場合において、第９条第１項中「第

３１条に規定する運営規程」とあるのは「第

１２２条に規定する重要事項に関する規程」

と、同項及び第３４条同項、第３２条の２第

２項、第３４条第１項並びに第４０条の２第

１号及び第３号中「定期巡回・随時対応型訪

問介護看護従業者」とあるのは「介護従業者」

と、第５９条の１１第２項中「この節」とあ

るのは「第６章第４節」と、第５９条の１６

第２項第１号及び第３号中「地域密着型通所

介護従業者」とあるのは「介護従業者」と、

第５９条の１７第１項中「地域密着型通所介

護について知見を有する者」とあるのは「認

知症対応型共同生活介護について知見を有

する者」と、「６月」とあるのは「２月」と、

第９９条中「小規模多機能型居宅介護従業

者」とあるのは「介護従業者」と、第１０２

条中「指定小規模多機能型居宅介護事業者」

とあるのは「指定認知症対応型共同生活介護

事業者」と読み替えるものとする。 

４条の規定は、指定認知症対応型共同生活介

護の事業について準用する。この場合におい

て、第９条第１項中「第３１条に規定する運

営規程」とあるのは「第１２２条に規定する

重要事項に関する規程」と、同項及び第３４

条同項、第３２条の２第２項、第３４条第１

項並びに第４０条の２第１号及び第３号中

「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業

者」とあるのは「介護従業者」と、第５９条

の１１第２項中「この節」とあるのは「第６

章第４節」と、第５９条の１６第２項第１号

及び第３号中「地域密着型通所介護従業者」

とあるのは「介護従業者」と、第５９条の１

７第１項中「地域密着型通所介護について知

見を有する者」とあるのは「認知症対応型共

同生活介護について知見を有する者」と、「６

月」とあるのは「２月」と、第９９条中「小

規模多機能型居宅介護従業者」とあるのは

「介護従業者」と、第１０２条中「指定小規

模多機能型居宅介護事業者」とあるのは「指

定認知症対応型共同生活介護事業者」と読み

替えるものとする。 

（従業者の員数等） （従業者の員数等） 

第１３０条 （略） 第１３０条 （略） 

２～６ （略） ２～６ （略） 

７ 第１項第１号、第３号及び第４号並びに前

項の規定にかかわらず、サテライト型特定施

設の生活相談員、機能訓練指導員又は計画作

成担当者については、次に掲げる本体施設の

場合には、次の各号に掲げる区分に応じ、当

該各号に定める職員により当該サテライト

型特定施設の入居者の処遇が適切に行われ

ると認められるときは、これを置かないこと

ができる。 

７ 第１項第１号、第３号及び第４号並びに前

項の規定にかかわらず、サテライト型特定施

設の生活相談員、機能訓練指導員又は計画作

成担当者については、次に掲げる本体施設の

場合には、次の各号に掲げる区分に応じ、当

該各号に定める職員により当該サテライト

型特定施設の入居者の処遇が適切に行われ

ると認められるときは、これを置かないこと

ができる。 

(1) （略） (1) （略） 
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 (2) 病院 介護支援専門員（指定介護療養型

医療施設の場合に限る。） 

(2) （略） (3) （略） 

８～１０ （略） ８～１０ （略） 

１１ 次に掲げる要件のいずれにも適合する

場合における第１項第２号アの規定の適用

については、当該規定中「１」とあるのは、

「０．９」とする。 

(1) 第１２８条において準用する第１０６

条の２規定する委員会において、利用者の

安全並びに介護サービスの質の確保及び

職員の負担軽減を図るための取組に関す

る次に掲げる事項について必要な検討を

行い、及び当該事項の実施を定期的に確認

していること。 

ア 利用者の安全及びケアの質の確保 

イ 地域密着型特定施設従業者の負担軽

減及び勤務状況への配慮 

ウ 緊急時の体制整備 

エ 業務の効率化、介護サービスの質の向

上等に資する機器（次号において「介護

機器」という。）の定期的な点検 

オ 地域密着型特定施設従業者に対する

研修 

(2) 介護機器を複数種類活用していること。 

(3) 利用者の安全並びに介護サービスの質の

確保及び職員の負担軽減を図るため、地域

密着型特定施設従業者間の適切な役割分担

を行っていること。 

(4) 利用者の安全並びに介護サービスの質

の確保及び職員の負担軽減を図る取組に

よる介護サービスの質の確保及び職員の

負担軽減が行われていると認められるこ

と。 

（管理者）  （管理者） 

第１３１条 指定地域密着型特定施設入居者

生活介護事業者は、指定地域密着型特定施設

第１３１条 指定地域密着型特定施設入居者

生活介護事業者は、指定地域密着型特定施設
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ごとに専らその職務に従事する管理者を置

かなければならない。ただし、指定地域密着

型特定施設の管理上支障がない場合は、当該

指定地域密着型特定施設における他の職務

に従事し、又は他の事業所、施設等若しくは

本体施設の職務(本体施設が病院又は診療所

の場合は、管理者としての職務を除く。)若し

くは併設する指定小規模多機能型居宅介護

事業所若しくは指定看護小規模多機能型居

宅介護事業所の職務に従事することができ

るものとする。 

ごとに専らその職務に従事する管理者を置

かなければならない。ただし、当該管理者は、

指定地域密着型特定施設の管理上支障がな

い場合は、当該指定地域密着型特定施設にお

ける他の職務に従事し、又は同一敷地内にあ

る他の事業所、施設等若しくは本体施設の職

務(本体施設が病院又は診療所の場合は、管

理者としての職務を除く。)若しくは併設す

る指定小規模多機能型居宅介護事業所若し

くは指定看護小規模多機能型居宅介護事業

所の職務に従事することができるものとす

る。 

（協力医療機関等） （協力医療機関等） 

第１４７条 （略） 第１４７条 （略） 

２ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護

事業者は、前項の規定に基づき協力医療機関

を定めるに当たっては、次に掲げる要件を満

たす協力医療機関を定めるように努めなけ

ればならない。 

(1) 利用者の病状が急変した場合等におい

て医師又は看護職員が相談対応を行う体

制を、常時確保していること。 

(2) 当該指定地域密着型特定施設入居者生

活介護事業者からの診療の求めがあった

場合において診療を行う体制を、常時確保

していること。 

３ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護

事業者は、１年に１回以上、協力医療機関と

の間で、利用者の病状が急変した場合等の対

応を確認するとともに、協力医療機関の名称

等を、当該指定地域密着型特定施設入居者生

活介護事業者に係る指定を行った市長に届

け出なければならない。 

４ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護

事業者は、第二種協定指定医療機関との間

で、新興感染症の発生時等の対応を取り決め
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るように努めなければならない。 

５ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護

事業者は、協力医療機関が第二種協定指定医

療機関である場合においては、当該第二種協

定指定医療機関との間で、新興感染症の発生

時等の対応について協議を行わなければな

らない。 

６ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護

事業者は、利用者が協力医療機関その他の医

療機関に入院した後に、当該利用者の病状が

軽快し、退院が可能となった場合において

は、再び当該指定地域密着型特定施設に速や

かに入居させることができるように努めな

ければならない。 

７ （略） ２ （略） 

（記録の整備）  （記録の整備） 

第１４８条 （略） 第１４８条 （略） 

２ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護

事業者は、利用者に対する指定地域密着型特

定施設入居者生活介護の提供に関する次の

各号に掲げる記録を整備し、その完結の日か

ら５年間保存しなければならない。 

２ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護

事業者は、利用者に対する指定地域密着型特

定施設入居者生活介護の提供に関する次に

掲げる記録を整備し、当該指定地域密着型特

定施設入居者生活介護を提供した日から５

年間保存しなければならない。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 第１３６条第２項の規定による提供し

た具体的なサービスの内容等の記録 

(2) 第１３６条第２項に規定する提供した

具体的なサービスの内容等の記録 

(3) 第１３８条第５項の規定による身体的

拘束等の態様及び時間、その際の利用者の

心身の状況並びに緊急やむを得ない理由

の記録 

(3) 第１３８条第５項に規定する身体的拘

束等の態様及び時間、その際の利用者の心

身の状況並びに緊急やむを得ない理由の

記録 

(4) 第１４６条第３項の規定による結果等

の記録 

(4) 第１４６条第３項に規定する結果等の

記録 

(5) 次条において準用する第２８条の規定

による市への通知に係る記録 

(5) 次条において準用する第２８条に規定

する市への通知に係る記録 
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(6) 次条において準用する第３８条第２項

の規定による苦情の内容等の記録 

(6) 次条において準用する第３８条第２項

に規定する苦情の内容等の記録 

(7) 次条において準用する第４０条第２項

の規定による事故の状況及び事故に際し

て採った処置についての記録 

(7) 次条において準用する第４０条第２項

に規定する事故の状況及び事故に際して

採った処置についての記録 

(8) （略） (8) （略） 

（準用） （準用） 

第１４９条 第１２条、第１３条、第２２条、

第２８条、第３２条の２、第３４条から第３

８条まで、第４０条、第４１条から第４１条

まで、第５９条の１１、第５９条の１５、第

５９条の１６、第５９条の１７第１項から第

４項まで、第９９条及び１０６条の２の規定

は、指定地域密着型特定施設入居者生活介護

の事業について準用する。この場合におい

て、第３２条の２第２項、第３４条第１項並

びに第４０条の２第１号及び第３号中「定期

巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあ

るのは「地域密着型特定施設従業者」と、第

５９条の１１第２項中「この節」とあるのは

「第７章第４節」と、第５９条の１６第２項

第１号及び第３号中「地域密着型通所介護従

業者」とあるのは「地域密着型特定施設従業

者」と、第５９条の１７第１項中「地域密着

型通所介護について知見を有する者」とある

のは「地域密着型特定施設入居者生活介護に

ついて知見を有する者」と、「６月」とあるの

は「２月」と読み替えるものとする。 

第１４９条 第１２条、第１３条、第２２条、

第２８条、第３２条の２、第３４条から第３

８条まで、第４０条、第４１条から第４１条

まで、第５９条の１１、第５９条の１５、第

５９条の１６、第５９条の１７第１項から第

４項まで及び第９９条の規定は、指定地域密

着型特定施設入居者生活介護の事業につい

て準用する。この場合において、第３２条の

２第２項、第３４条第１項並びに第４０条の

２第１号及び第３号中「定期巡回・随時対応

型訪問介護看護従業者」とあるのは「地域密

着型特定施設従業者」と、第５９条の１１第

２項中「この節」とあるのは「第７章第４節」

と、第５９条の１６第２項第１号及び第３号

中「地域密着型通所介護従業者」とあるのは

「地域密着型特定施設従業者」と、第５９条

の１７第１項中「地域密着型通所介護につい

て知見を有する者」とあるのは「地域密着型

特定施設入居者生活介護について知見を有

する者」と、「６月」とあるのは「２月」と

読み替えるものとする。 

（従業者の員数等） （従業者の員数等） 

第１５１条 （略） 第１５１条 （略） 

２～７ （略） ２～７ （略） 

８ 第１項第２号及び第４号から第６号まで

の規定にかかわらず、サテライト型居住施設

の生活相談員、栄養士若しくは管理栄養士、

機能訓練指導員又は介護支援専門員につい

８ 第１項第２号及び第４号から第６号まで

の規定にかかわらず、サテライト型居住施設

の生活相談員、栄養士若しくは管理栄養士、

機能訓練指導員又は介護支援専門員につい
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ては、次に掲げる本体施設の場合には、次の

各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める

職員により当該サテライト型居住施設の入

所者の処遇が適切に行われると認められる

ときは、これを置かないことができる。 

ては、次に掲げる本体施設の場合には、次の

各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める

職員により当該サテライト型居住施設の入

所者の処遇が適切に行われると認められる

ときは、これを置かないことができる。 

(1)・(2) （略） (1)・(2) （略） 

(3) 病院 栄養士又は管理栄養士（病床数

１００以上の病院の場合に限る。） 

(3) 病院 栄養士若しくは管理栄養士（病床

数１００以上の病院の場合に限る。）又は

介護支援専門員（指定介護療養型医療施設

の場合に限る。） 

(4) （略） (4) （略） 

９～１７ （略） ９～１７ （略） 

（設備） （設備） 

第１５２条 指定地域密着型介護老人福祉施

設の設備の基準は、次のとおりとする。 

第１５２条 指定地域密着型介護老人福祉施

設の設備の基準は、次のとおりとする。 

(1)～(5) （略） (1)～(5) （略） 

(6) 医務室 医療法（昭和２３年法律第２０

５号）第１条の５第２項に規定する診療所

とすることとし、入所者を診療するために

必要な医薬品及び医療機器を備えるほか、

必要に応じて臨床検査設備を設けること。

ただし、本体施設が指定介護老人福祉施設

又は指定地域密着型介護老人福祉施設で

あるサテライト型居住施設については医

務室を必要とせず、入所者を診療するため

に必要な医薬品及び医療機器を備えるほ

か、必要に応じて臨床検査設備を設けるこ

とで足りるものとする。 

(6) 医務室 医療法第１条の５第２項に規

定する診療所とすることとし、入所者を診

療するために必要な医薬品及び医療機器

を備えるほか、必要に応じて臨床検査設備

を設けること。ただし、本体施設が指定介

護老人福祉施設又は指定地域密着型介護

老人福祉施設であるサテライト型居住施

設については医務室を必要とせず、入所者

を診療するために必要な医薬品及び医療

機器を備えるほか、必要に応じて臨床検査

設備を設けることで足りるものとする。 

(7)～(9) （略） (7)～(9) （略） 

２ （略） ２ （略） 

（緊急時等の対応） （緊急時等の対応） 

第１６５条の２ 指定地域密着型介護老人福

祉施設は、現に指定地域密着型介護老人福祉

施設入所者生活介護の提供を行っていると

第１６５条の２ 指定地域密着型介護老人福

祉施設は、現に指定地域密着型介護老人福祉

施設入所者生活介護の提供を行っていると
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きに入所者の病状の急変が生じた場合その

他必要な場合のため、あらかじめ、第１５１

条第１項第１号に掲げる医師及び協力医療

機関の協力を得て、当該医師及び当該協力医

療機関との連携方法その他の緊急時等にお

ける対応方法を定めておかなければならな

い。 

きに入所者の病状の急変が生じた場合その

他必要な場合のため、あらかじめ、第１５１

条第１項第１号に掲げる医師との連携方法

その他の緊急時等における対応方法を定め

ておかなければならない。 

２ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、前項

の医師及び協力医療機関の協力を得て、１年

に１回以上、緊急時等における対応方法の見

直しを行い、必要に応じて緊急時等における

対応方法の変更を行わなければならない。 

（管理者による管理） （管理者による管理） 

第１６６条 指定地域密着型介護老人福祉施

設の管理者は、専ら当該指定地域密着型介護

老人福祉施設の職務に従事する常勤の者で

なければならない。ただし、当該指定地域密

着型介護老人福祉施設の管理上支障がない

場合は、他の事業所、施設等又は本体施設の

職務(本体施設が病院又は診療所の場合は、

管理者としての職務を除く。)に従事するこ

とができる。 

第１６６条 指定地域密着型介護老人福祉施

設の管理者は、専ら当該指定地域密着型介護

老人福祉施設の職務に従事する常勤の者で

なければならない。ただし、当該指定地域密

着型介護老人福祉施設の管理上支障がない

場合は、同一敷地内にある他の事業所、施設

等又は本体施設の職務(本体施設が病院又は

診療所の場合は、管理者としての職務を除

く。)に従事することができる。 

（計画担当介護支援専門員の責務）  （計画担当介護支援専門員の責務） 

第１６７条 計画担当介護支援専門員は、第１

５８条に規定する業務のほか、次に掲げる業

務を行うものとする。 

第１６７条 計画担当介護支援専門員は、第１

５８条に規定する業務のほか、次に掲げる業

務を行うものとする。 

 (1)～(4) （略）  (1)～(4) （略） 

 (5) 第１５７条第５項の規定による身体的

拘束等の態様及び時間、その際の入所者の

心身の状況並びに緊急やむを得ない理由

の記録を行うこと。 

 (5) 第１５７条第５項に規定する身体的拘

束等の態様及び時間、その際の入所者の心

身の状況並びに緊急やむを得ない理由を

記録すること。 

 (6) 第１７７条において準用する第３８条

第２項の規定による苦情の内容等の記録

を行うこと。 

 (6) 第１７７条において準用する第３８条

第２項に規定する苦情の内容等を記録す

ること。 
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 (7) 第１７５条第３項の規定による事故の

状況及び事故に際して採った処置につい

ての記録を行うこと。 

 (7) 第１７５条第３項に規定する事故の状

況及び事故に際して採った処置について

記録すること。 

（協力医療機関等） （協力病院等） 

第１７２条 指定地域密着型介護老人福祉施

設は、入所者の病状の急変等に備えるため、

あらかじめ、次の各号に掲げる要件を満たす

協力医療機関（第３号の要件を満たす協力医

療機関にあっては、病院に限る。）を定めてお

かなければならない。ただし、複数の医療機

関を協力医療機関として定めることにより

当該各号の要件を満たすこととしても差し

支えない。 

第１７２条 指定地域密着型介護老人福祉施

設は、入院治療を必要とする入所者のため

に、あらかじめ、協力病院を定めておかなけ

ればならない 

(1) 入所者の病状が急変した場合等におい

て医師又は看護職員が相談対応を行う体

制を、常時確保していること。 

(2) 当該指定地域密着型介護老人福祉施設

からの診療の求めがあった場合において

診療を行う体制を、常時確保しているこ

と。 

(3) 入所者の病状が急変した場合等におい

て、当該指定地域密着型介護老人福祉施設

の医師又は協力医療機関その他の医療機

関の医師が診療を行い、入院を要すると認

められた入所者の入院を原則として受け

入れる体制を確保していること。 

２ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、１年

に１回以上、協力医療機関との間で、入所者

の病状が急変した場合等の対応を確認する

とともに、協力医療機関の名称等を、当該指

定地域密着型介護老人福祉施設に係る指定

を行った市長に届け出なければならない。 

３ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、第二

種協定指定医療機関との間で、新興感染症の

発生時等の対応を取り決めるように努めな
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ければならない。 

４ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、協力

医療機関が第二種協定指定医療機関である

場合においては、当該第二種協定指定医療機

関との間で、新興感染症の発生時等の対応に

ついて協議を行わなければならない。 

５ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、入所

者が協力医療機関その他の医療機関に入院

した後に、当該入所者の病状が軽快し、退院

が可能となった場合においては、再び当該指

定地域密着型介護老人福祉施設に速やかに

入所させることができるように努めなけれ

ばならない。 

６ （略） ２ （略） 

（記録の整備） （記録の整備） 

第１７６条 （略） 第１７６条 （略） 

２ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、入所

者に対する指定地域密着型介護老人福祉施

設入所者生活介護の提供に関する次の各号

に掲げる記録を整備し、その完結の日から５

年間保存しなければならない。 

２ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、入所

者に対する指定地域密着型介護老人福祉施

設入所者生活介護の提供に関する次に掲げ

る記録を整備し、当該指定地域密着型介護老

人福祉施設入所者生活介護を提供した日か

ら５年間保存しなければならない。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 第１５５条第２項の規定による提供し

た具体的なサービスの内容等の記録 

(2) 第１５５条第２項に規定する提供した

具体的なサービスの内容等の記録 

(3) 第１５７条第５項の規定による身体的

拘束等の態様及び時間、その際の入所者の

心身の状況並びに緊急やむを得ない理由

の記録 

(3) 第１５７条第５項に規定する身体的拘

束等の態様及び時間、その際の入所者の心

身の状況並びに緊急やむを得ない理由の

記録 

(4) 次条において準用する第２８条の規定

による市への通知に係る記録 

(4) 次条において準用する第２８条に規定

する市への通知に係る記録 

(5) 次条において準用する第３８条第２項

の規定による苦情の内容等の記録 

(5) 次条において準用する第３８条第２項

に規定する苦情の内容等の記録 

(6) 前条第３項の規定による事故の状況及 (6) 前条第３項に規定する事故の状況及び
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び事故に際して採った処置についての記

録 

事故に際して採った処置についての記録 

(7) （略） (7) （略） 

（準用） （準用） 

第１７７条 第９条、第１０条、第１２条、第

１３条、第２２条、第２８条、第３０条の２、

第３４条、第３６条、第３８条、第４０条の

２、第４１条、第５９条の１１、第５９条の

１５、第５９条の１７第１項から第４項まで

及び第１０６条の２の規定は、指定地域密着

型介護老人福祉施設について準用する。この

場合において、第９条第１項中「第３１条に

規定する運営規程」とあるのは「第１６８条

に規定する重要事項に関する規程」と、同項、

第３２条の２第２項、第３４条第１項並びに

第４０条の２第１号及び第３号中「定期巡

回・随時対応型訪問介護看護従業者」とある

のは「従業者」と、第１３条第１項中「指定

定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供の

開始に際し、」とあるのは「入所の際に」と、

同条第２項中「指定居宅介護支援が利用者に

対して行われていない等の場合であって必

要と認めるときは、要介護認定」とあるのは

「要介護認定」と、第３４条中「定期巡回・

随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは

「従業者」と、第５９条の１１第２項中「こ

の節」とあるのは「第８章第４節」と、第５

９条の１７第１項中「地域密着型通所介護に

ついて知見を有する者」とあるのは「地域密

着型介護老人福祉施設入所者生活介護につ

いて知見を有する者」と、「６月」とあるのは

「２月」と読み替えるものとする。 

第１７７条 第９条、第１０条、第１２条、第

１３条、第２２条、第２８条、第３０条の２、

第３４条、第３６条、第３８条、第４０条の

２、第４１条、第５９条の１１、第５９条の

１５及び第５９条の１７第１項から第４項

までの規定は、指定地域密着型介護老人福祉

施設について準用する。この場合において、

第９条第１項中「第３１条に規定する運営規

程」とあるのは「第１６８条に規定する重要

事項に関する規程」と、同項、第３２条の２

第２項、第３４条第１項並びに第４０条の２

第１号及び第３号中「定期巡回・随時対応型

訪問介護看護従業者」とあるのは「従業者」

と、第１３条第１項中「指定定期巡回・随時

対応型訪問介護看護の提供の開始に際し、」

とあるのは「入所の際に」と、同条第２項中

「指定居宅介護支援が利用者に対して行わ

れていない等の場合であって必要と認める

ときは、要介護認定」とあるのは「要介護認

定」と、第３４条中「定期巡回・随時対応型

訪問介護看護従業者」とあるのは「従業者」

と、第５９条の１１第２項中「この節」とあ

るのは「第８章第４節」と、第５９条の１７

第１項中「地域密着型通所介護について知見

を有する者」とあるのは「地域密着型介護老

人福祉施設入所者生活介護について知見を

有する者」と、「６月」とあるのは「２月」と

読み替えるものとする。 

（勤務体制の確保等） （勤務体制の確保等） 

第１８７条 （略） 第１８７条 （略） 

２～４ （略） ２～４ （略） 
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５ ユニット型指定地域密着型介護老人福祉

施設の管理者は、ユニット型施設の管理等に

係る研修を受講するよう努めなければなら

ない。 

６ （略） ５ （略） 

（準用） （準用） 

第１８９条 第９条、第１０条、第１２条、第

１３条、第２２条、第２８条、第３２条の２、

第３４条、第３６条、第３８条、第４０条の

２、第４１条、第５９条の１１、第５９条の

１５、第５９条の１７第１項から第４項ま

で、第１０６条の２、第１５３条から第１５

５条まで、第１５８条、第１６１条、第１６

３条から第１６７条まで及び第１７１条か

ら第１７６条までの規定は、ユニット型指定

地域密着型介護老人福祉施設について準用

する。この場合において、第９条第１項中「第

３１条に規定する運営規程」とあるのは「第

１８６条に規定する重要事項に関する規程」

と、同項、第３２条の２第２項、第３４条第

１項並びに第４０条の２第１号及び第３号

中「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業

者」とあるのは「従業者」と、第１３条第１

項中「指定定期巡回・随時対応型訪問介護看

護の提供の開始に際し、」とあるのは「入居の

際に」と、同条第２項中「指定居宅介護支援

が利用者に対して行われていない等の場合

であって必要と認めるときは、要介護認定」

とあるのは「要介護認定」と、第３４条中「定

期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」と

あるのは「従業者」と、第５９条の１１第２

項中「この節」とあるのは「第８章第５節」

と、第５９条の１７第１項中「地域密着型通

所介護について知見を有する者」とあるのは

「地域密着型介護老人福祉施設入所者生活

介護について知見を有する者」と、「６月」と

第１８９条 第９条、第１０条、第１２条、第

１３条、第２２条、第２８条、第３２条の２、

第３４条、第３６条、第３８条、第４０条の

２、第４１条、第５９条の１１、第５９条の

１５、第５９条の１７第１項から第４項ま

で、第１５３条から第１５５条まで、第１５

８条、第１６１条、第１６３条から第１６７

条まで及び第１７１条から第１７６条まで

の規定は、ユニット型指定地域密着型介護老

人福祉施設について準用する。この場合にお

いて、第９条第１項中「第３１条に規定する

運営規程」とあるのは「第１８６条に規定す

る重要事項に関する規程」と、同項、第３２

条の２第２項、第３４条第１項並びに第４０

条の２第１号及び第３号中「定期巡回・随時

対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「従

業者」と、第１３条第１項中「指定定期巡回・

随時対応型訪問介護看護の提供の開始に際

し、」とあるのは「入居の際に」と、同条第

２項中「指定居宅介護支援が利用者に対して

行われていない等の場合であって必要と認

めるときは、要介護認定」とあるのは「要介

護認定」と、第３４条中「定期巡回・随時対

応型訪問介護看護従業者」とあるのは「従業

者」と、第５９条の１１第２項中「この節」

とあるのは「第８章第５節」と、第５９条の

１７第１項中「地域密着型通所介護について

知見を有する者」とあるのは「地域密着型介

護老人福祉施設入所者生活介護について知

見を有する者」と、「６月」とあるのは「２
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あるのは「２月」と、第１６７条中「第１５

８条」とあるのは「第１８９条において準用

する第１５８条」と、同条第５号中「第１５

７条第５項」とあるのは「第１８２条第７項」

と、同条第６号中「第１７７条」とあるのは

「第１８９条」と、同条第７号中「第１７５

条第３項」とあるのは「第１８９条において

準用する第１７５条第３項」と、第１７６条

第２項第２号中「第１５５条第２項」とある

のは「第１８９条において準用する第１５５

条第２項」と、同項第３号中「第１５７条第

５項」とあるのは「第１８２条第７項」と、

同項第４号及び第５号中「次条」とあるのは

「第１８９条」と、同項第６号中「前条第３

項」とあるのは「第１８９条において準用す

る前条第３項」と読み替えるものとする。 

月」と、第１６７条中「第１５８条」とある

のは「第１８９条において準用する第１５８

条」と、同条第５号中「第１５７条第５項」

とあるのは「第１８２条第７項」と、同条第

６号中「第１７７条」とあるのは「第１８９

条」と、同条第７号中「第１７５条第３項」

とあるのは「第１８９条において準用する第

１７５条第３項」と、第１７６条第２項第２

号中「第１５５条第２項」とあるのは「第１

８９条において準用する第１５５条第２項」

と、同項第３号中「第１５７条第５項」とあ

るのは「第１８２条第７項」と、同項第４号

及び第５号中「次条」とあるのは「第１８９

条」と、同項第６号中「前条第３項」とある

のは「第１８９条において準用する前条第３

項」と読み替えるものとする。 

（基本方針） （基本方針） 

第１９０条 指定地域密着型サービスに該当

する複合型サービス（法第８条第２３項第１

号に規定するサービス（以下この章において

「看護小規模多機能型居宅介護」という。）に

限る。以下この章において「指定看護小規模

多機能型居宅介護」という。）の事業は、指定

居宅サービス等基準第５９条の規定に相当

する県基準条例の規定に規定する訪問看護

の基本方針及び第８１条に規定する小規模

多機能型居宅介護の基本方針を踏まえて行

うものでなければならない。 

第１９０条 指定地域密着型サービスに該当

する複合型サービス（施行規則第１７条の１

２に規定する看護小規模多機能型居宅介護

に限る。以下この章において「指定看護小規

模多機能型居宅介護」という。）の事業は、

指定居宅サービス等基準第５９条の規定に

相当する県基準条例の規定に規定する訪問

看護の基本方針及び第８１条に規定する小

規模多機能型居宅介護の基本方針を踏まえ

て行うものでなければならない。 

（従業者の員数等） （従業者の員数等） 

第１９１条 指定看護小規模多機能型居宅介

護の事業を行う者（以下「指定看護小規模多

機能型居宅介護事業者」という。）が当該事業

を行う事業所（以下「指定看護小規模多機能

型居宅介護事業所」という。）ごとに置くべき

指定看護小規模多機能型居宅介護の提供に

当たる従業者（以下「看護小規模多機能型居

第１９１条 指定看護小規模多機能型居宅介

護の事業を行う者（以下「指定看護小規模多

機能型居宅介護事業者」という。）が当該事業

を行う事業所（以下「指定看護小規模多機能

型居宅介護事業所」という。）ごとに置くべき

指定看護小規模多機能型居宅介護の提供に

当たる従業者（以下「看護小規模多機能型居
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宅介護従業者」という。）の員数は、夜間及び

深夜の時間帯以外の時間帯に指定看護小規

模多機能型居宅介護の提供に当たる看護小

規模多機能型居宅介護従業者については、常

勤換算方法で、通いサービス（登録者（指定

看護小規模多機能型居宅介護を利用するた

めに指定看護小規模多機能型居宅介護事業

所に登録を受けた者をいう。以下同じ。）を指

定看護小規模多機能型居宅介護事業所に通

わせて行う指定看護小規模多機能型居宅介

護の事業をいう。以下同じ。）の提供に当たる

者をその利用者の数が３又はその端数を増

すごとに１以上及び訪問サービス（看護小規

模多機能型居宅介護従業者が登録者の居宅

を訪問し、当該居宅において行う指定看護小

規模多機能型居宅介護（第８２条第７項に規

定する本体事業所である指定看護小規模多

機能型居宅介護事業所にあっては当該本体

事業所に係るサテライト型指定小規模多機

能型居宅介護事業所及び指定地域密着型介

護予防サービス基準第４４条第７項に規定

するサテライト型指定介護予防小規模多機

能型居宅介護事業所(第６項において「サテ

ライト型指定介護予防小規模多機能型居宅

介護事業所」という。)の登録者、第８項に規

定する本体事業所である指定看護小規模多

機能型居宅介護事業所にあっては、当該本体

事業所に係る同項に規定するサテライト型

指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の

登録者並びに同項に規定するサテライト型

指定看護小規模多機能型居宅介護事業所に

あっては、当該サテライト型指定看護小規模

多機能型居宅介護事業所に係る同項に規定

する本体事業所、当該本体事業所に係る他の

同項に規定するサテライト型指定看護小規

模多機能型居宅介護事業所及び当該本体事

宅介護従業者」という。）の員数は、夜間及び

深夜の時間帯以外の時間帯に指定看護小規

模多機能型居宅介護の提供に当たる看護小

規模多機能型居宅介護従業者については、常

勤換算方法で、通いサービス（登録者（指定

看護小規模多機能型居宅介護を利用するた

めに指定看護小規模多機能型居宅介護事業

所に登録を受けた者をいう。以下同じ。）を指

定看護小規模多機能型居宅介護事業所に通

わせて行う指定看護小規模多機能型居宅介

護の事業をいう。以下同じ。）の提供に当たる

者をその利用者の数が３又はその端数を増

すごとに１以上及び訪問サービス（看護小規

模多機能型居宅介護従業者が登録者の居宅

を訪問し、当該居宅において行う看護小規模

多機能型居宅介護（第８２条第７項に規定す

る本体事業所である指定看護小規模多機能

型居宅介護事業所にあっては当該本体事業

所に係るサテライト型指定小規模多機能型

居宅介護事業所及び指定地域密着型介護予

防サービス基準第４４条第７項に規定する

サテライト型指定介護予防小規模多機能型

居宅介護事業所(第６項において「サテライ

ト型指定介護予防小規模多機能型居宅介護

事業所」という。)の登録者、第８項に規定す

る本体事業所である指定看護小規模多機能

型居宅介護事業所にあっては、当該本体事業

所に係る同項に規定するサテライト型指定

看護小規模多機能型居宅介護事業所の登録

者並びに同項に規定するサテライト型指定

看護小規模多機能型居宅介護事業所にあっ

ては、当該サテライト型指定看護小規模多機

能型居宅介護事業所に係る同項に規定する

本体事業所、当該本体事業所に係る他の同項

に規定するサテライト型指定看護小規模多

機能型居宅介護事業所及び当該本体事業所
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業所に係る第８２条第７項に規定するサテ

ライト型指定小規模多機能型居宅介護事業

所の登録者の居宅において行う指定看護小

規模多機能型居宅介護を含む。）をいう。以下

この章において同じ。）の提供に当たる者を

２以上とし、夜間及び深夜の時間帯を通じて

指定看護小規模多機能型居宅介護の提供に

当たる看護小規模多機能型居宅介護従業者

については、夜間及び深夜の勤務（夜間及び

深夜の時間帯に行われる勤務（宿直勤務を除

く。）をいう。第６項において同じ。）に当た

る者を１以上及び宿直勤務に当たる者を当

該宿直勤務に必要な数以上とする。 

に係る第８２条第７項に規定するサテライ

ト型指定小規模多機能型居宅介護事業所の

登録者の居宅において行う指定看護小規模

多機能型居宅介護を含む。）をいう。以下この

章において同じ。）の提供に当たる者を２以

上とし、夜間及び深夜の時間帯を通じて指定

看護小規模多機能型居宅介護の提供に当た

る看護小規模多機能型居宅介護従業者につ

いては、夜間及び深夜の勤務（夜間及び深夜

の時間帯に行われる勤務（宿直勤務を除く。）

をいう。第６項において同じ。）に当たる者を

１以上及び宿直勤務に当たる者を当該宿直

勤務に必要な数以上とする。 

２～６ （略） ２～６ （略） 

７ 指定看護小規模多機能型居宅介護事業所

に次の各号のいずれかに掲げる施設等が併

設されている場合において、前各項に定める

人員に関する基準を満たす看護小規模多機

能型居宅介護従業者を置くほか、当該各号に

掲げる施設等の人員に関する基準を満たす

従業者を置いているときは、当該看護小規模

多機能型居宅介護従業者は、当該各号に掲げ

る施設等の職務に従事することができる。 

７ 指定看護小規模多機能型居宅介護事業所

に次の各号のいずれかに掲げる施設等が併

設されている場合において、前各項に定める

人員に関する基準を満たす看護小規模多機

能型居宅介護従業者を置くほか、当該各号に

掲げる施設等の人員に関する基準を満たす

従業者を置いているときは、当該看護小規模

多機能型居宅介護従業者は、当該各号に掲げ

る施設等の職務に従事することができる。 

(1)～(3) （略） (1)～(3) （略） 

 (4) 指定介護療養型医療施設（医療法第７条

第２項第４号に規定する療養病床を有す

る診療所であるものに限る。） 

(4) （略） (5) （略） 

８～１４ （略） ８～１４ （略） 

（管理者）  （管理者） 

第１９２条 指定看護小規模多機能型居宅介

護事業者は、指定看護小規模多機能型居宅介

護事業所ごとに専らその職務に従事する常

勤の管理者を置かなければならない。ただ

し、指定看護小規模多機能型居宅介護事業所

第１９２条 指定看護小規模多機能型居宅介

護事業者は、指定看護小規模多機能型居宅介

護事業所ごとに専らその職務に従事する常

勤の管理者を置かなければならない。ただ

し、当該管理者は、指定看護小規模多機能型
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の管理上支障がない場合は、当該指定看護小

規模多機能型居宅介護事業所の他の職務に

従事し、又は他の事業所、施設等の職務に従

事することができるものとする。 

居宅介護事業所の管理上支障がない場合は、

当該指定看護小規模多機能型居宅介護事業

所の他の職務に従事し、又は同一敷地内にあ

る他の事業所、施設等若しくは当該指定看護

小規模多機能型居宅介護事業所に併設する

前条第７項各号に掲げる施設等の職務に従

事することができるものとする。 

２・３ （略） ２・３ （略） 

（指定看護小規模多機能型居宅介護の具体

的取扱方針） 

（指定看護小規模多機能型居宅介護の具体

的取扱方針） 

第１９７条 指定看護小規模多機能型居宅介

護の方針は、次に掲げるところによるものと

する。 

第１９７条 指定看護小規模多機能型居宅介

護の方針は、次に掲げるところによるものと

する。 

(1) 指定看護小規模多機能型居宅介護は、利

用者が住み慣れた地域での生活を継続す

ることができるよう、利用者の病状、心身

の状況、希望及びその置かれている環境を

踏まえて、通いサービス、訪問サービス及

び宿泊サービスを柔軟に組み合わせるこ

とにより、当該利用者の居宅において、又

はサービスの拠点に通わせ、若しくは短期

間宿泊させ、日常生活上の世話及び機能訓

練並びに療養上の世話又は必要な診療の

補助を妥当適切に行うものとする。 

(1) 指定看護小規模多機能型居宅介護は、利

用者が住み慣れた地域での生活を継続す

ることができるよう、利用者の病状、心身

の状況、希望及びその置かれている環境を

踏まえて、通いサービス、訪問サービス及

び宿泊サービスを柔軟に組み合わせるこ

とにより、療養上の管理の下で妥当適切に

行うものとする。 

(2)～(6) （略） (2)～(6) （略） 

(7) 指定看護小規模多機能型居宅介護事業

者は、身体的拘束等の適正化を図るため、

次に掲げる措置を講じなければならない。

ア 身体的拘束等の適正化のための対策

を検討する委員会（テレビ電話装置等を

活用して行うことができるものとす

る。）を３月に１回以上開催するととも

に、その結果について、看護小規模多機

能型居宅介護従業者に周知徹底を図る

こと。 

イ 身体的拘束等の適正化のための指針

を整備すること。 
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ウ 看護小規模多機能型居宅介護従業者

に対し、身体的拘束等の適正化のための

研修を定期的に実施すること。 

(8)～(12) （略） (7)～(11) （略） 

（記録の整備）  （記録の整備） 

第２０１条 （略） 第２０１条 （略） 

２ 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者

は、利用者に対する指定看護小規模多機能型

居宅介護の提供に関する次の各号に掲げる

記録を整備し、その完結の日から５年間保存

しなければならない。 

２ 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者

は、利用者に対する指定看護小規模多機能型

居宅介護の提供に関する次に掲げる記録を

整備し、当該指定看護小規模多機能型居宅介

護を提供した日から５年間保存しなければ

ならない。 

(1)・(2)  （略） (1)・(2) （略） 

(3) 第１９７条第６号の規定による身体的

拘束等の態様及び時間、その際の利用者の

心身の状況並びに緊急やむを得ない理由

の記録 

(3) 第１９７条第６号に規定する身体的拘

束等の態様及び時間、その際の利用者の心

身の状況並びに緊急やむを得ない理由の

記録 

(4) 第１９８条第２項の規定による主治の

医師による指示の文書 

(4) 第１９８条第２項に規定する主治の医

師による指示の文書 

(5) 第１９９条第９項の規定による看護小

規模多機能型居宅介護報告書 

(5) 第１９９条第９項に規定する看護小規

模多機能型居宅介護報告書 

(6) 次条において準用する第２０条第２項

の規定による提供した具体的なサービス

の内容等の記録 

(6) 次条において準用する第２０条第２項

に規定する提供した具体的なサービスの

内容等の記録 

(7) 次条において準用する第２８条の規定

による市への通知に係る記録 

(7) 次条において準用する第２８条に規定

する市への通知に係る記録 

(8) 次条において準用する第３８条第２項

の規定による苦情の内容等の記録 

(8) 次条において準用する第３８条第２項

に規定する苦情の内容等の記録 

(9) 次条において準用する第４０条第２項

の規定による事故の状況及び事故に際し

て採った処置についての記録 

(9) 次条において準用する第４０条第２項

に規定する事故の状況及び事故に際して

採った処置についての記録 

(10) （略） (10) （略） 

（準用） （準用） 
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第２０２条 第９条から第１３条まで、第２０

条、第２２条、第２８条、第３２条の２、第

３４条から第３８条まで、第４０条、から第

４１条まで、第５９条の１１、第５９条の１

３、第５９条の１６、第５９条の１７、第８

７条から第９０条まで、第９３条から第９５

条まで、第９７条、第９８条、第１００条か

ら第１０４条まで、第１０６条及び第１０６

条の２の規定は、指定看護小規模多機能型居

宅介護の事業について準用する。この場合に

おいて、第９条第１項中「第３１条に規定す

る運営規程」とあるのは「第２０２条におい

て準用する第１００条に規定する重要事項

に関する規程」と、同項、第３２条の２第２

項、第３４条第１項並びに第４０条の２第１

号及び第３号中「定期巡回・随時対応型訪問

介護看護従業者」とあるのは「看護小規模多

機能型居宅介護従業者」と、第３４条中「定

期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」と

あるのは「看護小規模多機能型居宅介護従業

者」と、第５９条の１１第２項中「この節」

とあるのは「第９章第４節」と、第５９条の

１３第３項及び第４項並びに第５９条の１

６第２項第１号及び第３号中「地域密着型通

所介護従業者」とあるのは「看護小規模多機

能型居宅介護従業者」と、第５９条の１７第

１項中「地域密着型通所介護について知見を

有する者」とあるのは「看護小規模多機能型

居宅介護について知見を有する者」と、「６

月」とあるのは「２月」と、「活動状況」とあ

るのは「通いサービス及び宿泊サービスの提

供回数等の活動状況」と、第８７条中「第８

２条第１２項」とあるのは「第１９１条第１

３項」と、第８９条及び第９７条中「小規模

多機能型居宅介護従業者」とあるのは「看護

小規模多機能型居宅介護従業者」と、第１０

第２０２条 第９条から第１３条まで、第２０

条、第２２条、第２８条、第３２条の２、第

３４条から第３８条まで、第４０条、から第

４１条まで、第５９条の１１、第５９条の１

３、第５９条の１６、第５９条の１７、第８

７条から第９０条まで、第９３条から第９５

条まで、第９７条、第９８条、第１００条か

ら第１０４条まで及び第１０６条の規定は、

指定看護小規模多機能型居宅介護の事業に

ついて準用する。この場合において、第９条

第１項中「第３１条に規定する運営規程」と

あるのは「第２０２条において準用する第１

００条に規定する重要事項に関する規程」

と、同項、第３２条の２第２項、第３４条第

１項並びに第４０条の２第１号及び第３号

中「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業

者」とあるのは「看護小規模多機能型居宅介

護従業者」と、第３４条中「定期巡回・随時

対応型訪問介護看護従業者」とあるのは「看

護小規模多機能型居宅介護従業者」と、第５

９条の１１第２項中「この節」とあるのは「第

９章第４節」と、第５９条の１３第３項及び

第４項並びに第５９条の１６第２項第１号

及び第３号中「地域密着型通所介護従業者」

とあるのは「看護小規模多機能型居宅介護従

業者」と、第５９条の１７第１項中「地域密

着型通所介護について知見を有する者」とあ

るのは「看護小規模多機能型居宅介護につい

て知見を有する者」と、「６月」とあるのは

「２月」と、「活動状況」とあるのは「通い

サービス及び宿泊サービスの提供回数等の

活動状況」と、第８７条中「第８２条第１２

項」とあるのは「第１９１条第１３項」と、

第８９条及び第９７条中「小規模多機能型居

宅介護従業者」とあるのは「看護小規模多機

能型居宅介護従業者」と、第１０６条中「第
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６条中「第８２条第６項」とあるのは「第１

９１条第７項各号」と読み替えるものとす

る。 

８２条第６項」とあるのは「第１９１条第７

項各号」と読み替えるものとする。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

（重要事項の掲示に係る経過措置） 

２ 令和６年４月１日から令和７年３月３１日までの間は、この条例の規定による

改正後の美濃加茂市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関す

る基準を定める条例（以下「改正後の条例」という。）第３４条第３項（改正後の

条例第５９条、第５９条の２０、第５９条の２０の３、第５９条の３８、第８０

条、第１０８条、第１２８条、第１４９条、第１７７条、第１８９条及び第２０

２条において準用する場合を含む。）の規定の適用については、同項中「指定定期

巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、原則として、重要事項をウェブサイト

に掲載しなければならない。」とあるのは、「削除」とする。 

（身体的拘束等の適正化に係る経過措置） 

３ 令和６年４月１日から令和７年３月３１日までの間は、改正後の条例第９２条

第７号及び第１９７条第７号の規定の適用については、この規定中「講じなけれ

ば」とあるのは、「講じるよう努めなければ」とする。 

 （利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策

を検討するための委員会の設置に係る経過措置） 

４ 令和６年４月１日から令和９年３月３１日までの間は、改正後の条例第１０６

条の２（改正後の条例第１２８条、第１４９条、第１７７条、第１８９条及び第

２０２条において準用する場合を含む。）の規定の適用については、この規定中「し

なければ」とあるのは、「するよう努めなければ」とする。 

（協力医療機関との連携に関する経過措置） 

５ 令和６年４月１日から令和９年３月３１日までの間は、改正後の条例第１７２

条第１項（改正後の条例第１８９条において準用する場合を含む。）の規定の適用

については、この規定中「定めておかなければ」とあるのは、「定めておくよう努

めなければ」とする。 
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議第７号 

美濃加茂市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び

運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための

効果的な支援の方法に関する基準を定める条例の一部を改正する条例

について 

美濃加茂市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに

指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関

する基準を定める条例の一部を改正する条例を下記のとおり制定する。 

  令和６年２月２１日提出 

美濃加茂市長  藤 井 浩 人   

記 

美濃加茂市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並

びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援

の方法に関する基準を定める条例の一部を改正する条例  

美濃加茂市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに

指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関

する基準を定める条例（平成２４年美濃加茂市条例第３０号）の一部を次のように

改正する。 

改正後 改正前 

 （管理者）  （管理者） 

第６条 単独型・併設型指定介護予防認知症対

応型通所介護事業者は、単独型・併設型指定

介護予防認知症対応型通所介護事業所ごとに

専らその職務に従事する常勤の管理者を置か

なければならない。ただし、単独型・併設型指

定介護予防認知症対応型通所介護事業所の管

理上支障がない場合は、当該単独型・併設型

指定介護予防認知症対応型通所介護事業所の

他の職務に従事し、又は他の事業所、施設等

第６条 単独型・併設型指定介護予防認知症対

応型通所介護事業者は、単独型・併設型指定

介護予防認知症対応型通所介護事業所ごとに

専らその職務に従事する常勤の管理者を置か

なければならない。ただし、当該管理者は、単

独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所

介護事業所の管理上支障がない場合は、当該

単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通

所介護事業所の他の職務に従事し、又は同一
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の職務に従事することができるものとする。 敷地内にある他の事業所、施設等の職務に従

事することができるものとする。 

２ （略） ２ （略） 

（利用定員等） （利用定員等） 

第９条 （略） 第９条 （略） 

２ 共用型指定介護予防認知症対応型通所介護

事業者は、指定居宅サービス（法第４１条第

１項に規定する指定居宅サービスをいう。）、

指定地域密着型サービス（法第４２条の２第

１項に規定する指定地域密着型サービスをい

う。）、指定居宅介護支援（法第４６条第１項

に規定する指定居宅介護支援をいう。）、指定

介護予防サービス（法第５３条第１項に規定

する指定介護予防サービスをいう。）、指定地

域密着型介護予防サービス若しくは指定介護

予防支援（法第５８条第１項に規定する指定

介護予防支援をいう。）の事業又は介護保険施

設（法第８条第２５項に規定する介護保険施

設をいう。）若しくは健康保険法等の一部を改

正する法律（平成１８年法律第８３号）第２

６条の規定による改正前の法第４８条第１項

第３号に規定する指定介護療養型医療施設の

運営（同条第７項及び第７１条第９項におい

て「指定居宅サービス事業等」という。）につ

いて３年以上の経験を有する者でなければな

らない。 

２ 共用型指定介護予防認知症対応型通所介護

事業者は、指定居宅サービス（法第４１条第

１項に規定する指定居宅サービスをいう。）、

指定地域密着型サービス（法第４２条の２第

１項に規定する指定地域密着型サービスをい

う。）、指定居宅介護支援（法第４６条第１項

に規定する指定居宅介護支援をいう。）、指定

介護予防サービス（法第５３条第１項に規定

する指定介護予防サービスをいう。）、指定地

域密着型介護予防サービス若しくは指定介護

予防支援（法第５８条第１項に規定する指定

介護予防支援をいう。）の事業又は介護保険施

設（法第８条第２５項に規定する介護保険施

設をいう。）若しくは指定介護療養型医療施設

（健康保険法等の一部を改正する法律（平成

１８年法律第８３号）附則第１３０条の２第

１項の規定によりなおその効力を有するもの

とされた同法第２６条の規定による改正前の

法第４８条第１項第３号に規定する指定介護

療養型医療施設をいう。第４４条第６項にお

いて同じ。）の運営（同条第７項及び第７１条

第９項において「指定居宅サービス事業等」

という。）について３年以上の経験を有する者

でなければならない。 

 （管理者）  （管理者） 

第１０条 共用型指定介護予防認知症対応型通

所介護事業者は、共用型指定介護予防認知症

対応型通所介護事業所ごとに専らその職務に

従事する常勤の管理者を置かなければならな

い。ただし、共用型指定介護予防認知症対応

第１０条 共用型指定介護予防認知症対応型通

所介護事業者は、共用型指定介護予防認知症

対応型通所介護事業所ごとに専らその職務に

従事する常勤の管理者を置かなければならな

い。ただし、当該管理者は、共用型指定介護予
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型通所介護事業所の管理上支障がない場合

は、当該共用型指定介護予防認知症対応型通

所介護事業所の他の職務に従事し、又は他の

事業所、施設等の職務に従事することができ

るものとする。なお、共用型指定介護予防認

知症対応型通所介護事業所の管理上支障がな

い場合は、当該共用型指定介護予防認知症対

応型通所介護事業所の他の職務に従事し、か

つ、他の本体事業所等の職務に従事すること

としても差し支えない。 

防認知症対応型通所介護事業所の管理上支障

がない場合は、当該共用型指定介護予防認知

症対応型通所介護事業所の他の職務に従事

し、又は同一敷地内にある他の事業所、施設

等の職務に従事することができるものとす

る。なお、共用型指定介護予防認知症対応型

通所介護事業所の管理上支障がない場合は、

当該共用型指定介護予防認知症対応型通所介

護事業所の他の職務に従事し、かつ、同一敷

地内にある他の本体事業所等の職務に従事す

ることとしても差し支えない。 

２ （略） ２ （略） 

（掲示） （掲示） 

第３２条 指定介護予防認知症対応型通所介護

事業者は、指定介護予防認知症対応型通所介

護事業所の見やすい場所に、運営規程の概要、

介護予防認知症対応型通所介護従業者の勤務

の体制その他の利用申込者のサービスの選択

に資すると認められる重要事項（以下この条

において単に「重要事項」という。）を掲示し

なければならない。 

第３２条 指定介護予防認知症対応型通所介護

事業者は、指定介護予防認知症対応型通所介

護事業所の見やすい場所に、運営規程の概要、

介護予防認知症対応型通所介護従業者の勤務

の体制その他の利用申込者のサービスの選択

に資すると認められる重要事項を掲示しなけ

ればならない。 

２ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者

は、重要事項を記載した書面を当該指定介護

予防認知症対応型通所介護事業所に備え付

け、かつ、これをいつでも関係者に自由に閲

覧させることにより、前項の規定による掲示

に代えることができる。 

２ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者

は、前項に規定する事項を記載した書面を当

該指定介護予防認知症対応型通所介護事業所

に備え付け、かつ、これをいつでも関係者に

自由に閲覧させることにより、同項の規定に

よる掲示に代えることができる。 

３ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者

は、原則として、重要事項をウェブサイトに

掲載しなければならない。 

（記録の整備） （記録の整備） 

第４０条 （略） 第４０条 （略） 

２ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者

は、利用者に対する指定介護予防認知症対応

型通所介護の提供に関する次の各号に掲げる

２ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者

は、利用者に対する指定介護予防認知症対応

型通所介護の提供に関する次に掲げる記録を
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記録を整備し、その完結の日から５年間保存

しなければならない。 

整備し、当該指定介護予防認知症対応型通所

介護を提供した日から５年間保存しなければ

ならない。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 第２１条第２項の規定による提供した具

体的なサービスの内容等の記録 

(2) 第２１条第２項に規定する提供した具体

的なサービスの内容等の記録 

(3) 第４２条第１１号の規定による身体的拘

束その他利用者の行動を制限する行為（以

下「身体的拘束等」という。）の態様及び時

間、その際の利用者の心身の状況並びに緊

急やむを得ない理由の記録 

(4) 第２４条の規定による市への通知に係る

記録 

(3) 第２４条に規定する市への通知に係る記

録 

(5) 第３６条第２項の規定による苦情の内容

等の記録 

(4) 第３６条第２項に規定する苦情の内容等

の記録 

(6) 第３７条第２項の規定による事故の状況

及び事故に際して採った処置についての記

録 

(5) 第３７条第２項に規定する事故の状況及

び事故に際して採った処置についての記録 

(7) （略） (6) （略） 

（指定介護予防認知症対応型通所介護の具体

的取扱方針） 

（指定介護予防認知症対応型通所介護の具体

的取扱方針） 

第４２条 指定介護予防認知症対応型通所介護

の方針は、第４条に規定する基本方針及び前

条に規定する基本取扱方針に基づき、次に掲

げるところによるものとする。 

第４２条 指定介護予防認知症対応型通所介護

の方針は、第４条に規定する基本方針及び前

条に規定する基本取扱方針に基づき、次に掲

げるところによるものとする。 

(1)～(9) （略） (1)～(9) （略） 

(10) 指定介護予防認知症対応型通所介護の

提供に当たっては、当該利用者又は他の利

用者等の生命又は身体を保護するため緊急

やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を

行ってはならない。 

(11) 前号の身体的拘束等を行う場合には、そ

の態様及び時間、その際の利用者の心身の

状況並びに緊急やむを得ない理由を記録し
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なければならない。 

(12)～(15) （略） (10)～(13) （略） 

(16) 第１号から第１４号までの規定は、前号

に規定する介護予防認知症対応型通所介護

計画の変更について準用する。 

(14) 第１号から第１２号までの規定は、前号

に規定する介護予防認知症対応型通所介護

計画の変更について準用する。 

（従業者の員数等） （従業者の員数等） 

第４４条 （略） 第４４条 （略） 

２～５ （略） ２～５ （略） 

６ 次の表の左欄に掲げる場合において、前各

項に定める人員に関する基準を満たす介護予

防小規模多機能型居宅介護従業者を置くほ

か、同表の中欄に掲げる施設等の人員に関す

る基準を満たす従業者を置いているときは、

同表の右欄に掲げる当該介護予防小規模多機

能型居宅介護従業者は、同表の中欄に掲げる

施設等の職務に従事することができる。 

６ 次の表の左欄に掲げる場合において、前各

項に定める人員に関する基準を満たす介護予

防小規模多機能型居宅介護従業者を置くほ

か、同表の中欄に掲げる施設等の人員に関す

る基準を満たす従業者を置いているときは、

同表の右欄に掲げる当該介護予防小規模多機

能型居宅介護従業者は、同表の中欄に掲げる

施設等の職務に従事することができる。 

当該指定介護

予防小規模多

機能型居宅介

護事業所に中

欄に掲げる施

設等のいずれ

かが併設され

ている場合 

指定認知症対応型共

同生活介護事業所、指

定地域密着型特定施

設、指定地域密着型介

護老人福祉施設、指定

介護老人福祉施設、介

護老人保健施設又は

介護医療院 

介護職員

（略） 

当該指定介護

予防小規模多

機能型居宅介

護事業所に中

欄に掲げる施

設等のいずれ

かが併設され

ている場合 

指定認知症対応型共

同生活介護事業所、指

定地域密着型特定施

設、指定地域密着型介

護老人福祉施設、指定

介護老人福祉施設、介

護老人保健施設、指定

介護療養型医療施設

（医療法（昭和２３年

法律第２０５号）第７

条第２項第４号に規

定する療養病床を有

する診療所であるも

のに限る。）又は介護

医療院 

介護職員

（略） 

７～１３ （略） ７～１３ （略） 

（管理者） （管理者） 
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第４５条 指定介護予防小規模多機能型居宅介

護事業者は、指定介護予防小規模多機能型居

宅介護事業所ごとに専らその職務に従事する

常勤の管理者を置かなければならない。ただ

し、指定介護予防小規模多機能型居宅介護事

業所の管理上支障がない場合は、当該指定介

護予防小規模多機能型居宅介護事業所の他の

職務に従事し、又は他の事業所、施設等の職

務に従事することができるものとする。

第４５条 指定介護予防小規模多機能型居宅介

護事業者は、指定介護予防小規模多機能型居

宅介護事業所ごとに専らその職務に従事する

常勤の管理者を置かなければならない。ただ

し、当該管理者は、指定介護予防小規模多機

能型居宅介護事業所の管理上支障がない場合

は、当該指定介護予防小規模多機能型居宅介

護事業所の他の職務に従事し、又は当該指定

介護予防小規模多機能型居宅介護事業所に併

設する前条第６項の表の当該指定介護予防小

規模多機能型居宅介護事業所に中欄に掲げる

施設等のいずれかが併設されている場合の項

の中欄に掲げる施設等の職務、同一敷地内の

指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業

所（指定地域密着型サービス基準条例第６条

第１項に規定する指定定期巡回・随時対応型

訪問介護看護事業所をいう。）の職務（当該指

定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所

に係る指定定期巡回・随時対応型訪問介護看

護事業者（同項に規定する指定定期巡回・随

時対応型訪問介護看護事業者をいう。）が、指

定夜間対応型訪問介護事業者（指定地域密着

型サービス基準条例第４７条第１項に規定す

る指定夜間対応型訪問介護事業者をいう。）、

指定訪問介護事業者（指定居宅サービス等の

事業の人員、設備及び運営に関する基準（平

成１１年厚生省令第３７号。以下「指定居宅

サービス等基準」という。）第５条第１項に規

定する指定訪問介護事業者をいう。）又は指定

訪問看護事業者（指定居宅サービス等基準第

６０条第１項に規定する指定訪問看護事業者

をいう。以下同じ。）の指定を併せて受け、一

体的な運営を行っている場合には、これらの

事業に係る職務を含む。）若しくは法第１１５

条の４５第１項に規定する介護予防・日常生

活支援総合事業（同項第１号ニに規定する第

- 96 -



１号介護予防支援事業を除く。）に従事するこ

とができるものとする。 

２・３ （略） ２・３ （略） 

（身体的拘束等の禁止） （身体的拘束等の禁止） 

第５３条 指定介護予防小規模多機能型居宅介

護事業者は、指定介護予防小規模多機能型居

宅介護の提供に当たっては、当該利用者又は

他の利用者等の生命又は身体を保護するため

緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等

を行ってはならない。 

第５３条 指定介護予防小規模多機能型居宅介

護事業者は、指定介護予防小規模多機能型居

宅介護の提供に当たっては、当該利用者又は

他の利用者等の生命又は身体を保護するため

緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束そ

の他利用者の行動を制限する行為（以下「身

体的拘束等」という。）を行ってはならない。

２ （略） ２ （略） 

３ 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業

者は、身体的拘束等の適正化を図るため、次

に掲げる措置を講じなければならない。 

(1) 身体的拘束等の適正化のための対策を検

討する委員会（テレビ電話装置等を活用し

て行うことができるものとする。）を３月に

１回以上開催するとともに、その結果につ

いて、介護職員その他の従業者に周知徹底

を図ること。 

(2) 身体的拘束等の適正化のための指針を整

備すること。 

(3) 介護職員その他の従業者に対し、身体的

拘束等の適正化のための研修を定期的に実

施すること。 

（居住機能を担う併設施設等への入居） （居住機能を担う併設施設等への入居） 

第６３条 （略） 第６３条 （略） 

（利用者の安全並びに介護サービスの質の

確保及び職員の負担軽減に資する方策を検

討するための委員会の設置） 

第６３条の２ 指定介護予防小規模多機能型居

宅介護事業者は、当該指定介護予防小規模多

機能型居宅介護事業所における業務の効率
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化、介護サービスの質の向上その他の生産性

の向上に資する取組の促進を図るため、当該

指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所

における利用者の安全並びに介護サービスの

質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を

検討するための委員会（テレビ電話装置等を

活用して行うことができるものとする。）を定

期的に開催しなければならない。 

（記録の整備） （記録の整備） 

第６４条 （略） 第６４条 （略） 

２ 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業

者は、利用者に対する指定介護予防小規模多

機能型居宅介護の提供に関する次の各号に掲

げる記録を整備し、その完結の日から５年間

保存しなければならない。 

２ 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業

者は、利用者に対する指定介護予防小規模多

機能型居宅介護の提供に関する次に掲げる記

録を整備し、当該指定介護予防小規模多機能

型居宅介護を提供した日から５年間保存しな

ければならない。 

(1)・(2) （略） (1)・(2) （略） 

(3) 次条において準用する第２１条第２項の

規定による提供した具体的なサービスの内

容等の記録 

(3) 次条において準用する第２１条第２項に

規定する提供した具体的なサービスの内容

等の記録 

(4) 第５３条第２項の規定による身体的拘束

等の態様及び時間、その際の利用者の心身

の状況並びに緊急やむを得ない理由の記

録 

(4) 第５３条第２項に規定する身体的拘束等

の態様及び時間、その際の利用者の心身の

状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

(5) 次条において準用する第２４条の規定に

よる市への通知に係る記録 

(5) 次条において準用する第２４条に規定す

る市への通知に係る記録 

(6) 次条において準用する第３６条第２項の

規定による苦情の内容等の記録 

(6) 次条において準用する第３６条第２項に

規定する苦情の内容等の記録 

(7) 次条において準用する第３７条第２項の

規定による事故の状況及び事故に際して採

った処置についての記録 

(7) 次条において準用する第３７条第２項に

規定する事故の状況及び事故に際して採っ

た処置についての記録 

(8) （略） (8)  （略） 

（管理者） （管理者） 

第７２条 指定介護予防認知症対応型共同生活 第７２条 指定介護予防認知症対応型共同生活
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介護事業者は、共同生活住居ごとに専らその

職務に従事する常勤の管理者を置かなければ

ならない。ただし、共同生活住居の管理上支

障がない場合は、当該共同生活住居の他の職

務に従事し、又は他の事業所、施設等の職務

に従事することができるものとする。 

介護事業者は、共同生活住居ごとに専らその

職務に従事する常勤の管理者を置かなければ

ならない。ただし、当該管理者は、共同生活住

居の管理上支障がない場合は、当該共同生活

住居の他の職務に従事し、又は同一敷地内に

ある他の事業所、施設等若しくは併設する指

定小規模多機能型居宅介護事業所の職務に従

事することができるものとする。 

２・３ （略） ２・３ （略） 

 （管理者による管理）  （管理者による管理） 

第７９条 共同生活住居の管理者は、同時に介

護保険施設、指定居宅サービス、指定地域密

着型サービス、指定介護予防サービス若しく

は地域密着型介護予防サービス（サテライト

型指定介護予防認知症対応型共同生活介護事

業所の場合は、本体事業所が提供する指定介

護予防認知症対応型共同生活介護を除く。）の

事業を行う事業所、病院、診療所又は社会福

祉施設を管理する者であってはならない。た

だし、当該共同生活住居の管理上支障がない

場合は、この限りでない。 

第７９条 共同生活住居の管理者は、同時に介

護保険施設、指定居宅サービス、指定地域密

着型サービス、指定介護予防サービス若しく

は地域密着型介護予防サービス（サテライト

型指定介護予防認知症対応型共同生活介護事

業所の場合は、本体事業所が提供する指定介

護予防認知症対応型共同生活介護を除く。）の

事業を行う事業所、病院、診療所又は社会福

祉施設を管理する者であってはならない。た

だし、これらの事業所、施設等が同一敷地内

にあること等により当該共同生活住居の管理

上支障がない場合は、この限りでない。 

 （協力医療機関等）  （協力医療機関等） 

第８３条 （略） 第８３条 （略） 

２ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事

業者は、前項の規定に基づき協力医療機関を

定めるに当たっては、次に掲げる要件を満た

す協力医療機関を定めるように努めなければ

ならない。 

(1) 利用者の病状が急変した場合等において

医師又は看護職員が相談対応を行う体制を

常時確保していること。 

(2) 当該指定介護予防認知症対応型共同生活

介護事業者からの診療の求めがあった場合

において診療を行う体制を、常時確保して
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いること。 

３ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事

業者は、１年に１回以上、協力医療機関との

間で、利用者の病状が急変した場合等の対応

を確認するとともに、協力医療機関の名称等

を、当該指定介護予防認知症対応型共同生活

介護事業者に係る指定を行った市長に届け出

なければならない。 

４ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事

業者は、感染症の予防及び感染症の患者に対

する医療に関する法律（平成１０年法律第１

１４号）第６条第１７項に規定する第二種協

定指定医療機関（次項において「第二種協定

指定医療機関」という。）との間で、新興感染

症（同条第７項に規定する新型インフルエン

ザ等感染症、同条第８項に規定する指定感染

症又は同条第９項に規定する新感染症をい

う。次項において同じ。）の発生時等の対応を

取り決めるように努めなければならない。 

５ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事

業者は、協力医療機関が第二種協定指定医療

機関である場合においては、当該第二種協定

指定医療機関との間で、新興感染症の発生時

等の対応について協議を行わなければならな

い。 

６ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事

業者は、利用者が協力医療機関その他の医療

機関に入院した後に、当該利用者の病状が軽

快し、退院が可能となった場合においては、

再び当該指定介護予防認知症対応型共同生活

介護事業所に速やかに入所させることができ

るように努めなければならない。 

７・８ （略） ２・３ （略） 

（記録の整備） （記録の整備） 

第８５条 （略） 第８５条 （略） 
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２ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事

業者は、利用者に対する指定介護予防認知症

対応型共同生活介護の提供に関する次の各号

に掲げる記録を整備し、その完結の日から５

年間保存しなければならない。 

２ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事

業者は、利用者に対する指定介護予防認知症

対応型共同生活介護の提供に関する次に掲げ

る記録を整備し、当該指定介護予防認知症対

応型共同生活介護を提供した日から５年間保

存しなければならない。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 第７６条第２項の規定による提供した具

体的なサービスの内容等の記録 

(2) 第７６条第２項に規定する提供した具体

的なサービスの内容等の記録 

(3) 第７８条第２項の規定による身体的拘束

等の態様及び時間、その際の利用者の心身

の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

(3) 第７８条第２項に規定する身体的拘束等

の態様及び時間、その際の利用者の心身の

状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

(4) 次条において準用する第２４条の規定に

よる市への通知に係る記録 

(4) 次条において準用する第２４条に規定す

る市への通知に係る記録 

(5) 次条において準用する第３６条第２項の

規定による苦情の内容等の記録 

(5) 次条において準用する第３６条第２項に

規定する苦情の内容等の記録 

(6) 次条において準用する第３７条第２項の

規定による事故の状況及び事故に際して採

った処置についての記録 

(6) 次条において準用する第３７条第２項に

規定する事故の状況及び事故に際して採っ

た処置についての記録 

(7) （略）  (7) （略）  

（準用） （準用） 

第８６条 第１１条、第１２条、第１４条、第１

５条、第２３条、第２４条、第２６条、第２８

条の２、第３１条から第３４条まで、第３６

条から第３９条まで（第３７条第４項及び第

３９条第５項を除く。）、第５６条、第５９条、

第６１条及び第６３条の２の規定は、指定介

護予防認知症対応型共同生活介護の事業につ

いて準用する。この場合において、第１１条

第１項中「第２７条に規定する運営規程」と

あるのは「第８０条に規定する重要事項に関

する規程」と、同項、第２８条の２第２項、第

３１条第２項第１号及び第３号、第３２条第

１項並びに第３７条の２第１号及び第３号中

第８６条 第１１条、第１２条、第１４条、第１

５条、第２３条、第２４条、第２６条、第２８

条の２、第３１条から第３４条まで、第３６

条から第３９条まで（第３７条第４項及び第

３９条第５項を除く。）、第５６条、第５９条

及び第６１条の規定は、指定介護予防認知症

対応型共同生活介護の事業について準用す

る。この場合において、第１１条第１項中「第

２７条に規定する運営規程」とあるのは「第

８０条に規定する重要事項に関する規程」と、

同項、第２８条の２第２項、第３１条第２項

第１号及び第３号、第３２条第１項並びに第

３７条の２第１号及び第３号中「介護予防認
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「介護予防認知症対応型通所介護従業者」と

あるのは「介護従業者」と、第２６条第２項中

「この節」とあるのは「第４章第４節」と、第

３９条第１項中「介護予防認知症対応型通所

介護について知見を有する者」とあるのは「介

護予防認知症対応型共同生活介護について知

見を有する者」と、「６月」とあるのは「２月」

と、第５６条中「介護予防小規模多機能型居

宅介護従業者」とあるのは「介護従業者」と、

第５９条中「指定介護予防小規模多機能型居

宅介護事業者」とあるのは「指定介護予防認

知症対応型共同生活介護事業者」と読み替え

るものとする。 

知症対応型通所介護従業者」とあるのは「介

護従業者」と、第２６条第２項中「この節」と

あるのは「第４章第４節」と、第３９条第１項

中「介護予防認知症対応型通所介護について

知見を有する者」とあるのは「介護予防認知

症対応型共同生活介護について知見を有する

者」と、「６月」とあるのは「２月」と、第５

６条中「介護予防小規模多機能型居宅介護従

業者」とあるのは「介護従業者」と、第５９条

中「指定介護予防小規模多機能型居宅介護事

業者」とあるのは「指定介護予防認知症対応

型共同生活介護事業者」と読み替えるものと

する。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

（重要事項の掲示に係る経過措置） 

２ 令和６年４月１日から令和７年３月３１日までの間は、この条例の規定による

改正後の美濃加茂市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運

営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援

の方法に関する基準を定める条例（以下「改正後の条例」という。）第３２条第３

項（改正後の条例第６５条及び第８６条において準用する場合を含む。）の規定の

適用については、同項中「指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、原則と

して、重要事項をウェブサイトに掲載しなければならない。」とあるのは、「削除」

とする。 

（身体的拘束等の適正化に係る経過措置） 

３ 令和６年４月１日から令和７年３月３１日までの間は、改正後の条例第５３条

第３項の規定の適用については、この規定中「講じなければ」とあるのは、「講じ

るよう努めなければ」とする。 

（利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策

を検討するための委員会の設置に係る経過措置） 

４ 令和６年４月１日から令和９年３月３１日までの間は、改正後の条例第６３条

の２（改正後の条例第８６条において準用する場合を含む。）の規定の適用につい

ては、この規定中「しなければ」とあるのは、「するよう努めなければ」とする。 
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議第８号 

美濃加茂市指定地域密着型サービス事業者等の指定に関する基準を定

める条例の一部を改正する条例について 

美濃加茂市指定地域密着型サービス事業者等の指定に関する基準を定める条例の

一部を改正する条例を下記のとおり制定する。 

  令和６年２月２１日提出 

美濃加茂市長  藤 井 浩 人   

記 

美濃加茂市指定地域密着型サービス事業者等の指定に関する基準を定める条

例の一部を改正する条例  

美濃加茂市指定地域密着型サービス事業者等の指定に関する基準を定める条例

（平成２４年美濃加茂市条例第３１号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

（申請者の資格） （申請者の資格） 

第３条 法第７８条の２第４項第１号及び法

第１１５条の１２第２項第１号の条例で定

める者は、法人又は病床を有する診療所を開

設している者（看護小規模多機能型居宅介護

（法第８条第２３項第１号に規定するサー

ビスをいう。）に限る。）とする。 

第３条 法第７８条の２第４項第１号及び法

第１１５条の１２第２項第１号の条例で定

める者は、法人又は病床を有する診療所を開

設している者（介護保険法施行規則（平成１

１年厚生省令第３６号）第１７条の１２に規

定する看護小規模多機能型居宅介護に限

る。）とする。 

２ （略） ２ （略） 

附 則 

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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議第９号 

美濃加茂市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護

予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準

を定める条例の一部を改正する条例について 

美濃加茂市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等

に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例の一部を改

正する条例を下記のとおり制定する。 

  令和６年２月２１日提出 

美濃加茂市長  藤 井 浩 人   

記 

美濃加茂市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支

援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例

の一部を改正する条例 

 美濃加茂市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等

に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例（平成２７

年美濃加茂市条例第４号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

（従業者の員数） （従業者の員数） 

第５条 地域包括支援センターの設置者であ

る指定介護予防支援事業者は、当該指定に係

る事業所ごとに１以上の員数の指定介護予

防支援の提供に当たる必要な数の保健師そ

の他の指定介護予防支援に関する知識を有

する職員（以下「担当職員」という。）を置か

なければならない。 

第５条 指定介護予防支援事業者は、当該指定

に係る事業所（以下「指定介護予防支援事業

所」という。）ごとに１以上の員数の指定介護

予防支援の提供に当たる必要な数の保健師

その他の指定介護予防支援に関する知識を

有する職員(以下「担当職員」という。)を置

かなければならない。 

２ 指定居宅介護支援事業者である指定介護

予防支援事業者は、当該指定に係る事業所ご

とに１以上の員数の指定介護予防支援の提

供に当たる必要な数の介護支援専門員を置

かなければならない。 
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（管理者） （管理者） 

第６条 指定介護予防支援事業者は、当該指定

に係る事業所（以下「指定介護予防支援事業

所」という。）ごとに常勤の管理者を置かなけ

ればならない。 

第６条 指定介護予防支援事業者は、指定介護

予防支援事業所ごとに常勤の管理者を置か

なければならない。 

２ 地域包括支援センターの設置者である指

定介護予防支援事業者が前項の規定により

置く管理者は、専らその職務に従事する者で

なければならない。ただし、指定介護予防支

援事業所の管理に支障がない場合は、当該指

定介護予防支援事業所の他の職務に従事し、

又は当該指定介護予防支援事業者である地

域包括支援センターの職務に従事すること

ができるものとする。 

２ 前項に規定する管理者は、専らその職務に

従事する者でなければならない。ただし、指

定介護予防支援事業所の管理に支障がない

場合は、当該指定介護予防支援事業所の他の

職務に従事し、又は当該指定介護予防支援事

業者である地域包括支援センターの職務に

従事することができるものとする。 

３ 指定居宅介護支援事業者である指定介護

予防支援事業者が第１項の規定により置く

管理者は、介護保険法施行規則（平成１１年

厚生省令第３６号）第１４０条の６６第１号

イ(3)に規定する主任介護支援専門員（以下

この項において「主任介護支援専門員」とい

う。）でなければならない。ただし、主任介護

支援専門員の確保が著しく困難である等や

むを得ない理由がある場合については、介護

支援専門員（主任介護支援専門員を除く。）を

第１項に規定する管理者とすることができ

る。 

４ 前項の管理者は、専らその職務に従事する

者でなければならない。ただし、次に掲げる

場合は、この限りでない。 

 (1) 管理者がその管理する指定介護予防支

援事業所の介護支援専門員の職務に従事

する場合 

 (2) 管理者が他の事業所の職務に従事する

場合（その管理する指定介護予防支援事業

所の管理に支障がない場合に限る。） 

（内容及び手続の説明及び同意） （内容及び手続の説明及び同意） 
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第７条 （略） 第７条 （略） 

２ 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防

支援の提供の開始に際し、あらかじめ、利用

者又はその家族に対し、介護予防サービス計

画が第４条に規定する基本方針及び利用者

の希望に基づき作成されるものであり、利用

者は複数の指定介護予防サービス事業者（法

第５３条第１項に規定する指定介護予防サ

ービス事業者をいう。以下同じ。）等を紹介す

るよう求めることができること等につき説

明を行い、理解を得なければならない。 

２ 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防

支援の提供の開始に際し、あらかじめ、介護

予防サービス計画が第４条に規定する基本

方針及び利用者の希望に基づき作成される

ものであり、利用者は複数の指定介護予防サ

ービス事業者（法第５３条第１項に規定する

指定介護予防サービス事業者をいう。以下同

じ。）等を紹介するよう求めることができる

こと等につき説明を行い、理解を得なければ

ならない。 

３ 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防

支援の提供の開始に際し、あらかじめ、利用

者又はその家族に対し、利用者について、病

院又は診療所に入院する必要が生じた場合

には、担当職員（指定居宅介護支援事業者で

ある指定介護予防支援事業者の場合にあっ

ては介護支援専門員。以下この章及び次章に

おいて同じ。）の氏名及び連絡先を当該病院

又は診療所に伝えるよう求めなければなら

ない。 

３ 指定介護予防支援事業者は、指定介護予防

支援の提供の開始に際し、あらかじめ、利用

者又はその家族に対し、利用者について、病

院又は診療所に入院する必要が生じた場合

には、担当職員の氏名及び連絡先を当該病院

又は診療所に伝えるよう求めなければなら

ない。 

４～８ （略） ４～８ （略） 

（利用料等の受領） （利用料等の受領） 

第１３条 （略） 第１３条 （略） 

２ 指定居宅介護支援事業者である指定介護

予防支援事業者は、前項の利用料のほか、利

用者の選定により通常の事業の実施地域以

外の地域の居宅を訪問して指定介護予防支

援を行う場合には、それに要した交通費の支

払を利用者から受けることができる。 

３ 指定居宅介護支援事業者である指定介護

予防支援事業者は、前項に規定する費用の額

に係るサービスの提供に当たっては、あらか

じめ、利用者又はその家族に対し、当該サー
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ビスの内容及び費用について説明を行い、利

用者の同意を得なければならない。 

（保険給付の請求のための証明書の交付） （保険給付の請求のための証明書の交付） 

第１４条 指定介護予防支援事業者は、提供し

た指定介護予防支援について前条第１項の

利用料の支払を受けた場合には、当該利用料

の額等を記載した指定介護予防支援提供証

明書を利用者に対して交付しなければなら

ない。 

第１４条 指定介護予防支援事業者は、提供し

た指定介護予防支援について前条の利用料

の支払を受けた場合には、当該利用料の額等

を記載した指定介護予防支援提供証明書を

利用者に対して交付しなければならない。 

（指定介護予防支援の業務の委託） （指定介護予防支援の業務の委託） 

第１５条 地域包括支援センターの設置者で

ある指定介護予防支援事業者は、法第１１５

条の２３第３項の規定により指定介護予防

支援の一部を委託する場合には、次の各号に

掲げる事項を遵守しなければならない。  

第１５条 指定介護予防支援事業者は、法第１

１５条の２３第３項の規定により指定介護

予防支援の一部を委託する場合には、次に掲

げる事項を遵守しなければならない。 

 (1) 委託に当たっては、中立性及び公正性の

確保を図るため美濃加茂市高齢者施策等

運営協議会（介護保険法施行規則第１４０

条の６６第１号ロ（2）に規定する地域包括

支援センター運営協議会として設置する

美濃加茂市附属機関の設置に関する条例

（平成２３年美濃加茂市条例第２号）に定

める美濃加茂市高齢者施策等運営協議会

をいう。）の議を経なければならないこと。

 (1) 委託に当たっては、中立性及び公正性の

確保を図るため美濃加茂市高齢者施策等

運営協議会（介護保険法施行規則（平成１

１年厚生省令第３６号）第１４０条の６６

第１号ロ（2）に規定する地域包括支援セン

ター運営協議会として設置する美濃加茂

市附属機関の設置に関する条例（平成２３

年美濃加茂市条例第２号）に定める美濃加

茂市高齢者施策等運営協議会をいう。）の

議を経なければならないこと。 

 (2)・(3) （略）  (2)・(3) （略） 

 (4) 委託する指定居宅介護支援事業者に対

し、指定介護予防支援の業務を実施する介

護支援専門員が、第２章、この章及び次章

の規定（第３３条第２９号の規定を除く。）

を遵守するよう措置させなければならな

いこと。 

 (4) 委託する指定居宅介護支援事業者に対

し、指定介護予防支援の業務を実施する介

護支援専門員が、第２章、この章及び次章

の規定を遵守するよう措置させなければ

ならないこと。 

（掲示） （掲示） 
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第２４条 指定介護予防支援事業者は、指定介

護予防支援事業所の見やすい場所に、運営規

程の概要、担当職員の勤務の体制その他の利

用申込者のサービスの選択に資すると認め

られる重要事項（以下この条において単に

「重要事項」という。）を掲示しなければなら

ない。 

第２４条 指定介護予防支援事業者は、指定介

護予防支援事業所の見やすい場所に、運営規

程の概要、担当職員の勤務の体制その他の利

用申込者のサービスの選択に資すると認め

られる重要事項を掲示しなければならない。

２ 指定介護予防支援事業者は、重要事項を記

載した書面を当該指定介護予防支援事業所

に備え付け、かつ、これをいつでも関係者に

自由に閲覧させることにより、前項の規定に

よる掲示に代えることができる。 

２ 指定介護予防支援事業者は、前項に規定す

る事項を記載した書面を当該指定介護予防

支援事業所に備え付け、かつ、これをいつで

も関係者に自由に閲覧させることにより、同

項の規定による掲示に代えることができる。

３ 指定介護予防支援事業者は、原則として、

重要事項をウェブサイトに掲載しなければ

ならない。 

（記録の整備） （記録の整備） 

第３１条 （略） 第３１条 （略） 

２ 指定介護予防支援事業者は、利用者に対す

る指定介護予防支援の提供に関する次の各

号に掲げる記録を整備し、その完結の日から

５年間保存しなければならない。 

２ 指定介護予防支援事業者は、利用者に対す

る指定介護予防支援の提供に関する次に掲

げる記録を整備し、当該指定介護予防支援を

提供した日から５年間保存しなければなら

ない。 

 (1) （略）  (1) （略） 

 (2) 個々の利用者ごとに次に掲げる事項を

記載した介護予防支援台帳 

 (2) 個々の利用者ごとに次に掲げる事項を

記載した介護予防支援台帳 

  ア～ウ （略） ア～ウ （略） 

  エ 第３３条第１５号の規定による評価

の結果の記録 

  エ 第３３条第１５号に規定する評価の

結果の記録 

  オ （略）   オ （略） 

 (3) 第３３条第２号の３の規定による身体

的拘束その他利用者の行動を制限する行

為（同条第２号の２及び第２号の３におい

て「身体的拘束等」という。）の態様及び時
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間、その際の利用者の心身の状況並びに緊

急やむを得ない理由の記録 

 (4) 第１８条の規定による市への通知に係

る記録 

 (3) 第１８条に規定する市への通知に係る

記録 

 (5) 第２８条第２項の規定による苦情の内

容等の記録 

 (4) 第２８条第２項に規定する苦情の内容

等の記録 

 (6) 第２９条第２項の規定による事故の状

況及び事故に際して採った処置について

の記録 

 (5) 第２９条第２項に規定する事故の状況

及び事故に際して採った処置についての

記録 

（指定介護予防支援の具体的取扱方針） （指定介護予防支援の具体的取扱方針） 

第３３条 指定介護予防支援の方針は、第４条

に規定する基本方針及び前条に規定する基

本取扱方針に基づき、次に掲げるところによ

るものとする。 

第３３条 指定介護予防支援の方針は、第４条

に規定する基本方針及び前条に規定する基

本取扱方針に基づき、次に掲げるところによ

るものとする。 

 (1)・(2) （略）  (1)・(2) （略） 

 (2)の２ 指定介護予防支援の提供に当たっ

ては、当該利用者又は他の利用者等の生命

又は身体を保護するため緊急やむを得な

い場合を除き、身体的拘束等を行ってはな

らない。 

 (2)の３ 前号の身体的拘束等を行う場合に

は、その態様及び時間、その際の利用者の

心身の状況並びに緊急やむを得ない理由

を記録しなければならない。 

 (3)～(15) （略）  (3)～(15) （略） 

 (16) 担当職員は、第１４号に規定する実施

状況の把握（以下「モニタリング」という。）

に当たっては、利用者及びその家族、指定

介護予防サービス事業者等との連絡を継

続的に行うこととし、特段の事情のない限

り、次に定めるところにより行わなければ

ならない。 

 (16) 担当職員は、第１４号に規定する実施

状況の把握（以下「モニタリング」という。）

に当たっては、利用者及びその家族、指定

介護予防サービス事業者等との連絡を継

続的に行うこととし、特段の事情のない限

り、次に定めるところにより行わなければ

ならない。 
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  ア 少なくともサービスの提供を開始す

る月の翌月から起算して３月に１回、利

用者に面接すること。 

  ア 少なくともサービスの提供を開始す

る月の翌月から起算して３月に１回及

びサービスの評価期間が終了する月並

びに利用者の状況に著しい変化があっ

たときは、利用者の居宅を訪問し、利用

者に面接すること。 

  イ アの規定による面接は、利用者の居宅

を訪問することによって行うこと。ただ

し、次のいずれにも該当する場合であっ

て、サービスの提供を開始する月の翌月

から起算して３月ごとの期間（以下この

号において単に「期間」という。）につい

て、少なくとも連続する２期間に１回、

利用者の居宅を訪問して利用者に面接

するときは、利用者の居宅を訪問しない

期間において、テレビ電話装置等を活用

して利用者に面接することができる。 

   (ｱ) テレビ電話装置等を活用して面接

を行うことについて、文書により利用

者の同意を得ていること。 

   (ｲ) サービス担当者会議等において、次

に掲げる事項について主治の医師、担

当者その他の関係者の合意を得てい

ること。  

    (a) 利用者の心身の状況が安定して

いること。 

    (b) 利用者がテレビ電話装置等を活

用して意思疎通を行うことができ

ること。 

    (c) 担当職員が、テレビ電話装置等を

活用したモニタリングでは把握で

きない情報について、担当者から提

供を受けること。 

  ウ サービスの評価期間が終了する月及

び利用者の状況に著しい変化があった
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ときは、利用者の居宅を訪問し、利用者

に面接すること。 

  エ 利用者の居宅を訪問しない月（イただ

し書の規定によりテレビ電話装置等を

活用して利用者に面接する月を除く。）

においては、可能な限り、指定介護予防

通所リハビリテーション事業所（指定介

護予防サービス等基準第１１７条第１

項に規定する指定介護予防通所リハビ

リテーション事業所をいう。）を訪問す

る等の方法により利用者に面接するよ

う努めるとともに、当該面接ができない

場合にあっては、電話等により利用者と

の連絡を実施すること。 

  イ 利用者の居宅を訪問しない月におい

ては、可能な限り、指定介護予防通所リ

ハビリテーション事業所（指定介護予防

サービス等基準第１１７条第１項に規

定する指定介護予防通所リハビリテー

ション事業所をいう。)を訪問する等の

方法により利用者に面接するよう努め

るとともに、当該面接ができない場合に

あっては、電話等により利用者との連絡

を実施すること。 

  オ （略）   ウ （略） 

 (17)～(28) （略）  (17)～(28) （略） 

 (29) 指定居宅介護支援事業者である指定介

護予防支援事業者は、法第１１５条の３０

の２第１項の規定により市長から情報の

提供を求められた場合には、その求めに応

じなければならない。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

（重要事項の掲示に係る経過措置） 

２ 令和６年４月１日から令和７年３月３１日までの間は、この条例の規定による

改正後の美濃加茂市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予

防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例

（以下「改正後の条例」という。）第２４条第３項（改正後の条例第３５条におい

て準用する場合を含む。）の規定の適用については、同項中「指定介護予防認知症

対応型通所介護事業者は、原則として、重要事項をウェブサイトに掲載しなけれ

ばならない。」とあるのは、「削除」とする。 
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議第１０号 

美濃加茂市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営等に関する基準

を定める条例の一部を改正する条例について 

美濃加茂市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営等に関する基準を定める条

例の一部を改正する条例を下記のとおり制定する。 

  令和６年２月２１日提出 

美濃加茂市長  藤 井 浩 人  

記 

美濃加茂市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営等に関する基準を定め

る条例の一部を改正する条例 

 美濃加茂市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営等に関する基準を定める条

例（平成３０年美濃加茂市条例第２号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

（従業者の員数） （介護支援専門員の員数） 

第５条 （略） 第５条 （略） 

２ 前項に規定する員数の基準は、利用者の数

（当該指定居宅介護支援事業者が指定介護

予防支援事業者の指定を併せて受け、又は法

第１１５条の２３第３項の規定により地域

包括支援センターの設置者である指定介護

予防支援事業者から委託を受けて、当該指定

居宅介護支援事業所において指定介護予防

支援（法第５８条第１項に規定する指定介護

予防支援をいう。以下この項及び第１６条第

２９号において同じ。）を行う場合にあって

は、当該事業所における指定居宅介護支援の

利用者の数に当該事業所における指定介護

予防支援の利用者の数に３分の１を乗じた

数を加えた数。次項において同じ。）が４４

２ 前項に規定する員数の基準は、利用者の数

が３５又はその端数を増すごとに１とする。
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又はその端数を増すごとに１とする。 

３ 前項の規定にかかわらず、指定居宅介護支

援事業所が、公益社団法人国民健康保険中央

会（昭和３４年１月１日に社団法人国民健康

保険中央会という名称で設立された法人を

いう。）が運用及び管理を行う指定居宅介護

支援事業者及び指定居宅サービス事業者等

の使用に係る電子計算機と接続された居宅

サービス計画の情報の共有等のための情報

処理システムを利用し、かつ、事務職員を配

置している場合における第１項に規定する

員数の基準は、利用者の数が４９又はその端

数を増すごとに１とする。 

（管理者） （管理者） 

第６条 （略） 第６条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 第１項に規定する管理者は、専らその職務

に従事する者でなければならない。ただし、

次に掲げる場合は、この限りでない。 

３ 第１項に規定する管理者は、専らその職務

に従事する者でなければならない。ただし、

次に掲げる場合は、この限りでない。 

 (1) （略）  (1) （略） 

 (2) 管理者が他の事業所の職務に従事する

場合（その管理する指定居宅介護支援事業

所の管理に支障がない場合に限る。） 

 (2) 管理者が同一敷地内にある他の事業所

の職務に従事する場合（その管理する指定

居宅介護支援事業所の管理に支障がない

場合に限る。） 

（内容及び手続の説明及び同意） （内容及び手続の説明及び同意） 

第７条 （略） 第７条 （略） 

２ 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護

支援の提供の開始に際し、あらかじめ、利用

者又はその家族に対し、居宅サービス計画が

第３条に規定する基本方針及び利用者の希

望に基づき作成されるものであり、利用者は

複数の指定居宅サービス事業者等を紹介す

るよう求めることができること等につき説

明を行い、理解を得なければならない。 

２ 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護

支援の提供の開始に際し、あらかじめ、居宅

サービス計画が第３条に規定する基本方針

及び利用者の希望に基づき作成されるもの

であり、利用者は複数の指定居宅サービス事

業者等を紹介するよう求めることができる

こと、前６月間に当該指定居宅介護支援事業

所において作成された居宅サービス計画の
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総数のうちに訪問介護、通所介護、福祉用具

貸与及び地域密着型通所介護（以下この項に

おいて「訪問介護等」という。）がそれぞれ

位置付けられた居宅サービス計画の数が占

める割合、前６月間に当該指定居宅介護支援

事業所において作成された居宅サービス計

画に位置付けられた訪問介護等ごとの回数

のうちに同一の指定居宅サービス事業者又

は指定地域密着型サービス事業者によって

提供されたものが占める割合等につき説明

を行い、理解を得なければならない。 

３ 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護

支援の提供の開始に際し、あらかじめ、利用

者又はその家族に対し、前６月間に当該指定

居宅介護支援事業所において作成された居

宅サービス計画の総数のうちに訪問介護、通

所介護、福祉用具貸与及び地域密着型通所介

護（以下この項において「訪問介護等」とい

う。）がそれぞれ位置付けられた居宅サービ

ス計画の数が占める割合及び前６月間に当

該指定居宅介護支援事業所において作成さ

れた居宅サービス計画に位置付けられた訪

問介護等ごとの回数のうちに同一の指定居

宅サービス事業者又は指定地域密着型サー

ビス事業者によって提供されたものが占め

る割合につき説明を行い、理解を得るよう努

めなければならない。 

４ （略） ３ （略） 

５ 指定居宅介護支援事業者は、利用申込者又

はその家族からの申出があった場合には、第

１項の規定による文書の交付に代えて、第８

項で定めるところにより、当該利用申込者又

はその家族の承諾を得て、当該文書に記すべ

き重要事項を電子情報処理組織を使用する

方法その他の情報通信の技術を利用する方

法であって次に掲げるもの（以下この条にお

４ 指定居宅介護支援事業者は、利用申込者又

はその家族からの申出があった場合には、第

１項の規定による文書の交付に代えて、第６

項に定めるところにより、当該利用申込者又

はその家族の承諾を得て、当該文書に記すべ

き重要事項を電子情報処理組織（指定居宅介

護支援事業者の使用に係る電子計算機と利

用申込者又はその家族の使用に係る電子計
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いて「電磁的方法」という。）により提供す

ることができる。この場合において、当該指

定居宅介護支援事業者は、当該文書を交付し

たものとみなす。 

算機とを電気通信回線で接続したものをい

う。以下同じ。）その他情報通信の技術を利

用する方法であって次に掲げるもの(以下こ

の条において「電磁的方法」という。)によ

り提供することができる。この場合におい

て、当該指定居宅介護支援事業者は、当該文

書を交付したものとみなす。 

 (1)・(2) （略）  (1)・(2) （略） 

６ （略） ５ （略） 

７ 第５項第１号の「電子情報処理組織」とは、

指定居宅介護支援事業者の使用に係る電子

計算機と、利用申込者又はその家族の使用に

係る電子計算機とを電気通信回線で接続し

た電子情報処理組織をいう。 

８ 指定居宅介護支援事業者は、第５項の規定

により第１項に規定する重要事項を提供し

ようとするときは、あらかじめ、当該利用申

込者又はその家族に対し、その用いる次に掲

げる電磁的方法の種類及び内容を示し、文書

又は電磁的方法による承諾を得なければな

らない。 

６ 指定居宅介護支援事業者は、第４項の規定

により第１項に規定する重要事項を提供し

ようとするときは、あらかじめ、当該利用申

込者又はその家族に対し、その用いる次に掲

げる電磁的方法の種類及び内容を示し、文書

又は電磁的方法による承諾を得なければな

らない。 

(1) 第５項各号に掲げる方法のうち指定居

宅介護支援事業者が使用するもの 

(1) 第４項各号に掲げる方法のうち指定居

宅介護支援事業者が使用するもの 

(2) （略）  (2) （略） 

９ （略） ７ （略） 

 （指定居宅介護支援の具体的取扱方針）  （指定居宅介護支援の具体的取扱方針） 

第１６条 指定居宅介護支援の方針は、第３条

に規定する基本方針及び前条に規定する基

本取扱方針に基づき、次に掲げるところによ

るものとする。 

第１６条 指定居宅介護支援の方針は、第３条

に規定する基本方針及び前条に規定する基

本取扱方針に基づき、次に掲げるところによ

るものとする。 

(1)・(2) （略） (1)・(2) （略） 

(2)の２ 指定居宅介護支援の提供に当たっ

ては、当該利用者又は他の利用者等の生

命又は身体を保護するため緊急やむを得
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ない場合を除き、身体的拘束その他利用

者の行動を制限する行為（以下「身体的拘

束等」という。）を行ってはならない。 

(2)の３ 前号の身体的拘束等を行う場合に

は、その態様及び時間、その際の利用者の

心身の状況並びに緊急やむを得ない理由

を記録しなければならない。 

 (3)～(13) （略） (3)～(13) （略） 

 (14) 介護支援専門員は、前号に規定する実

施状況の把握（以下「モニタリング」とい

う。）に当たっては、利用者及びその家族、

指定居宅サービス事業者等との連絡を継

続的に行うこととし、特段の事情のない限

り、次に定めるところにより行わなければ

ならない。 

(14) 介護支援専門員は、前号に規定する実

施状況の把握（以下「モニタリング」とい

う。）に当たっては、利用者及びその家族、

指定居宅サービス事業者等との連絡を継

続的に行うこととし、特段の事情のない限

り、次に定めるところにより行わなければ

ならない。 

  ア 少なくとも１月に１回、利用者に面接

すること。 

  ア 少なくとも１月に１回、利用者の居宅

を訪問し、利用者に面接すること。 

  イ アの規定による面接は、利用者の居宅

を訪問することによって行うこと。ただ

し、次のいずれにも該当する場合であっ

て、少なくとも２月に１回、利用者の居

宅を訪問して利用者に面接するときは、

利用者の居宅を訪問しない月において

は、テレビ電話装置等を活用して利用者

に面接することができるものとする。 

   (ｱ) テレビ電話装置等を活用して面接

を行うことについて、文書により利用

者の同意を得ていること。 

   (ｲ) サービス担当者会議等において、次

に掲げる事項について主治の医師、担

当者その他の関係者の合意を得てい

ること。 

    (a) 利用者の心身の状況が安定して

いること。 
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    (b) 利用者がテレビ電話装置等を活

用して意思疎通を行うことができ

ること。 

    (c) 介護支援専門員が、テレビ電話装

置等を活用したモニタリングでは

把握できない情報について、担当者

から提供を受けること。 

  ウ （略）   イ （略） 

(15) 介護支援専門員は、指定居宅サービス

事業者等から利用者に係る情報の提供を

受けたときその他必要と認めるときは、利

用者の服薬状況、口腔機能その他の利用者

の心身又は生活の状況に係る情報のうち

必要と認めるものを、利用者の同意を得て

主治の医師等又は薬剤師に提供するもの

とする。 

(15) 指定居宅サービス事業者等から利用者

に係る情報の提供を受けたときその他必

要と認めるときは、利用者の服薬状況、口

腔機能その他の利用者の心身又は生活の

状況に係る情報のうち必要と認めるもの

を、利用者の同意を得て主治の医師、歯科

医師又は薬剤師に提供するものとする。 

 (16)～(28) （略）  (16)～(28) （略） 

 (29) 指定居宅介護支援事業者は、法第１１

５条の２３第３項の規定に基づき、地域包

括支援センターの設置者である指定介護

予防支援事業者から指定介護予防支援の

業務の委託を受けるに当たっては、その業

務量等を勘案し、当該指定居宅介護支援事

業者が行う指定居宅介護支援の業務が適

正に実施できるよう配慮しなければなら

ない。 

 (29) 指定居宅介護支援事業者は、法第１１

５条の２３第３項の規定に基づき、指定介

護予防支援事業者から指定介護予防支援

の業務の委託を受けるに当たっては、その

業務量等を懸案し、当該指定居宅介護支援

事業者が行う指定居宅介護支援の業務が

適正に実施できるよう配慮しなければな

らない。 

(30) （略） (30) （略） 

（掲示） （掲示） 

第２５条 指定居宅介護支援事業者は、指定居

宅介護支援事業所の見やすい場所に、運営規

程の概要、介護支援専門員の勤務の体制その

他の利用申込者のサービスの選択に資する

と認められる重要事項（以下この条において

単に「重要事項」という。）を掲示しなけれ

ばならない。 

第２５条 指定居宅介護支援事業者は、指定居

宅介護支援事業所の見やすい場所に、運営規

程の概要、介護支援専門員の勤務の体制その

他の利用申込者のサービスの選択に資する

と認められる重要事項を掲示しなければな

らない。 
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２ 指定居宅介護支援事業者は、重要事項を記

載した書面を当該指定居宅介護支援事業所

に備え付け、かつ、これをいつでも関係者に

自由に閲覧させることにより、前項の規定に

よる掲示に代えることができる。 

２ 指定居宅介護支援事業者は、前項に規定す

る事項を記載した書面を当該指定居宅介護

支援事業所に備え付け、かつ、これをいつで

も関係者に自由に閲覧させることにより、同

項の規定による掲示に代えることができる。

３ 指定居宅介護支援事業者は、原則として、

重要事項をウェブサイトに掲載しなければ

ならない。 

 （記録の整備）  （記録の整備） 

第３２条 （略） 第３２条 （略） 

２ 指定居宅介護支援事業者は、利用者に対す

る指定居宅介護支援の提供に関する次の各

号に掲げる記録を整備し、その完結の日から

５年間保存しなければならない。 

２ 指定居宅介護支援事業者は、利用者に対す

る指定居宅介護支援の提供に関する次の各

号に掲げる記録を整備し、その提供した日

（第２号に掲げる記録にあっては、当該指定

居宅介護支援を提供した日の属する月の

翌々月の末日）から５年間保存しなければな

らない。 

(1)・(2) （略） (1)・(2) （略） 

(3) 第１６条第２号の３に規定する身体的

拘束等の態様及び時間、その際の利用者

の心身の状況並びに緊急やむを得ない理

由の記録 

(4) 第１９条の規定による市への通知に係

る記録 

(3) 第１９条に規定する市への通知に係る

記録 

(5) 第２９条第２項の規定による苦情の内

容等の記録 

(4) 第２９条第２項に規定する苦情の内容

等の記録 

(6) 第３０条第２項の規定による事故の状

況及び事故に際してとった処置について

の記録 

(5) 第３０条第２項に規定する事故の状況

及び事故に際してとった処置についての

記録 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

（重要事項の掲示に係る経過措置） 

２ 令和６年４月１日から令和７年３月３１日までの間は、この条例の規定による

改正後の美濃加茂市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営等に関する基準を
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定める条例（以下「改正後の条例」という。）第２５条第３項（改正後の条例第３

３条において準用する場合を含む。）の規定の適用については、同項中「指定居宅

介護支援事業者は、原則として、重要事項をウェブサイトに掲載しなければなら

ない。」とあるのは、「削除」とする。 
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議第１１号 

美濃加茂市福祉医療費助成に関する条例の一部を改正する条例について 

美濃加茂市福祉医療費助成に関する条例の一部を改正する条例を下記のとおり制

定する。 

  令和６年２月２１日提出 

美濃加茂市長  藤 井 浩 人   

                  記 

美濃加茂市福祉医療費助成に関する条例の一部を改正する条例 

美濃加茂市福祉医療費助成に関する条例（昭和５９年美濃加茂市条例第２５号）

の一部を次のように改正する。

改正後 改正前 

（目的） （目的） 

第１条 この条例は、子ども、重度心身障害者、

母子家庭等の母及び児童並びに父子家庭の

父及び児童に対し、医療費の一部を助成（以

下「福祉医療費助成」という。）することに

より、これらの者の保健の向上に寄与し、も

つて福祉の増進を図ることを目的とする。 

第１条 この条例は、乳幼児等、重度心身障害

者、母子家庭等の母及び児童並びに父子家庭

の父及び児童に対し、医療費の一部を助成

（以下「福祉医療費助成」という。）するこ

とにより、これらの者の保健の向上に寄与

し、もつて福祉の増進を図ることを目的とす

る。 

 （定義）  （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる

用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

第２条 この条例において「乳幼児等」、「重

度心身障害者」、「母子家庭等の母及び児童」

及び「父子家庭の父及び児童」（以下「福祉

医療費助成対象者」という。）とは、次の各

号に定めるところによる。 

(1) 子ども 満１８歳に達する日以後の最

初の３月３１日以前にある者（第３号から

第５号までに該当する者を除く。）をいう。

(1) 乳幼児等 満１５歳に達する日以後に

おける最初の３月３１日以前の者（次号、

第３号又は第４号に該当する者を除く。）

をいう。 
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(2) 高校生等 子どものうち、満１５歳に達

する日以後の最初の４月１日から満１８

歳に達する日以後の最初の３月３１日ま

での間にある者をいう。 

(3)～(5) （略） (2)～(4) （略） 

(6) 福祉医療費助成対象者 子ども、重度心

身障害者、母子家庭等の母及び児童並びに

父子家庭の父及び児童をいう。 

（福祉医療費助成対象除外者） （福祉医療費助成対象除外者） 

第３条 前条第１項の規定にかかわらず、生活

保護法（昭和２５年法律第１４４号）の規定

による保護（生活に困窮する外国人に対する

同法に準じて行う保護を含む。）又は中国残

留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰

国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自

立の支援に関する法律（平成６年法律第３０

号）による支援給付を受けている者は、福祉

医療費助成対象者としない。 

第３条 前条第１項の規定にかかわらず、生活

保護法（昭和２５年法律第１４４号）の規定

による医療を受けることができる者は、福祉

医療費助成対象者としない。 

（受給者） （受給者） 

第５条 この条例により助成する医療費の支

給を受けることができる者（以下「受給者」

という。）は、第２条第２項第１号から第４

号まで及び第６号に掲げる法律の規定によ

る被保険者、加入者及び組合員並びに国民健

康保険法の規定による世帯主及び組合員並

びに高齢者医療確保法の規定による被保険

者とする。ただし、子どもについてはその父

母又はその生計を維持している者、母子家庭

等の母及び児童については母又は養育者、父

子家庭の父及び児童については父、重度心身

障害者についてはその父母又はその生計を

維持している者とすることができる。 

第５条 この条例により助成する医療費の支

給を受けることができる者（以下「受給者」

という。）は、第２条第２項第１号から第４

号まで及び第６号に掲げる法律の規定によ

る被保険者、加入者及び組合員並びに国民健

康保険法の規定による世帯主及び組合員並

びに高齢者医療確保法の規定による被保険

者とする。ただし、乳幼児等についてはその

父母又はその生計を維持している者、母子家

庭等の母及び児童については母又は養育者、

父子家庭の父及び児童については父、重度心

身障害者についてはその父母又はその生計

を維持している者とすることができる。 

（支給額） （支給額） 

第６条 市長は、受給資格者が社会保険各法の

規定による保険給付若しくは高齢者医療確

第６条 市長は、受給資格者が社会保険各法の

規定による保険給付若しくは高齢者医療確
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保法に規定する後期高齢者医療給付（以下

「保険給付等」という。）の対象となる療養

の給付等（保険外併用療養費の支給及び訪問

看護療養費の支給を含む。以下同じ。）又は

他の法令の規定による医療に関する給付を

受けた場合（高校生等については、入院に係

るものに限る。）に、社会保険各法若しくは

高齢者医療確保法の規定又は他の法令の規

定により算定した当該療養に要する費用の

額から次に掲げる額の合算額を控除した額

を受給者に支給する。ただし、第１１条第１

項に規定する助成対象者が医療費の支給申

請を行うことにより支給を受ける場合にあ

っては、当該額と社会保険各法又は高齢者医

療確保法の規定による一部負担金の額とを

比較して少ない方の額とする。 

保法に規定する後期高齢者医療給付（以下

「保険給付等」という。）の対象となる療養

の給付等（保険外併用療養費の支給及び訪問

看護療養費の支給を含む。以下同じ。）又は

他の法令の規定による医療に関する給付を

受けた場合に、社会保険各法若しくは高齢者

医療確保法の規定又は他の法令の規定によ

り算定した当該療養に要する費用の額から

次に掲げる額の合算額を控除した額を受給

者に支給する。ただし、第１１条第１項に規

定する助成対象者が医療費の支給申請を行

うことにより支給を受ける場合にあっては、

当該額と社会保険各法又は高齢者医療確保

法の規定による一部負担金の額とを比較し

て少ない方の額とする。 

(1)～(3) （略） (1)～(3) （略） 

２ （略） ２ （略） 

（受給者証の交付申請） （受給者証の交付申請） 

第８条 この条例により受給資格者に助成さ

れる医療費の支給を受けようとする受給者

（高校生等を除く。）は、規則の定めるとこ

ろにより福祉医療費受給者証（以下「受給者

証」という。）の交付を申請しなければなら

ない。 

第８条 この条例により受給資格者に助成さ

れる医療費の支給を受けようとする受給者

は、規則の定めるところにより福祉医療費受

給者証（以下「受給者証」という。）の交付

を申請しなければならない。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和６年１０月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の美濃加茂市福祉医療費助成に関する条例の規定中高校

生等に関する部分は、令和６年４月１日以後の療養の給付等に係る助成及び支給

から適用する。 
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議第１２号 

美濃加茂市防災会議設置条例の一部を改正する条例について 

美濃加茂市防災会議設置条例の一部を改正する条例を下記のとおり制定する。 

  令和６年２月２１日提出 

美濃加茂市長  藤 井 浩 人 

                  記 

美濃加茂市防災会議設置条例の一部を改正する条例 

美濃加茂市防災会議設置条例（昭和３７年美濃加茂市条例第１４号）の一部を次

のように改正する。 

改正後 改正前 

（会長及び委員） （会長及び委員） 

第３条 （略） 第３条 （略） 

２～４ （略） ２～４ （略） 

５ 委員は、２５名以内とし、次に掲げる者を

もつて充てる。 

５ 委員は、２５名以内とし、次に掲げる者を

もつて充てる。 

(1)～(4) （略） (1)～(4) （略） 

(5) 可茂消防事務組合中消防署長及び市消

防団長 

(5) 可茂消防事務組合消防長及び市消防団

長 

(6) （略） (6) （略） 

６ 委員の任期は、１年とし、再任を妨げない。

ただし、補欠の委員の任期は、その前任者の

残任期間とする。 

６ 委員の任期は、２年とし、再任を妨げない。

ただし、補欠の委員の任期は、その前任者の

残任期間とする。 

（委任） （議事等） 

第５条 この条例に定めるもののほか、防災会

議の運営に関し必要な事項は、会長が防災会

議に諮つて定める。 

第５条 前各条に定めるもののほか、防災会議

の運営に関し必要な事項は会長が防災会議

にはかつて定める。 

附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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議第１３号 

美濃加茂市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例につい

て 

美濃加茂市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例を下記のとおり制

定する。 

  令和６年２月２１日提出 

美濃加茂市長  藤 井 浩 人 

記 

美濃加茂市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例 

 美濃加茂市消防団員等公務災害補償条例（昭和４１年美濃加茂市条例第１６号）

の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

（補償基礎額） （補償基礎額） 

第５条 （略） 第５条 （略） 

２ 前項の補償基礎額は、次に定めるところに

よる。 

２ 前項の補償基礎額は、次に定めるところに

よる。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 消防作業従事者、救急業務協力者若しく

は水防従事者又は応急措置従事者（以下

「消防作業従事者等」という。）が消防作

業等に従事し、若しくは救急業務に協力

し、又は応急措置の業務に従事したことに

より死亡し、負傷し、若しくは疾病にかか

り、又は消防作業等に従事し、若しくは救

急業務に協力し、又は応急措置の業務に従

事したことによる負傷若しくは疾病によ

り死亡し、若しくは障害の状態となつた場

合には、９，１００円とする。ただし、そ

の額がその者の通常得ている収入の日額

(2) 消防作業従事者、救急業務協力者若しく

は水防従事者又は応急措置従事者（以下

「消防作業従事者等」という。）が消防作

業等に従事し、若しくは救急業務に協力

し、又は応急措置の業務に従事したことに

より死亡し、負傷し、若しくは疾病にかか

り、又は消防作業等に従事し、若しくは救

急業務に協力し、又は応急措置の業務に従

事したことによる負傷若しくは疾病によ

り死亡し、若しくは障害の状態となつた場

合には、８，９００円とする。ただし、そ

の額がその者の通常得ている収入の日額
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に比して公正を欠くと認められるときは、

１４，２００円を超えない範囲内において

これを増額した額とすることができる。 

に比して公正を欠くと認められるときは、

１４，２００円を超えない範囲内において

これを増額した額とすることができる。 

３・４ （略） ３・４ （略） 

別表（第５条関係） 別表（第５条関係） 

補償基礎額表 補償基礎額表 

階級 勤務年数 

１０年未満１０年以上

２０年未満

２０年以

上 

団長及び副

団長 

１２，５０

０円

１３，３５

０円

（略） 

分団長及び

副分団長 

１０，８０

０円

１１，６５

０円

１２，５

００円

部長、班長及

び団員 

９，１００

円

９，９５０

円

１０，８

００円

階級 勤務年数 

１０年未満１０年以上

２０年未満

２０年以

上 

団長及び副

団長 

１２，４４

０円

１３，３２

０円

（略） 

分団長及び

副分団長 

１０，６７

０円

１１，５５

０円

１２，４

４０円

部長、班長及

び団員 

８，９００

円

９，７９０

円

１０，６

７０円

備考 備考 

１・２ （略） １・２ （略） 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の美濃加茂市消防団員等公務災害補償条例第５条第２項

及び別表の規定は、この条例の施行の日以後に支給すべき事由の生じた美濃加茂

市消防団員等公務災害補償条例第５条第１項の損害補償（以下「損害補償」とい

う。）並びに同日前に支給すべき事由の生じた同日以後の期間に係る同条例第４条

第３号の傷病補償年金、同条第４号イの障害補償年金及び同条第６号イの遺族補

償年金（以下「傷病補償年金等」という。）について適用し、同日前に支給すべき

事由の生じた損害補償（傷病補償年金等を除く。）及び同日前に支給すべき事由の

生じた同日前の期間に係る傷病補償年金等については、なお従前の例による。 
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議第１４号 

   美濃加茂市手数料条例等の一部を改正する条例について 

 美濃加茂市手数料条例等の一部を改正する条例を下記のとおり制定する。 

  令和６年２月２１日提出 

                    美濃加茂市長  藤 井 浩 人 

記 

   美濃加茂市手数料条例等の一部を改正する条例 

 （美濃加茂市手数料条例の一部改正） 

第１条 美濃加茂市手数料条例（平成１２年美濃加茂市条例第５号）の一部を次の

ように改正する。 

改正後 改正前 

別表（第２条関係） 別表（第２条関係） 

事務の

種類 

事務の内容 手数料

の名称

単

位

金

額

１ 戸

籍法

（昭

和２

２年

法律

第２

２４

号。

以下

この

項に

おい

て

「法

１ 法第１０条第１項、

法第１０条の２第１

項から第５項まで若

しくは法第１２６条

の規定に基づく戸籍

の謄本若しくは抄本

の交付又は法第１２

０条第１項、法第１２

０の２第１項若しく

は法第１２６条の規

定に基づく戸籍証明

書の交付（条例で定め

るところにより無料

で証明を行うことが

できる旨を規定する

戸籍謄

抄本交

付手数

料 

戸籍証

明書交

付手数

料 

（略）

事務の

種類 

事務の内容 手数料

の名称

単

位

金

額

１ 戸

籍法

（昭

和２

２年

法律

第２

２４

号。

以下

この

項に

おい

て

「法

１ 法第１０条第１項

及び法第１０条の２

の規定に基づく戸籍

の謄本若しくは抄本

の交付又は法第１２

０条第１項の規定に

基づく磁気ディスク

をもって調製された

戸籍に記録されてい

る事項の全部若しく

は一部を証明した書

面の交付（条例で定め

るところにより無料

で証明を行うことが

できる旨を規定する

戸籍謄

抄本交

付手数

料 

戸籍記

録事項

証明書

交付手

数料 

（略）
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」と

い

う。）

の施

行に

関す

る事

務 

法律の規定に基づき

証明を請求するもの

を除く。以下この欄に

おいて同じ。） 

２ 法第１０条第１項、

法第１０条の２第１

項から第５項まで又

は法第１２６条の規

定に基づく戸籍に記

載した事項に関する

証明書の交付 

（略）

３ 法第１２０条の３

第２項の規定に基づ

く戸籍電子証明書提

供用識別符号の発行

（情報通信技術を活

用した行政の推進等

に関する法律（平成１

４年法律第１５１号）

第７条第１項の規定

により同法第６条第

１項に規定する電子

情報処理組織を使用

する方法（総務省令で

定めるものに限る。以

下この項において同

じ。）により戸籍電子

証明書提供用識別符

号の発行を行う場合

（当該発行に係る戸

籍電子証明書の請求

が同条第１項の規定

により同項に規定す

る電子情報処理組織

戸籍電

子証明

書提供

用識別

符号交

付手数

料 

１

件

に

つ

き 

４

０

０

円

」と

い

う。）

の施

行に

関す

る事

務 

法律の規定に基づき

証明を請求するもの

を除く。以下この欄に

おいて同じ。） 

２ 法第１０条第１項

及び法第１０条の２

の規定に基づく戸籍

に記載した事項に関

する証明書の交付 

（略）
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を使用する方法によ

り行われた場合に限

る。）における当該発

行及び戸籍電子証明

書提供用識別符号の

発行に係る戸籍電子

証明書の請求を行う

者が同時に当該戸籍

電子証明書が証明す

る事項と同一の事項

を証明する戸籍の謄

本若しくは抄本又は

戸籍証明書の請求を

行う場合における当

該発行を除く。） 

４ 法第１２条の２に

おいて準用する法第

１０条第１項若しく

は法第１０条の２第

１項から第５項まで

の規定若しくは法第

１２６条の規定に基

づく除かれた戸籍の

謄本若しくは抄本の

交付又は法第１２０

条第１項、法第１２０

条の２第１項若しく

は法第１２６条の規

定に基づく除籍証明

書の交付 

除籍謄

抄本交

付手数

料 

除籍証

明書交

付手数

料 

（略）

５ 法第１２条の２に

おいて準用する法第

１０条第１項若しく

は法第１０条の２第

１項から第５項まで

の規定又は法第１２

（略）

３ 法第１２条の２の

規定に基づく除かれ

た戸籍の謄本若しく

は抄本の交付又は法

第１２０条第１項の

規定に基づく磁気デ

ィスクをもって調製

された除かれた戸籍

に記録されている事

項の全部若しくは一

部を証明した書面の

交付 

除籍謄

抄本交

付手数

料 

除籍記

録事項

証明書

交付手

数料 

４ 法第１２条の２の

規定に基づく除かれ

た戸籍に記載した事

項に関する証明書の

交付 

（略）
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６条の規定に基づく

除かれた戸籍に記載

した事項に関する証

明書の交付 

６ 法第１２０条の３

第２項の規定に基づ

く除籍電子証明書提

供用識別符号の発行

（情報通信技術を活

用した行政の推進等

に関する法律第７条

第１項の規定により

同法第６条第１項に

規定する電子情報処

理組織を使用する方

法により除籍電子証

明書提供用識別符号

の発行を行う場合（当

該発行に係る除籍電

子証明書の請求が同

項の規定により同項

に規定する電子情報

処理組織を使用する

方法により行われた

場合に限る。）におけ

る当該発行及び除籍

電子証明書提供用識

別符号の発行に係る

除籍電子証明書の請

求を行う者が同時に

当該除籍電子証明書

が証明する事項と同

一の事項を証明する

除かれた戸籍の謄本

若しくは抄本又は除

籍証明書の請求を行

除籍電

子証明

書提供

用識別

符号交

付手数

料 

１

件

に

つ

き 

７

０

０

円 
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う場合における当該

発行を除く。） 

７ 法第４８条第１項

（法第１１７条にお

いて準用する場合を

含む。）の規定に基づ

く届出若しくは申請

の受理の証明書の交

付、法第４８条第２項

（法第１１７条にお

いて準用する場合を

含む。）若しくは法第

１２６条の規定に基

づく届書その他市長

の受理した書類に記

載した事項の証明書

の交付又は法第１２

０条の６第１項の規

定に基づく届書等情

報の内容の証明書の

交付 

受理証

明書交

付手数

料 

不受理

証明書

交付手

数料 

届書記

載事項

証明書

交付手

数料 

（略）

８ 法第４８条第２項

（法第１１７条にお

いて準用する場合を

含む。）の規定に基づ

く届書その他市長の

受理した書類を閲覧

に供する事務又は法

第１２０条の６第１

項の規定に基づく届

書等情報の内容を表

示したものを閲覧に

供する事務 

（略） 書

類

又

は

届

書

等

情

報

の

内

容

を

表

示

（

略）

５ 法第４８条第１項

（法第１１７条にお

いて準用する場合を

含む。）の規定に基づ

く届出若しくは申請

の受理の証明書の交

付又は法第４８条第

２項（法第１１７条に

おいて準用する場合

を含む。）の規定に基

づく届書その他市長

の受理した書類に記

載した事項の証明書

の交付 

戸籍証

明書交

付手数

料 

６ 法第４８条第２項

（法第１１７条にお

いて準用する場合を

含む。）の規定に基づ

く届書その他市長の

受理した書類を閲覧

に供する事務 

（略） 書

類

１

件

に

つ

き 

（

略）
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し

た

も

の

１

件

に

つ

き 

（略） （略） 

 （美濃加茂市手数料条例の一部を改正する条例の一部改正） 

第２条 美濃加茂市手数料条例の一部を改正する条例（令和５年美濃加茂市条例第

２７号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

附 則 附 則 

（多機能端末機を利用した場合の特例） （多機能端末機を利用した場合の特例） 

３ 多機能端末機（地方公共団体情報システム

機構の使用に係る電子計算機を経由して市

の使用に係る電子計算機と電気通信回線で

接続された通信端末機で、当該端末機の操作

により証明書を発行する機能を有するもの

をいう。）を利用した交付にあっては、別表

の規定にかかわらず、次の表の左欄に掲げる

手数料については、それぞれ同表の右欄に掲

げる金額とする。 

３ 多機能端末機（地方公共団体情報システム

機構の使用に係る電子計算機を経由して市

の使用に係る電子計算機と電気通信回線で

接続された通信端末機で、当該端末機の操作

により証明書を発行する機能を有するもの

をいう。）を利用した交付にあっては、別表

の規定にかかわらず、次の表の左欄に掲げる

手数料については、それぞれ同表の右欄に掲

げる金額とする。 

（略） ２００円 

印鑑登録証明書交付手数料 

戸籍証明書交付手数料 

（略） ２００円 

印鑑登録証明書交付手数料 

戸籍記録事項証明書交付手数料 

附 則 

この条例は、令和６年３月１日から施行する。 
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議第１５号 

美濃加茂市会計年度任用職員の報酬及び費用弁償に関する条例及び美

濃加茂市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部を改正す

る条例について 

 美濃加茂市会計年度任用職員の報酬及び費用弁償に関する条例及び美濃加茂市企

業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部を改正する条例を下記のとおり制

定する。 

  令和６年２月２１日提出 

                    美濃加茂市長  藤 井 浩 人 

記 

   美濃加茂市会計年度任用職員の報酬及び費用弁償に関する条例及び美濃加茂

市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部を改正する条例 

 （美濃加茂市会計年度任用職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正） 

第１条 美濃加茂市会計年度任用職員の報酬及び費用弁償に関する条例（令和元年

美濃加茂市条例第３号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

美濃加茂市会計年度任用職員の報酬等

に関する条例 

美濃加茂市会計年度任用職員の報酬及

び費用弁償に関する条例 

（趣旨） （趣旨） 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和２２年

法律第６７号）第２０３条の２第５項に基づ

き、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１

号)第２２条の２第１項第１号に該当してい

る者（以下「パートタイム会計年度任用職員」

という。）の報酬、期末手当、勤勉手当及び費

用弁償について定めるものとする。 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和２２年

法律第６７号）第２０３条の２第５項に基づ

き、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１

号）第２２条の２第１項第１号に該当してい

る者（以下「パートタイム会計年度任用職員」

という。)の報酬及び費用弁償について定め

るものとする。 

（報酬） （報酬） 

第２条 報酬の基本額は、別表に定める額の範

囲内で規則で定める額とする。 

第２条 前条の報酬とは、パートタイム会計年

度任用職員に支給される報酬及び期末手当
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 をいう。 

２ 前項の報酬のほか、パートタイム会計年度

任用職員に、特殊勤務、時間外勤務及び休日

勤務に係る報酬を支給する。 

 （報酬の額） 

 第３条 パートタイム会計年度任用職員の報

酬の額は、別表に定める額の範囲内で規則で

定める額とする。 

（特殊勤務に係る報酬） （特殊勤務に係る報酬） 

第３条 （略） 第４条 （略） 

（時間外勤務に係る報酬） （時間外勤務に係る報酬） 

第４条 （略） 第５条 （略） 

（休日勤務に係る報酬） （休日勤務に係る報酬） 

第５条 （略） 第６条 （略） 

（報酬の端数処理） （報酬の端数処理） 

第６条 第１０条各号に規定する勤務１時間

当たりの報酬の額並びに第４条及び前条の

規定により勤務１時間につき支給する報酬

の額を算定する場合において、当該額に５０

銭未満の端数を生じたときはこれを切り捨

て、５０銭以上１円未満の端数を生じたとき

はこれを１円に切り上げるものとする。 

第７条 第１０条各号に規定する勤務１時間

当たりの報酬の額並びに第５条及び前条の

規定により勤務１時間につき支給する報酬

の額を算定する場合において、当該額に５０

銭未満の端数を生じたときはこれを切り捨

て、５０銭以上１円未満の端数を生じたとき

はこれを１円に切り上げるものとする。 

（期末手当） （期末手当） 

第７条 美濃加茂市職員の給与に関する条例

（昭和２９年美濃加茂市条例第２３号。以下

「給与条例」という。）第２０条から第２０条

の３までの規定は、任期の定めが６箇月以上

のパートタイム会計年度任用職員（１週間当

たりの勤務時間が著しく少ない者として規

則で定めるものを除く。以下この条及び次条

において同じ。）について準用する。この場合

において、給与条例第２０条第２項中「１０

０分の１２２．５」とあるのは「１００分の

６８．７５」と、給与条例第２０条第４項中

第８条 美濃加茂市職員の給与に関する条例

（昭和２９年美濃加茂市条例第２３号。以下

「給与条例」という。）第２０条から第２０条

の３までの規定は、任期の定めが６箇月以上

のパートタイム会計年度任用職員（１週間当

たりの勤務時間が著しく少ない者として規

則で定めるものを除く。以下この条において

同じ。）について準用する。この場合におい

て、給与条例第２０条第２項中「１００分の

１２０」とあるのは「６月に支給する場合に

おいては１００分の６７．５、１２月に支給
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「職員が受けるべき給料（育児短時間勤務職

員等にあつては、給料の月額を算出率で除し

て得た額）及び扶養手当の月額並びにこれら

に対する地域手当の月額の合計額」とあるの

は「パートタイム会計年度任用職員が受ける

べき報酬の月額（日額又は時間額で報酬が定

められたパートタイム会計年度任用職員に

あつては、前基準日の翌日からそれぞれその

基準日（退職し、又は死亡した職員にあつて

は、退職し、又は死亡した日）までの在職期

間における報酬（第３条から第５条までの規

定により支給された報酬を除く。）の１箇月

当たりの平均額）」とする。 

する場合においては１００分の７０．０」と、

給与条例第２０条第４項中「職員が受けるべ

き給料（育児短時間勤務職員等にあつては、

給料の月額を算出率で除して得た額）及び扶

養手当の月額並びにこれらに対する地域手

当の月額の合計額」とあるのは「パートタイ

ム会計年度任用職員が受けるべき報酬の月

額（日額又は時間額で報酬が定められたパー

トタイム会計年度任用職員にあつては、前基

準日の翌日からそれぞれその基準日（退職

し、又は死亡した職員にあつては、退職し、

又は死亡した日）までの在職期間における報

酬（第４条から第６条までの規定により支給

された報酬を除く。）の１月当たりの平均

額）」とする。 

２・３ （略） ２・３ （略） 

４ 前３項の規定は、語学指導等を行う外国青

年招致事業（以下「ＪＥＴプログラム」とい

う。）により任用された職には適用しない。 

４ 前３項の規定は、語学指導等を行う外国青

年招致事業（以下、「ＪＥＴプログラム」とい

う。）により任用された職には適用しない。 

（勤勉手当） 

第８条 給与条例第２１条の規定は、任期の定

めが６箇月以上のパートタイム会計年度任

用職員について準用する。この場合におい

て、給与条例第２１条第２項中「１００分の

１０２．５」とあるのは「１００分の４８．

７５」と、給与条例第２１条第３項中「職員

が受けるべき給料の月額（育児短時間勤務職

員等にあつては、給料の月額を算出率で除し

て得た額）及びこれに対する地域手当の月額

の合計額」とあるのは「パートタイム会計年

度任用職員が受けるべき報酬の月額（日額又

は時間額で報酬が定められたパートタイム

会計年度任用職員にあつては、前基準日の翌

日からそれぞれその基準日（退職し、又は死

亡した職員にあつては、退職し、又は死亡し

た日）までの在職期間における報酬（第４条
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から第６条までの規定により支給された報

酬を除く。）の１箇月当たりの平均額）」とす

る。 

２ 任期の定めが６箇月に満たないパートタ

イム会計年度任用職員の１会計年度内にお

ける任期の合計が６箇月以上に至ったとき

は、当該パートタイム会計年度任用職員は、

当該会計年度において、前項の任期の定めが

６箇月以上のパートタイム会計年度任用職

員とみなす。 

３ ６月に勤勉手当を支給する場合において、

前会計年度の末日までパートタイム会計年

度任用職員として任用され、同日の翌日にパ

ートタイム会計年度任用職員として任用さ

れた者の任期の定め（６箇月未満のものに限

る。）と前会計年度における任期（前会計年度

の末日を含む期間の任用に係るものに限

る。）の定めとの合計が６箇月以上に至った

ときは、第１項の任期の定めが６箇月以上の

パートタイム会計年度任用職員とみなす。 

４ 前３項の規定は、ＪＥＴプログラムにより

任用された職には適用しない。 

（報酬の支給） （報酬の支給） 

第９条 （略） 第９条 （略） 

（勤務１時間当たりの報酬の額） （勤務１時間当たりの報酬の額） 

第１０条 パートタイム会計年度任用職員の

勤務１時間当たりの報酬の額は、次の各号に

掲げる報酬の区分に応じ、当該各号に定める

額とする。 

第１０条 パートタイム会計年度任用職員の

勤務１時間当たりの報酬の額は、次の各号に

掲げる報酬の区分に応じ、当該各号に定める

額とする。 

 (1) 月額による報酬 第２条第１項の規定

による額に１２を乗じて得た額を当該パ

ートタイム会計年度任用職員について定

められた１週間当たりの勤務時間に５２

を乗じたものから規則で定める時間を減

じたもので除して得た額 

 (1) 月額による報酬 第３条の規定による

額に１２を乗じて得た額を当該パートタ

イム会計年度任用職員について定められ

た１週間当たりの勤務時間に５２を乗じ

たものから規則で定める時間を減じたも

ので除して得た額 
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(2) 日額による報酬 第２条第１項の規定

による額を当該パートタイム会計年度任

用職員について定められた１日当たりの

勤務時間で除して得た額 

(2) 日額による報酬 第３条の規定による

額を当該パートタイム会計年度任用職員

について定められた１日当たりの勤務時

間で除して得た額 

(3) 時間額による報酬 第２条第１項の規

定による額 

(3) 時間額による報酬 第３条の規定によ

る額 

（委任） （委任） 

第１５条 この条例に定めるもののほか、パー

トタイム会計年度任用職員の報酬等に関し

必要な事項は、別に定める。 

第１５条 この条例に定めるもののほか、パー

トタイム会計年度任用職員の報酬及び費用

弁償に関し必要な事項は、別に定める。 

別表（第２条関係） 

（略） 

別表（第３条関係） 

（略） 

（美濃加茂市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正） 

第２条 美濃加茂市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（昭和４２年美濃

加茂市条例第６号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

（給与の種類） （給与の種類） 

第２条 企業職員で常時勤務を要するもの及

び地方公務員法（昭和２５年法律第２６１

号）第２２条の２第１項第１号、第２２条の

４第１項又は第２２条の５第１項若しくは

第２項に規定する短時間勤務の職を占める

職員（以下「職員」という。）の給与の種類は、

給料及び手当とする。 

第２条 企業職員で常時勤務を要するもの及

び地方公務員法（昭和２５年法律第２６１

号）第２２条の２第１項第１号、第２２条の

４第１項又は第２２条の５第１項若しくは

第２項に規定する短時間勤務の職を占める

職員（以下「職員」という。）の給与の種類は、

給料、手当、報酬及び費用弁償とする。 

２ 給料は、正規の勤務時間による勤務に対す

る報酬であつて、手当を除いたものとする。

２ 給料は、正規の勤務時間による勤務に対す

る報酬であつて、手当を除いた全額とする。

３ （略） ３ （略） 

４ 地方公務員法第２２条の２第１項第１号

に該当する者に対する手当は、通勤手当、特

殊勤務手当、時間外勤務手当、休日勤務手当、

夜間勤務手当、期末手当及び勤勉手当とす

る。 

４ 第１項に規定する報酬は、地方公務員法第

２２条の２第１項第１号に規定する会計年

度任用職員に対する報酬であって、特殊勤務

に係る報酬、時間外勤務に係る報酬及び休日

勤務に係る報酬を含むものとする。 

 ５ 費用弁償とは、通勤及び公務のための旅行
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に係る費用弁償とする。 

（定年前再任用短時間勤務職員等について

の適用除外） 

（定年前再任用短時間勤務職員等について

の適用除外） 

第１６条 第４条、第５条及び第５条の３の規

定は、地方公務員法第２２条の４第１項又は

第２２条の５第１項若しくは第２項及び地

方公務員の育児休業等に関する法律第１８

条第１項の規定により採用された職員には

適用しない。 

第１６条 第４条、第５条及び第５条の３の規

定は、地方公務員法第２２条の４第１項若し

くは第２２条の５第１項若しくは第２項又

は地方公務員の育児休業等に関する法律第

１８条第１項の規定により採用された職員

には適用しない。 

（委任） 

第１７条 この条例に定めるもののほか、この

条例の施行に関し必要な事項は、管理者が別

に定める。 

附 則 

 この条例は、令和６年４月１日から適用する。 
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議第１６号 

美濃加茂市附属機関の設置に関する条例の一部を改正する条例につい

て 

美濃加茂市附属機関の設置に関する条例の一部を改正する条例を下記のとおり制

定する。 

  令和６年２月２１日提出 

美濃加茂市長  藤 井 浩 人   

                  記 

美濃加茂市附属機関の設置に関する条例の一部を改正する条例 

美濃加茂市附属機関の設置に関する条例（平成２３年美濃加茂市条例第２号）の

一部を次のように改正する。

改正後 改正前 

別表（第１条―第４条関係） 別表（第１条―第４条関係） 

１ 市長の附属機関 １ 市長の附属機関 

（略） （略） 

２ 教育委員会の附属機関 ２ 教育委員会の附属機関 

附属機関

名 

所掌事

項 

委員の構

成 

委員の

定数 

委員の

任期 

（略） 

美濃加

茂市学

校検尿

判定委

員会 

（略） 

美濃加

茂市医

療的ケ

ア運営

協議会

学校に

おける

医療的

ケアに

関する

( 1 )  加

茂 医 師

会 所 属

の医師 

( 2 )  関

５ 人

以内 

１年 

附属機関

名 

所掌事

項 

委員の構

成 

委員の

定数 

委員の

任期 

（略） 

美濃加

茂市学

校検尿

判定委

員会 

（略） 
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会 こと。 係 行 政

機 関 の

職員 

附 則

（施行期日）

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。

（美濃加茂市非常勤の特別職職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正）

２ 美濃加茂市非常勤の特別職職員の報酬及び費用弁償に関する条例（昭和４２年

美濃加茂市条例第１０号）の一部を次のように改正する。

改正後 改正前 

別表（第２条、第５条関係) 別表（第２条、第５条関係） 

区分 根拠と

なる法

律、条

例等 

報酬の額 費用

弁償 

（略） 

美濃加

茂市学

校検尿

判定委

員会委

員 

（略） （略） （略） 

美濃加

茂市医

療的ケ

ア運営

協議会

委員 

日額 １６，０

００円（職務の

時間が２時間以

上４時間未満の

場合は８，００

０円、２時間未

満の場合は４，

０００円） 

美濃加

茂市高

齢者施

策等運

営協議

（略） 

区分 根拠と

なる法

律、条

例等 

報酬の額 費用

弁償 

（略） 

美濃加

茂市学

校検尿

判定委

員会委

員 

（略） （略） （略） 

美濃加

茂市高

齢者施

策等運

営協議

（略） 

- 139 -



会委員 

（略） 

会委員 

（略） 
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議第１７号 

令和５年度美濃加茂市一般会計補正予算（第８号） 

令和５年度美濃加茂市の一般会計補正予算（第８号）は、次に定めるところによ

る。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１，３１５，４７７千円を追加し、

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ２６，２２５，７４２千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

（繰越明許費の補正） 

第２条 繰越明許費の追加は、「第２表 繰越明許費補正」による。  

 （地方債の補正） 

第３条 地方債の変更は、「第３表 地方債補正」による。 

令和６年２月２１日提出 

                    美濃加茂市長  藤 井 浩 人 
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第　２　表 繰　越　明　許　費　補　正

千円

長良川鉄道経営安定支援事業 30,385

定額減税補足給付金事業 616,512

人件費 135

会計年度任用職員給 1,389

住民基本台帳事務 9,079

コンビニ交付サービス事業 1,881

戸籍事務 4,048

低所得世帯生活支援特別給付
金事業

14,062

低所得世帯生活支援特別給付
金事業（Ｒ６非課税化世帯等）

92,905

人件費 108

会計年度任用職員給 1,507

新型コロナウイルスワクチン接種
体制確保事業

17,529

人件費 300

会計年度任用職員給 564

3

款 事　　　　　　業　　　　　　名 金　　　　額

（追加）

総務管理費1

戸籍住民基本台帳費3

総務費

項

4 衛生費 1 保健衛生費

2 徴税費

2

社会福祉費1民生費
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千円

道路施設補修点検事業 120,200

一般道路改修事業 18,500

美濃太田駅周辺市街地再開発
事業

12,243

都市公園整備事業 23,190

5 社会教育費 文化の森施設管理事業 32,494

前平・東総合運動場事業 5,720

牧野ふれあい広場整備事業 345,473

学校給食センター維持管理事
業

18,504

事　　　　　　業　　　　　　名 金　　　　額款 項

都市計画費

土木費7

保健体育費6

教育費9

2 道路橋りょう費

4
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第　３　表 地　　方　　債　　補　　正

（変更）

　起　債　の　目　的

限度額 起債の方法 利　　率 償還の方法 限度額 起債の方法 利　率 償還の方法

千円 千円

牧野ふれあい広場
整備事業

84,900 証書借入

年1.8％以内
（ただし、利率
見直し方式で
借り入れる資
金について、
利率の見直し
を行った後に
おいては、当
該見直し後の
利率）

政府資金につ
いては、その
融資条件によ
り、銀行その
他の場合には
その借入先と
協定するもの
による。ただ
し、市財政の
都合により繰
上償還又は低
利に借換えす
ることができ
る。

168,400 変更なし 変更なし 変更なし

起 債 の 目 的
補　　　　　正　　　　　前 補　　　　　正　　　　　後
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１　一般職
（１）総括

781

(2)

770

(2)

11

（　）内は内短時間勤務職員数を計上

扶養
手当

地域
手当

住居
手当

通勤
手当

特勤
手当

時間外
手当

管理職
手当

期末
手当

勤勉
手当

宿日直
手当

退職手当
負担金

単身赴
任手当

管理職員特
別勤務手当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

補
正
後

32,630 37,148 18,413 15,127 170 124,537 36,907 310,592 224,931 1,065 156,414 170

補
正
前

32,630 37,148 18,413 15,127 170 123,994 36,907 310,443 224,931 1,065 156,414 170

比
較

543 149

給　与　費　明　細　書

3,044 692 3,736 139

補
正
前

605,905 1,172,458 957,412 2,735,775 490,102

3,875

490,241

備考

3,225,877

3,229,752

共済費
（千円）

合計
（千円）計

（千円）

給          与          費

職員手当
（千円）

958,104 2,739,511

職
員
手
当
の
内
訳

給料
（千円）

報酬
（千円）

区
分

区分

職員数
（人）

608,949 1,172,458
補
正
後

比
較
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ア　会計年度任用職員以外の職員

330

(2)

330

(2)

（　）内は内短時間勤務職員数を計上

扶養
手当

地域
手当

住居
手当

通勤
手当

特勤
手当

時間外
手当

管理職
手当

期末
手当

勤勉
手当

宿日直
手当

退職手当
負担金

単身赴
任手当

管理職員特
別勤務手当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

補
正
後

32,630 37,148 18,413 15,127 170 124,537 36,907 256,205 224,931 1,065 156,414 170

補
正
前

32,630 37,148 18,413 15,127 170 123,994 36,907 256,205 224,931 1,065 156,414 170

比
較

543

区
分
職員数
（人）

給          与          費
共済費
（千円）

合計
（千円）

備考
報酬
（千円）

給料
（千円）

職員手当
（千円）

計
（千円）

補
正
後

1,172,458 903,717 2,076,175 404,795 2,480,970

補
正
前

1,172,458 903,174 2,075,632 404,795 2,480,427

543

職
員
手
当
の
内
訳

区分

比
較

543 543
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イ　会計年度任用職員

451

440

11

（　）内は内短時間勤務職員数を計上

補
正
後

補
正
前

比
較

54,238

149

3,332

職
員
手
当
の
内
訳

区分
期末
手当

(千円)

54,387

比
較

745,450

補
正
後

3,044 149 3,193 139

748,782608,949

補
正
前

605,905 54,238 660,143 85,307

合計
（千円）

54,387 663,336

備考
報酬
（千円）

給料
（千円）

職員手当
（千円）

計
（千円）

85,446

区
分
職員数
（人）

給          与          費
共済費
（千円）
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(2)給料及び職員手当の増減額の明細
区
分

増減額
(千円)

692 その他の 692 時間外手当 543

増減分 期末手当 149

増減事由
別内訳(千円)

説　　明 備　　考

職
員
手
当
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前前年度末現 前年度末現在 当該年度末現

  在高　　　　　　　高見込額　　　 当該年度中 当該年度中元 在高見込額　

起債見込額 金償還見込額

千円 千円 千円 千円 千円

１　普　通　債 7,655,598      7,546,660      1,208,800      806,077         7,949,383

（１）　総　　務　　 125,688         121,420         75,900          12,606          184,714

（２）　民　　生 607,100         872,977         82,200          42,784          912,393

（３）　衛　　生 304,800         261,600                             21,470          240,130

（４）　農　　林 135,337         106,814                             12,872          93,942

（５）　商　　工 5,796            3,586            2,600            2,058            4,128

（６）　土　　木 1,862,606      1,790,307      570,400         247,171         2,113,536

（７）　消　　防 1,123,446      1,199,993                          97,477          1,102,516

（８）　教　　育 3,490,825      3,189,963      477,700         369,639         3,298,024

２　災害復旧債 37,012          37,357                              4,374            32,983

（１）　補助災害 2,300            2,300                                253               2,047

（２）　単独災害 34,712          35,057                              4,121            30,936

３　そ　の　他 7,961,485      7,575,001      260,000         697,005         7,137,996

（１）　県貸付金                                                                                 

（２）　減収補てん債等 161,151         124,180                             31,150          93,030

（３）　財源対策債等 51,465          29,437                              9,524            19,913

（４）　臨時財政対策債 7,748,869      7,421,384      260,000         656,331         7,025,053

15,654,095     15,159,018     1,468,800      1,507,456      15,120,362合　　　計

地方債の前前年度末における現在高並びに前年度末及

び当該年度末における現在高の見込みに関する調書

当該年度中増減見込み

区   　　   分
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議第１８号 

令和５年度美濃加茂市後期高齢者医療会計補正予算（第１号） 

令和５年度美濃加茂市の後期高齢者医療会計補正予算（第１号）は、次に定める

ところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１７，８４８千円を追加し、歳入

歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ７６３，５６６千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

令和６年２月２１日提出 

                    美濃加茂市長  藤 井 浩 人 
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   令和６年度美濃加茂市一般会計、特別会計及び公営企業会計予算につ

いて 

令和６年度美濃加茂市の一般会計及び特別会計の予算並びに水道事業会計及び下

水道事業会計の予算を、別冊のとおり定める。 

 令和６年２月２１日提出 

美濃加茂市長  藤 井 浩 人 

議第１９号 令和６年度美濃加茂市一般会計予算 

議第２０号 令和６年度美濃加茂市国民健康保険会計予算 

議第２１号 令和６年度美濃加茂市介護保険会計予算 

議第２２号 令和６年度美濃加茂市後期高齢者医療会計予算 

議第２３号 令和６年度美濃加茂市介護認定・障がい者自立支援認定審査会会計予

算 

議第２４号 令和６年度美濃加茂市古井財産区会計予算 

議第２５号 令和６年度美濃加茂市山之上財産区会計予算 

議第２６号 令和６年度美濃加茂市水道事業会計予算 

議第２７号 令和６年度美濃加茂市下水道事業会計予算 
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議第２８号  

   損害賠償の額を定めることについて 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１３号の規定により、

次のとおり委託業者に損害を与えたことによる損害賠償の額を決定することについ

て、議会の議決を求める。 

令和６年２月２１日提出 

美濃加茂市長  藤 井 浩 人   

１ 損害賠償の総額    ４，９７８，６００円 

  上記金額の内訳 

   (1) 消費税相当額  ４，８６０，０００円 

     (2) 延滞税相当額    １１８，６００円 

２ 損害賠償の相手方  岐阜県美濃加茂市新池町３丁目４番１号 

            社会福祉法人 美濃加茂市社会福祉協議会 

            会長 海 老 和 允 
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議第２９号

   市道路線の認定について

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条第１項の規定により、下記のとおり

市道路線を認定することについて、同条第２項の規定により議会の議決を求める。

  令和６年２月２１日提出

美濃加茂市長  藤 井 浩 人  

                  記

番号 路線名 
起         点 重要な 

経過地 終         点 

１ 
本郷７１

３号線 

美濃加茂市本郷町八丁目字一ノ口７１５番１８１地先   

美濃加茂市森山町一丁目字一ノ口７１５番７２地先 

２ 
中富７１

４号線 

美濃加茂市中富町二丁目字松葉１６３３番１２地先  

美濃加茂市中富町二丁目字松葉１６３３番１０地先 
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新規認定路線 ①：本郷７１３号線

本郷７１３号線
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新規認定路線 ①：本郷７１３号線

本郷７１３号線
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新規認定路線 ②：中富７１４号線

中富７１４号線
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新規認定路線 ②：中富７１４号線

中富７１４号線
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議第３０号 

美濃加茂市古井財産区管理委員の選任について 

 美濃加茂市古井財産区管理委員に下記の者を選任したいから、美濃加茂市財産区

管理会条例（平成２３年美濃加茂市条例第１４号）第３条第１項の規定により、議

会の同意を求める。 

令和６年２月２１日提出 

美濃加茂市長  藤 井 浩 人   

記 

住  所   

氏  名  若 宮 晴 彦 

生年月日   
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議第３１号 

美濃加茂市古井財産区管理委員の選任について 

 美濃加茂市古井財産区管理委員に下記の者を選任したいから、美濃加茂市財産区

管理会条例（平成２３年美濃加茂市条例第１４号）第３条第１項の規定により、議

会の同意を求める。 

令和６年２月２１日提出 

美濃加茂市長  藤 井 浩 人   

記 

住  所   

氏  名  長 江 亮 

生年月日   
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議第３２号 

美濃加茂市古井財産区管理委員の選任について 

 美濃加茂市古井財産区管理委員に下記の者を選任したいから、美濃加茂市財産区

管理会条例（平成２３年美濃加茂市条例第１４号）第３条第１項の規定により、議

会の同意を求める。 

令和６年２月２１日提出 

美濃加茂市長  藤 井 浩 人   

記 

住  所   

氏  名  馬 場 政 一 

生年月日   
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議第３３号 

美濃加茂市古井財産区管理委員の選任について 

 美濃加茂市古井財産区管理委員に下記の者を選任したいから、美濃加茂市財産区

管理会条例（平成２３年美濃加茂市条例第１４号）第３条第１項の規定により、議

会の同意を求める。 

令和６年２月２１日提出 

美濃加茂市長  藤 井 浩 人   

記 

住  所   

氏  名  日 比 野 信 行 

生年月日   
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議第３４号 

美濃加茂市古井財産区管理委員の選任について 

 美濃加茂市古井財産区管理委員に下記の者を選任したいから、美濃加茂市財産区

管理会条例（平成２３年美濃加茂市条例第１４号）第３条第１項の規定により、議

会の同意を求める。 

令和６年２月２１日提出 

美濃加茂市長  藤 井 浩 人   

記 

住  所   

氏  名  山 田 和 正 

生年月日   
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議第３５号 

美濃加茂市古井財産区管理委員の選任について 

 美濃加茂市古井財産区管理委員に下記の者を選任したいから、美濃加茂市財産区

管理会条例（平成２３年美濃加茂市条例第１４号）第３条第１項の規定により、議

会の同意を求める。 

令和６年２月２１日提出 

美濃加茂市長  藤 井 浩 人   

記 

住  所   

氏  名  藤 井 秀 男 

生年月日   
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議第３６号 

美濃加茂市古井財産区管理委員の選任について 

 美濃加茂市古井財産区管理委員に下記の者を選任したいから、美濃加茂市財産区

管理会条例（平成２３年美濃加茂市条例第１４号）第３条第１項の規定により、議

会の同意を求める。 

令和６年２月２１日提出 

美濃加茂市長  藤 井 浩 人   

記 

住  所   

氏  名  藤 木 將 

生年月日   
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議第３７号 

美濃加茂市山之上財産区管理委員の選任について 

 美濃加茂市山之上財産区管理委員に下記の者を選任したいから、美濃加茂市財産

区管理会条例（平成２３年美濃加茂市条例第１４号）第３条第１項の規定により、

議会の同意を求める。 

令和６年２月２１日提出 

美濃加茂市長  藤 井 浩 人   

記 

住  所   

氏  名  山 田  博 

生年月日   
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議第３８号 

美濃加茂市山之上財産区管理委員の選任について 

 美濃加茂市山之上財産区管理委員に下記の者を選任したいから、美濃加茂市財産

区管理会条例（平成２３年美濃加茂市条例第１４号）第３条第１項の規定により、

議会の同意を求める。 

令和６年２月２１日提出 

美濃加茂市長  藤 井 浩 人   

記 

住  所   

氏  名  岸 民 夫 

生年月日   
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議第３９号 

美濃加茂市山之上財産区管理委員の選任について 

 美濃加茂市山之上財産区管理委員に下記の者を選任したいから、美濃加茂市財産

区管理会条例（平成２３年美濃加茂市条例第１４号）第３条第１項の規定により、

議会の同意を求める。 

令和６年２月２１日提出 

美濃加茂市長  藤 井 浩 人   

記 

住  所   

氏  名  片 桐 美 良 

生年月日   
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議第４０号 

美濃加茂市山之上財産区管理委員の選任について 

 美濃加茂市山之上財産区管理委員に下記の者を選任したいから、美濃加茂市財産

区管理会条例（平成２３年美濃加茂市条例第１４号）第３条第１項の規定により、

議会の同意を求める。 

令和６年２月２１日提出 

美濃加茂市長  藤 井 浩 人   

記 

住  所   

氏  名  福 田 俊 彦 

生年月日   
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議第４１号 

美濃加茂市山之上財産区管理委員の選任について 

 美濃加茂市山之上財産区管理委員に下記の者を選任したいから、美濃加茂市財産

区管理会条例（平成２３年美濃加茂市条例第１４号）第３条第１項の規定により、

議会の同意を求める。 

令和６年２月２１日提出 

美濃加茂市長  藤 井 浩 人   

記 

住  所   

氏  名  松 田 一 郎 

生年月日   
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議第４２号 

美濃加茂市山之上財産区管理委員の選任について 

 美濃加茂市山之上財産区管理委員に下記の者を選任したいから、美濃加茂市財産

区管理会条例（平成２３年美濃加茂市条例第１４号）第３条第１項の規定により、

議会の同意を求める。 

令和６年２月２１日提出 

美濃加茂市長  藤 井 浩 人   

記 

住  所   

氏  名  渡 邊 徳 男 

生年月日   
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議第４３号 

美濃加茂市山之上財産区管理委員の選任について 

 美濃加茂市山之上財産区管理委員に下記の者を選任したいから、美濃加茂市財産

区管理会条例（平成２３年美濃加茂市条例第１４号）第３条第１項の規定により、

議会の同意を求める。 

令和６年２月２１日提出 

美濃加茂市長  藤 井 浩 人   

記 

住  所   

氏  名  平 岩 文 雄 

生年月日   
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議第４４号 

美濃加茂市固定資産評価審査委員会の委員の選任について 

美濃加茂市固定資産評価審査委員会の委員に下記の者を選任したいから、地方税

法（昭和２５年法律第２２６号）第４２３条第３項の規定により、議会の同意を求

める。 

令和６年２月２１日提出 

美濃加茂市長  藤 井 浩 人 

記 

住  所   

氏  名  大 谷 茂 樹 

生年月日   
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